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■ エッセイ

大規模な市町村合併は明治 22年の市町村制 (明

治の大合併)への移行以来,昭和 28年から31年に

かけての「昭和の大合併J,そ して今回の平成 17年

までに行なわれた「平成の大合併Jがある.合併に

ついての政府案は,現在の町村を半数程度にするこ

と,人口 1万人以下の町村をなくすことにあった.

その結果,平成 11年に 3,232あ った市町村は 18年

3月 現在 1,821(市 777, 町村 1,044)と なり, 人口

が 5年前に比べて減少 した市町村は 1,605あ り,全

体の 724%を 占めている.65歳 の総人口に対する

比率 (高齢者人口比率)は 195と 高 くなっている

ことから,多 くの市町村では人口の減少と高齢化が

進行 して,災害発生時には幼児,障害者,外国人を

含めた要援護者への支援体制が課題となった.

平成の大合併で防災力は低下する
井野盛夫
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て現職

研究分野 :防災行政 ,

地下水理

大合併により市の面積が拡大 し,県の面積に匹敵するところが現れた.14

市町村が合併協議中である熊本市では香川県の面積 (1,875km2)の 約 9割

に匹敵する管内をもつことになり,浜松市でも 12市町村が合併 して香川県

上の約 8害1強に相当する面積となった 合併後には面積が拡大し小さな政府
を目指す方針から,防災分野においても従来の職員数が減少 し,住民の安

全・安心の確保が一層困難になることは免れない

防災を含めて国等から助成される補助金等は市町村単位で交付される事業

が多く,従来から一旦助成を受けると基本的には再度同じ目的では受けられ

なかった 合併以前に助成を受けた市町村と合併すると,整備が遅れていた

旧市町村管内を同水準に向上させることが難 しくなる。合併後の本部支部体

制と通信システム,旧市町村本部庁舎の位置付けと管理,防災施設整備とそ

の基準,同報無線の統一周波数や子局の配置,合併前に交わした相互支援協

定の実施,避難地や救護所等の配置, 自主防災組織毎の対策目標設定など行

政域の拡大によって目標の新たな計画作りが必要となった.

不況の影響で税収が落ち込み財政的にやっていけない状況を打開するため

に行なわれた「平成の大合併Jは,防災面においてもかなりの切捨てが進ん

で行く.防災行政サービスの水準が低下して住民に求める負担が増大 し,選

挙区の整理により地元選出議員が減少して地域住民の意見が届き難くなり,

中心市街地と周辺部の地域格差が増大する.巨大災害が発生 した際に市町村

職員数に対 して管内面積が広 く,特 に過疎地域では被害状況調べに手間取

り,救命救助などの一刻を争う支援の手が遅くなることが予浪1さ れる.



先進的海底ネットワークシステム

―紀伊半島熊野灘沖における海底地殻活動観測網の整備―

金田義行

1.は じめ に

海溝型巨大地震研究においては,主要震源域で

ある海域の地殻活動の観浪」が必要不可欠である.

特に南海 トラフでは,今後 30年以内の発生確率

が 60%,50%と 評価されている東南海地震,南海

地震といった巨大地震震源域と想定東海地震震源

域が存在しており,そ の防災のためにもこれらの

震源域における地殻活動のモニタリングのための

海域観測網の整備が急務である。現状の国内の陸

域,海域の観測体制は,下記の通りである.

1)陸域観漫1網の現状 :

陸域観沢1網 は 1995年 に発生 した兵庫県南部地

震を契機に,GPS観測網および Hi NET,F NET,

K―NET等の地震観測網の整備が促進され,世界

有数の観浪1体制が全国的に整備されている。

2)海域観測網の現状 :

海域観測網に関しては,想定東海地震の震源域
である東海沖における気象庁の海底ケーブル,東

京大学/東北大学の釜石沖海底ケーブル,海洋研

究開発機構の室戸沖,釧路沖海底ケーブルなどが

あるものの,陸域の棚密な観測網と比較するとほ

とんど整備がなされていないのが現状である

このように,マ グニチュード8ク ラスの海溝型

巨大地震の再来が危惧される南海 トラフ域をはじ

め,十勝沖地震,宮城沖地震などの海溝型地震が

発生 している日本海溝・千島海溝域等いずれの海

域においても観漫1網は不十分であり,そ の整備は

海溝型巨大地震防災のための最優先課題である.

そこで文部科学省では,南海 トラフ巨大地震震源

域の地殻活動をリアルタイムにモニタリングする

ための海底ネットワーク (地震・津波観測監視シ

ステム)を,1944年東南海地震震源域である紀伊

半島沖熊野灘と,1946年南海地震破壊開始域であ

る紀伊半島沖西部に構築する計画として海溝型巨

大地震研究プロジェクトを平成 18年度より開始

した。図 1に海底ネットワークの概念図を示す

2.紀伊半島沖に焦点を当てた観測網の整備

紀伊半島沖は 1944年東南海地震と 1946年南海

地震でともに破壊が開始 した地域である.さ ら

に,以下に示すように,最近の地殻構造およびシ

ミュレーション研究で, この地域が破壊の開始だ

けでなく南海 トラフの海溝型巨大地震の発生様式

にとって重要な役害」を果たしていることがわかっ

てきた。そのため図 1に 示 したように,本プロ

ジェクトでは紀伊半島沖にまず観測網を整備する

計画となっている.

1)地殻構造研究
海溝型地震研究において震源域の地殻構造を把

握することは重要な課題である 南海 トラフでは
震源域の構造研究として, これまで多くの地殻構

造調査が実施されている これらの地殻構造調査
の主要な研究成果 (抽出された構造要因)を下記

に示す (図 2).

(1)南海地震震源域 :

・室戸沖巨大海山の沈み込み構造

(1946年南海地震の破壊伝播様式を規定した

可能性)

。土佐沖の深部強反射面

(DSR:Deep Strong Renector)

(1946年南海地震の際の巨大海山の沈み込み

域西方の非破壊域に分布)
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図 1 海底ネットワーク概念図

(2)東南海/南海地震震源境界域 :

。紀伊半島潮岬沖の不整形構造 (石臼構造)と

深部断裂構造

(東南海/南海地震の連動を規定している可能

性)

(3)東南海地震震源域 ;

・分岐断層の分布

(東南海地震の トラフ軸側の破壊域を規定 し

ている可能性)

(4)東海地震震源域 :

・海嶺の繰り返 し沈み込み構造 (想定東海地震

のアスペリティの可能性)

(5)南海 トラフ巨大地震震源域全体のフィリピン

海プレート形状

・地殻構造調査研究成果ならびに地震活動分布

よリフィリピン海プレート形状モデルを構築

(図 3)

図 2 南海 トラフにこれまでにイメージングされた構造要因

図 3 地震発生サイクルシミュレーションに用いる構造/摩擦特性モデル (Hori et a1 2005)

2-一地震ジャーナル 42号 (2006年 12月 )
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2)地震発生サイクルシミュレーション研究
近年,地球シミュレータ等の大型計算資源を用

いて,海溝型巨大地震特に南海 トラフにおける巨

大地震発生サイクルを理解するため多くのシミュ

レーション研究が行われている。このシミュレー

ション研究に用いる地殻構造モデルとして, これ

まで地殻構造調査研究で得られた構造要因 (潮岬

沖の不整形構造,海嶺の繰り返 し沈み込み構造 ,

巨大海山の沈み込み構造)や フィリピン海プレー

ト形状をモデル化し, さらにプレート境界での摩

擦特性を与えた結果を図 3に示す .

図 3の モデルに基づき,地球シミュレータによ

る地震発生サイクルシミュレーションを行った。

図 4の地震発生サイクルシミュレーション結果で

は,

(1)東南海地震震源域が破壊の開始域

フィリピン海プレート形状に基づき想定される

地震発生帯の規模やプレート収東速度の違いさら

には構造要因の存在に伴う摩擦特性の不均質等に

より,紀伊半島沖東南海地震震源域から破壊が開

始し易いことを考えている 実際に 1944/1946年
の昭和の東南海 。南海地震,1854年安政の南海 ト

ラフ巨大地震でも,東南海地震震源域が南海地震

震源域に先行して破壊 している。

(2)東南海地震と南海地震,東南海地震と東海地

震の連動パターンが変化

潮岬沖の不整形構造や繰り返 し沈み込む海嶺が

それぞれバリアとして機能 .

<田> 中継機
■  分岐装置

碧  ノード

●● 観灌装置

図 5 海底ネットワークの基本システム

(3)南海 トラフ巨大地震の再来間隔の揺らぎ

紀伊半島沖東南海震源域における破壊開始位置

がバ リアとして機能する不整形構造近傍に存在す

るため,各地震サイクルで生 じる不整形構造周辺

の壊れ残りに起因する応力場の不均質が影響 .

3.先端的海底ネットワークシステム

本プロジェクトの実施機関である海洋研究開発

1軍

櫻

図 4 地震発生サイクルシミュレーション結果 (Horiグ αι 2005)各 サイクル間の時間やサイクル内で
の連動パターンに揺らぎがあることが示されている

先進的海底ネットヮークシステムー 3



機構では,冗長性を考慮した給電・データ伝送を

担う基本システムと,拡張性,保守の効率性を考

慮した観測点の展張システムを組み合わせた先端

的なリアルタイム海底ネットワークの構築を開始

している.

本海底ネットヮークでは 20観測点 (ノ ード)に

対し,地震計 (強震計,広帯域地震計等)および

精密水圧計を基本センサーとして,海底重力計 ,

海底傾斜計といった観沢1セ ンサーのシステムヘの

組み込みの可能性も検討を行っていく.

また,将来のリアルタイム化を目指したセミリ

アルタイム海底 GPSの 開発や,冗長性・軽量

化・低コスト化を目指したインライン式地震計シ

ステムの開発も同時に進めて行く。一方,2004年

スマトラ沖巨大地震を契機に進められている, イ

ンドネシア等の海溝型巨大地震多発帯の観浪1網整

備と地震データ統合解析 システムの構築を推進

し,当該地域での巨大地震研究成果を南海 トラフ

巨大地震研究に反映させる研究課題も同時に開始

している。これらの研究開発は,東北大学,名古

屋大学,東京大学地震研究所ならびに防災科学技

術研究所と連携して推進している

1)海底ネットワークの基本概念とその目的
下記の基本概念と目的に基づいて海底ネット

ヮークの構築を目指す。

(1)地殻活動の長期 リアルタイムモニタリング

(海溝型巨大地震の準備・直前過程の把握)

(2)地殻活動データを用いた地震発生予測モデル

の高度化 (海溝型地震研究の推進 )

(3)迅速な地震・津波規模情報の把握 (防災・減

災への貢献)

(4)沈み込み帯のダイナミクスの理解

(5)先進的海底観沢1技術の開発 (次世代海底ネッ

トヮークヘの展開)

2)海底ネットヮークの基本設計概念
本海底ネットヮークの基本システムの概念図を

図 5に示す.

(1)基本システム :

構築する海底ネットヮークでは冗長性,拡張
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性,保守の効率化ならびに低コスト化による,長

期観測での信頼性,高品質データの確保

(2)観測センサー :

地震計 (強震計,広帯域地震計等),精密水圧計

(津波観浜1, 鉛直海底地殻変動観測)が基本セン
サーであり,傾斜計/重力計 (海底地殻変動)は シ

ステムヘの組み込みの可能性を検討 .

また,設置する地震計の組み合わせに関しては

M8ク ラスの巨大地震から通常の微小地震活動さ

らに低周波微動,超低周波地震等を対象に観測セ

ンサーの周波数帯域,感度等を考慮 して決定す

る。

(3)拡張性 :

分岐装置/ケ ーブル展張技術による観測機能の

拡張性を確保

(4)冗長性 :

両端陸揚げ方式等によるシステム障害に対する

冗長性の確保

(5)保守効率化 :

ROV(Remotely Operating Vehicle), AUV

(Autonomous Underwater Vehicle)の 活用に

よる保守の効率化

3)観測センサー展開の検討
本海底ネットヮークの役割は,海溝型巨大地震

震源域である海域の地殻活動をリアルタイムでモ

ニタリングすることや地震発生過程を把握 して,

地震予測モデルの高度化ならびに迅速な地震・津

波規模の把握に貢献することである。そのために

は観測センサーをどのように展開するかが最重要

課題の一つであり,地殻活動モニタリングの観点

や実際に海底ネットヮークを構築する海底地形・

底質状況等の総合的な検討・評価に基づき決定す

る必要がある

以下に観測センサーの展開に関する各検討項目

の解析・評価例を示す

(1)地震活動モニタリング評価 :

仮想震源 (M2程度)を配置させて,そ の震源決

定精度について検討 した (図 61).図 61で は,

陸域観沢1のみでの震源決定では海域の仮想震源決

定精度が著しく低下しているが,海域観測アレイ



を用いることにより,海域震源決定精度が非常に

改善していることが示されている。

これまで,東南海地震震源域を中心した海域地

震観浪1は東京大学地震研究所,海洋研究開発機構

および気象庁で実施されている。海洋研究開発機

構が実施した微小地震観浪1結果では,固着域とさ

れる前弧海盆下での地震活動は低く,付加体先端

部域で地震活動の活動度が高くなっていることが

示された (図 62).

また,2004年 9月 の紀伊半島南東沖の地震では

トラフ軸周辺を震源として M7ク ラスの地震が連

続 して発生 したが,そ の震源分布を図 63に示

す。

これらの主要な震源は,東南海地震震源域より

トラフ軸側に分布しているが観測センサーの展開

については, これらの地震活動のモニタリングを

踏まえて検討することが不可欠である.

(2)地殻変動モニタリング評価 :

プレー ト境界に沿ってすべり量を lm与 えた

場合の感度解析のため,チ ェッカーボードテスト

を行った結果を図 64に示す この結果,海域の

地殻変動に関しては観演1ア レイ (精密水圧計の感

度を lcmと した場合)に より海域の地殻変動は

検知できるが,陸域観沢1のみでは海域,特にトラ

フ軸周辺域の地殻変動は検知できないことが検証

された。

(3)海底地形情報 :

南海 トラフ東南海地震震源域の表層は平坦な熊

野前弧海盆分岐断層が発達する前弧隆起帯ならび

に付加体から形成される.こ こで,前弧隆起帯か

ら付加体先端部にかけて急峻な斜面が存在してお

り,前弧海盆においては泥火山が点在しているこ

とが確認されている これらの海底表層状況を考
慮したケーブルルートならびに観測センサーアレ

イの検討が必要である。

(4)前兆的地殻活動が発現 した場合の検知感度評

価 :

次の M8ク ラスの東南海地震に先立って前兆
的な地殻変動が発現する場合に,そ の検出可能性

を向上させるために,事前に想定した前兆的地殻

変動 (M61規模)を陸側ならびにトラフ軸側で

発現させた場合の感度解析を行った.図 65の結

果では,陸域側に想定した前兆的地殻活動は陸域

観測網と海域観沢1網で検知出来る可能性が示さ

れ,一方 トラフ軸側に設置した前兆的地殻活動は

想定した陸域観沢1網では検知が難 しいが,海域観

漫1網で検知できる可能性を示唆 している。ただ

し,前兆的な地殻活動が発現 した場合,そ の現象

をどのように評価するかが重要である そのため
にはデータ同化等の手法開発が不可欠である

4)海底ネットワーク構築における検討課題
この基本 システムに基づき先端的海底ネット

ワーク展開を検討するが,以下の観点での検討が

必要不可欠である.

(1)地震活動解析評価の高度化 (震源決定精度の

向上)

(2)地殻変動解析評価の高度化 (地殻変動データ

の海陸統合解析)

(3)地震発生予測モデルの高度化 (データ同化手

法の開発)

(4)迅速な地震・津波解析評価 (解析評価手法の

開発と情報発信システムの検討)

(5)海底地形・地質状況に基づ く観測点配置,

ケーブルルートの選定

(6)海底ネットワークデータ統合化システムの開

発

(7)次世代の海底観測を視野に入れた技術開発

以上の基本概念,検討課題に基づくシステム構

築ならびに展開アレイの選定等については,海域

地殻活動の最適な評価ならびに防災・減災への貢

献を考慮した議論を踏まえて実施する.

4.海底ネットワーク構築に期待される成果

本海底ネットワークで得られるデータの活用に

よって期待される成果を以下に示す.

(1)東南海地震震源域に相密展開された地震計 ,

精密水圧計等により地震・津波発生情報の早

期把握とその規模予測の高精度化による防

災・減災への貢献

(2)長期的な地殻活動 (地震活動,地殻変動)

先進的海底ネットヮークシステムー 5



データとのデータ同化による地震発生予測モ

デルの高度化

巨大地震発生直前過程で地殻活動変化が発現

した場合の検知可能性の向上

海溝型巨大地震発生サイクルにおける地殻活

動 (準備過程―直前過程―地震発生時挙動一回

復過程)を初めて震源直上でリアルタイムモ

ニタリングすることによる海溝型巨大地震研

究の飛躍的な推進

巨大地震震源域の地殻活動をリアルタイムに

モニタリングすることの必要性/重要性の検

証と地震・津波の防災・減災体制整備の推進

次世代海域観測技術開発の推進

図 61 海底ネットワークデータを用いた震源決
定精度評価

ネットワークが展開する海域での震源決

定精度の向上が示されている

5。 ま と め

海底ネットワークを用いた海溝型巨大地震震源

域の直上での地殻活動のリアルタイムモニタリン

グは,観測精度の向上や迅速な地震/津波情報の

検知・評価のための有効な研究手段だけでなく,

これまで我々が十分に把握することができなかっ

た長時間スケールの地殻活動や,プ レート沈み込

み開始域であるトラフ軸周辺での地殻/マ ントル

の相互作用に関わる諸現象の検知も期待される

今後,海底ネットヮークは南海 トラフのみなら

ず,宮城沖地震,十勝沖地震などM7以上の地震

137.5E

図 63 紀伊半島南東沖の地震
余震は地殻内と上部マントル内に明瞭に

分かれて分布している(Sakai α αi 2005)
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図 62 熊野灘における微小地震観測結果
付加体先端部で微小地震活動が高いことがわかる (Obana″ αム2005)
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図 64 海底ネットワークによる地殻の感度解析
海域での解析精度の向上が示されている
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綸

図 65 前兆的な地殻活動が発現 した場合の感度解析
海域での解析精度の向上が示されている

が多発する日本海溝・千島海溝海域, さらには日

本海中部地震や北海道南西沖地震が発生している

日本海等にも展開することが重要である。また,

このような海底ネットワークの構築・展開ととも

に陸域観測網と連携 した観測網の統合化が必要不

可欠である。また,将来的には,海外で構築され

つつある海底ネットワークと連携 した国際的な

ネットワークの構築により,各観測域・観浪1量等
の異なる時空間スケールでのリアルタイムモニタ

リングシステムの整備・展開が今後の新たな地球

科学推進の最重要な手段の一つであると考える.
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巨大地震災害の発生を目前に控えて

～新しい地震防災研究～

河田恵昭

ま え が き

私は今年 3月 に還暦を迎えた.60年前の昭和南

海地震と同じ年に生まれたのである 昭和 21年
生まれの防災研究者に親友の東京大学教授廣井

脩君がいたが, この 4月 に逝ってしまった あま
りにも早い死であった ここで取り上げる東海 。

東南海 。南海地震や首都直下地震の防災や減災に

一緒に立ち向かおうと考えていたのに,残念であ

る.

さて,阪神・淡路大震災以降,毎年のように被

害地震が発生し, いやが上にも社会の地震災害に

対する関心が高まり,私たちは強い使命感に支え

られて研究活動を継続 してきた.こ れらの巨大地

震の発生はもう待ったなしである.研究も当然緊

急性を帯びたものになっている.い くら基礎的な

研究といえども,いつ成果が出てくるかという評

価も重要である。そこで,こ こでは東海 。東南

海・南海地震や首都直下地震が起これば, どのよ

うな新しい現象の発生が懸念されるのかというこ

とを中心に私見を述べる.

ところで,表題の「新 しいJと は一体どういう

ことなのか。まず,東海 。東南海 。南海地震や首

都直下地震で懸念される新 しい現象について述べ

たい.つ ぎに,研究体制の問題に言及したい。今

年 4月 から本年を初年度とする第Ⅲ期科学技術基

本計画が採択されたが,そ れを作った総合科学技

術会議は,意思決定機関ではなく調整機関であっ

て,年間予算はたった 10億円しかない。したがっ

て,第Ⅲ期に投入される科学技術予算は,各省庁

のこれに関係するものを総計したものである。

そこで, これから指摘するようなことが起こ

10-地震ジャーナル 42号 (2006年 12月 )

る 平成 19年度の概算要求で『首都直下地震防
災・減災特別プロジェクト』を立ち上げたが,そ

こでの要求理由は,首都直下地震対策大綱に記さ

れたことを引用している。この大綱は内閣府がま

とめたものであり,A4判で 32ペ ージにわたるも
のである 筆者は,内閣府の首都直下地震専門調
査会でこの大綱の原案を審議し, また,総合科学

技術会議の社会基盤部会および文部科学省の学術

審議会防災部会の各委員として,今後の防災課題

について決定過程に関与する立場にあった.し か

し,残念ながら結果として提案されたこのプロ

ジェクトは,バ ランスの悪いものになってしまっ

た。その原因は一体どこにあるのだろうか

最大死者数

筆者がこれまで指摘 してきたように,1961年に

施行された「災害対策基本法Jは ,『二度と同じ被

害を繰り返さない』ための法律であって, これか

ら懸念される新しい被害をどうするかという点は

含まれていない 阪神・淡路大震災はこの法律の

限界を示した災害ともいえる。これでは現代社会

のように日々変化する状況では,時代遅れの対策

になってしまう恐れがある.地震マグニチュード

が同じ大きさでも,被害を蒙る社会の防災力が変

化するからである。しかも,定量化できない被害

については計上 していないのである もちろん従
来やってきた被害想定結果が無駄になるとは言っ

ていない.そ れが基本となることは間違いない

が,そ れだけでは不十分ということである.

では, どのようなアプローチを取ればよいので

あろうか。まず,近年の地震災害での人的被害の

マクロな推定法を適用することである.そ れは,



つぎの事実である。すなわち,阪神・淡路大震災 ,

台湾・集集地震, トルコ・マルマラ地震では,死

者数は被災地人口のおよそ 01%と いうことであ

る

現在, 東京都には 1,200万人が, 首都圏全体で

3300万人が住んでいる.首都直 下地震の被害が

東京都だけに限定されるなら,死者数は 12万人 ,

首都圏全体に及ぶようなら33万人前後死亡する

危険性があるということである.前者の数字は,

中央防災会議が東京湾北部地震 (マ グニチュード

73)を想定したときの死者数 11万人とほとんど

一致している。これを 33万人にしないためには,

広域災害になることを阻止すればよいという戦略

が見出される.

もし,社会の防災力が全然発揮できない場合

は, どれくらいll■牲になるのであろうか,図 1は

世界の地震災害における地震マグニチュードと死

者の関係を示したものである。図面は縦軸の目盛

りが対数になっているが,地震マグニチュードに

対応して死者数に上限値が存在することがわか

る。それは,社会の防災力が皆無という条件であ

り,次の関係式で与えられる。

D=10(1031/r270

ここに,D:最 大死者数および〃 :地震マグニ

チュードである。 もし, マグニチュードが 73の

場合,最貧途上国のように社会の防災力が期待で

きないと,最大死者数は,63万人に達する危険性

がある。東海 。東南海・南海地震が同時に起これ

ば地震マグニチュードが 87で あるから,同 じく

最大 158万人となる わが国の社会の防災力が災
害時にどの程度発揮できるかが,被害規模を決め

るに際して大きな鍵を握っている 2004年に発生

したスマ トラ沖地震では,M90の 地震で約 22.3

万人の死者・行方不明者を数えたが, これは起こ

りうる最大死者数ではない。なぜなら,プ レート

境界の破壊がさらに北部で発生 しておれば,津波

のシミュレーションから, ベンガル湾沿岸に 5m

以上の津波が来襲 し,バ ングラデシュで 100万人

図 1 世界の地震マグニチュードと死者数の関係
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以上の犠牲者が発生した恐れがあった。これらの

数字が絵空事であるかどうかは,ま ず,そ の被災

シナリオを想定できるかどうかに依存する.

隠れた被災シナリオ

では,災害でも複雑系のシステムのような『バ

タフライ効果』が起こるのであろうか。これは言

い換えれば極端現象の発生の可育旨生である.気象

災害では,すでに多くの異常気象という極端現象

が発生 している.た とえば,平成 18年豪雪がそう

である。地震災害で懸念されるのは,今後の被害
の特徴が広域化,複合化,長期化 という3つ の

キーワードで表されることである。そこで, これ

らのキーヮードに沿った被害の特徴を示してみよ

う.

1)広域化 :東海・東南海 。南海地震が同時に起
きれば,被災地人口が 5千万人,東南海 。南

海地震の連動で 37千万人,首都直下地震で

は 33千万人と推定される。これらの数字は

被災者数ではなく,被災地に住んでいる住民

数である まず,東海 。東南海・南海地震が
起これば 3,000以上の集落が,土砂災害や津

波来襲で道路が寸断され孤立することがわ

かっている.と くに, 大平洋沿岸部で震度 6

強以上の地域では,老朽木造住宅の全壊 。倒

壊が起こり,死亡 しなくても瓦礫に閉じ込め

られる住民が多数発生するであろう。しか

も,こ れらの地域では小さくても5m以上の

津波が 20分以内に来襲することがわかって

いる.地震直後に救出作業ができないのであ

る。また下手に救出作業をしているとそこに

津波が来襲 して二次災害が起こる危険があ

る.被害の広域化で困るのは,現場に直ちに

近寄れないことである.そ れらの地域では道

路も鉄道も寸断され,津波が去った後には,

浮遊する家の残骸が海面をびっしり覆ってお

り,船艇が容易に近づけなくなっているだろ

う。住民の閉じ込め対策や集落の孤立化対策

は重要である.首都直下地震の場合,一番心

配なのが瓦礫の処理 (震災ゴミ)である。現
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状では,阪神・淡路大震災の約 5倍の 1億 ト

ン弱発生すると予浜1さ れているが,最終処分

地はもとより,地域ごとの一次や二次の処理

方法さえ決まっていない.通常のゴミの量の

およそ 223カ 月分に相当し,こ れを円滑に処

理しないことには復旧に長期を要することに

なる.

複合化 :時間差で同種もしくは異種の災害が

襲 う場合である.新潟県中越地震に際 して

も,直前に台風 23号によるまとまった降雨

が被災地にあり, また冬には豪雪があって,

土砂災害の発生を助長したことがわかってい

る 東海・東南海・南海地震では,地震と津
波の組み合わせのほかに,(1)内陸直下型地震

が先行して,復旧過程でこれらの地震が発生

する,(2)東海 。東南海・南海地震が時間差で

発生する,(3)地震の前後に台風などによって

流域全体に大雨が降り,河川が増水したり,

高潮が発生することなどが起こる 山が地震
の揺れで緩んでいる場合,大雨で土砂災害が

起こり被害が拡大することなどが指摘でき

る。一方,首都直下地震の場合は,前述の (3)

のほかに,地下空間での火災の発生や後述す

るような東京湾沿岸のコンビナートでの各種

災害の発生などが指摘できる.

長期化 :東海・東南海・南海地震では,ま

ず,犠牲者の半数近くが津波によるものであ

り,多 くの遺体は海上捜索による収容を余儀

なくされる.し かも沿岸域には家の残骸等が

大量に浮遊 しており,捜索は簡単ではない。

事実,1933年 3月 3日 に発生 した昭和三陸津

波では,約 3千人の死者・行方不明者のう

ち,遺体が発見できたのは約半数の 1,500体

であって,残りは不明のままである 冬のさ
なかの捜索は海軍が担当したのであるが,

50%程度しか見つかっていない.行方不明者

が多いと,そ の捜索に大量の人員,船艇,機

材,時間などの資源が必要となり, ほかの復

旧事業が遅れることは必定である。また,各

種ライフラインの復旧に長期間要 し,必ず長

期化災害となろう とくに,上水道は深刻で



あって,東海・東南海・南海地震の同時 3連

発の場合,完全復旧に 1年 6カ 月以上要する

と推定されている この間の飲料水の供給体
制がほとんど議論されていない.道路網の寸

断や港湾施設の被災も大量の救援物資の輸送

に大きな課題を投げかけている。これは有明

や東扇島に基幹的広域防災拠点が整備しつつ

ある首都圏でも同じであって,水道管網の被

災の度合い次第で長期化は免れないと考えら

れる.

防災・減災研究は災害研究と一緒という誤解

とくに,マ スメディアの関係者の多くは,両者
の違いがわかっていない。「防災Jと は被害をゼロ

にし,「減災」とは被害をできるだけ少なくするこ

とである.も ちろん被害が起こらないにこしたこ

とはなく,防災は理想である。それを実現するこ

とが防災・減災研究であって,実践科学 (Imple‐
mentation Science)に属するものである

一方,災害研究とは “災害がいかにして発生す

るのか。そのメカニズムを解き明かす"こ とが目

的である。しかし,「解き明かしたJと ころで被害

が自動的に少なくなるわけではない 「地震がど

のような条件になれば起こるかJとか「地震の揺

れで建物や構造物がどのように壊れるか」という

ことがわかっても,たちどころに被害が減少する

わけではない.防災情報システムが地震直後, ど

こで火災が起こっている可能性があるかを示した

としても,そ れで自動的に消火できるわけではな

いのである 消火するのは消防隊であって「情報」
ではないのである.つ まり,何が起こっているか

がわかっても,そ のことが直ちに防災や減災につ

ながらないのである.つ なげるためには,'晴報を

どのように活用すればよいかが提案され,具体的

な対策として実現できてこそ被害が少なくなるの

である

このように,防災・減災研究は災害研究を含む

ものであって,決 してそれぞれが独立に存在する

のではない

ねじれ現象の発生

阪神・淡路大震災のような巨大被害が発生する

と,そ れを三度と繰り返さないようにそのときに

現れた多くの課題に対する学術研究が推進され,

研究費が配分される。必要ならば新 しい課題に挑

戦する若い研究者の参入が期待される。しかし,

つぎのような問題が発生する.阪神・淡路大震災

直後に亡くなった約 5千名の大半は,本造住宅の

全壊・倒壊で発生 したことははっきりしている。

したがって,地震による死者数の減少には木造住

宅の耐震補強がもっとも重要な対策である。とこ

ろが,政府, 自治体がいくら声を大にして必要性

を啓発 しても,住宅の耐震補強が一向に進まな

い.なぜなのだろうか?

つぎのような疑間に応えてこなかったのも事実

である.すなわち,

なぜもっと安価にできないのだろうか ?

どうして日曜大工的な知識で補強できないのだ

ろうか ?

どうして家族が一番よく使う部屋から耐震補強

するプログラムがないのか ?

資金を数年にわたって準備し,段階的に補強す

るようなプログラムはなぜ用意されないのか ?

耐震補強したからといってどのような揺れにも

大丈夫なのか ?

数百万円もかけて工事をやっても,施工会社は

保証書すら発行しない.耐震補強した住宅が地震
で万一全壊して死者が出た場合,施工会社の責任
はどうなるのか ?

少 し考えただけでも多 くの課題が山積 してい

る.と ころが,木造住宅の耐震性を研究課題とす

る研究者が少ないこともあって (阪神・淡路大震

災当時は,確か数名であった),未だに責任をもっ

て応えることができない

このように考えてみると,阪神・淡路大震災の

あとに集中的に検討しなければならないことは老

朽木造住宅問題である.首都直下地震に際 して

も,住宅の全壊が約 12万棟に達し,最大で 4,200

人が犠牲になると推定されている ところが,震
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災から 11年経って,兵庫県三木市に実大三次元

震動破壊施設 (E―ディフェンス)が完成し,鉄筋
コンクリート (実大 6階建てが載荷可能)や鉄骨

造の建物,構造物の耐震性の飛躍的向上を目指 し

ている.しかも, この分野で米国と共同研究を推

進する体制ができている これらの研究も大切で
ある。しかし,最優先で木造住宅の耐震性向上の

ために,研究者の数を増やし,研究予算をつけて

推進しなければいけないのではないだろうか。研

究内容やその優先度を,現在の専門的な研究者数
に関係するようなプログラムの決定方法では困る

のである.技術的な課題を研究するのであるから

という理由で,研究内容や優先度を技術者や専門

家だけで決めてしまうからこのようなことが起こ

るのである。もっと多くのステークホルダーの意

見を反映させる必要がある.

なぜこのような『ねじれ現象』が起こったので

あろうか.よ く似たことが途上国でも起こってい

る。地震時に日干 し煉瓦の住宅が全壊して多くの

犠牲者が出ている構図は,過去数百年以上変わっ

ていない.と ころが途上国の耐震構造の研究者

は,全員とは言わないが,超高層ビルや近代的な

構造物の耐震性向上の研究をやっている場合が多

い。なぜなら,彼 らの多くは,そ れに関して欧米

やわが国で博士号を取得し,本国に帰国後もその

研究テーマの延長上で研究しているのが普通だか

らである.権威のある英文ジャーナルに登載され

るかどうかが問題であって,多 くの住民が日干 し

煉瓦造の建物の下敷きになって犠牲になっている

現実を見つめていないといえる.

防災・減災研究におけるソフト対策の誤解

災害研究によって,災害発生のメカニズムが明

らかになり,防災・減災研究によって社会の災害

脆弱性が小さくなり,有効な対策が施行される

この一連の研究が防災・減災研究なのである.具

体的な夕1を挙げてみよう

首都直下地震の被害については,すでに中央防

災会議の専門調査会が明らかにしており,死者
11万人,帰宅困難者 650万人,避難所へ逃げてく

14-地震ジャーナル 42号 (2006年 12月 )

る被災者は 700万人に達し,そ の内 460万人が避

難所で生活することになる.こ のような推定結果

は東京都の示した結果とは若干異なるけれども,

大変な被害になることがわかっている.

ところが,来年度から始まる予定の地震防災研

究では,首都直下地震の発生のメカニズムと三次

元震動破壊施設を用いた震動実験,そ して情報共

有・活用の三本からなっている。これらは首都直

下地震対策大綱に従ったプロジェクトであると述

べられているが,大綱に 1ま これら以外にも重要な

指摘や課題が多く指摘されており,我田引水と言

われても仕方がない。筆者は,総合科学技術会議

でこれに関する意見を述べたが,結果はまったく

無視されたものとなった。

問題は 2つ ある。1つ はこれ ら3つ の研究に

よってどのように被害が少なくなるかについての

道筋が見えないことである。首都直下地震の発生

確率が 30年以内に 70%で あり, いつ起きてもお

かしくないのである だから,地震大綱の中でも
指摘されている緊急性が高く,かつ被害軽減にす

ぐにも結びつくものも研究対象になっていなけれ

ばならないが,それがないのである。これら3つ

のプロジェクトを実施し,いずれ成果を得たとこ

ろで,直近に地震が起これば,被災者の数は減ら

ないし,被害額も減らないのである。

もう1つ は,被害情報共有・活用がソフト対策

と誤解されていることである.コ ンピュータを駆

使するための情報のソフトをいくら開発しても,

これはあくまでもハード対策に過ぎないことが理

工学分野の研究者にはなかなか理解できないのは

困ったものである.阪神・淡路大震災からいみじ

くも明らかになったように,震災過程とは,物理

過程と社会過程からなり,それをつなぐものが情

報ということである.つ まり,今回のプロジェク

トには社会過程についての研究がまったく含まれ

ないという異常さが目立つのである

たとえば,被害は東京都だけにとどまらず,周

辺の県にも及び,広域災害になる。そうすると政

府と自治体の広域連携が問題となる。このような

経験は,わが国ではないのである.ま た,単なる

建物や構造物の被害にとどまらず,各種ライフラ



イン群の被災が相互干渉して,首都機能や社会機

能が麻痺して,複合災害になる危険性がある。そ

して,被害が長期化して新たな問題が起こる危険

性もある 広域化,複合化,長期化という3つ の

重要なキーワードがこれからのわが国の災害では

重要となるのに対して, これらに関する課題が前

述の特別プロジェクトには含まれていないのであ

る。こうなったのは,防災分野での社会科学の実

態が,個別研究の寄せ集めに近いことも一因であ

るが,関係省庁,関係機関や関係者間の話し合い

の機会が皆無であったことが大きい.

すでに,首都直下地震に対 しては地震大綱が発

表され,今後 10年以内に人的被害を半減し,経済

被害を 4割減少する減災戦略目標が公表されてい

る それを実現するための学術研究を戦略的に推
進することが大切であろう。

鍵は最悪のシナリオを見出すこと

首都直下地震や東海・東南海・南海地震では未

曾有の被害が発生することは容易に想像できる.

そこで出てくる被災内容は,過去に一度でも発生

しておれば,あ る程度の誤差は含まれることを覚

悟すれば推定可能である。これを実行したのが首

都直下地震による被害推定である。これには過去

に発生 しなかったような被災シナリオは含まれて

いない。また,細かい検討は自治体に任されてい

る。ところが,大きな被害はこの狭間で発生する

に違いない.なぜなら, これから発生が,と 配ヽされ

る大きな被害は,そ の発端が通常なら見過ごされ

る/]ヽさなことである可能性が大きいからである

たとえば,東京湾沿岸には容量が 500t以上で

耐震不適格もしくは耐震診断を受けていない石油

や各種化学物資の貯蔵タンクが約 2,000基ある.

それ以下の容量のものは少なくともこの数倍ある

と推定される.東海地震のようなプレート間地震

では, ここの沿岸部では震度 4程度以上になり,

液状化による被害や数秒のやや長周期の揺れでタ

ンクのスロッシングによる被害が起こるに違いな

い。また,首都直下地震では構造的に脆弱なタン

クからの貯蔵物資の漏出や出火が起こるに違いな

い

これらの場合,複数の企業が有する各種の化学

物資が液体もしくは気体状態で漏出し,混合 して

化学反応し有毒物資が発生するというようなこと

は起こらないのであろうか。このような調査を

やったことは聞いたことがない.関係省庁が指導

してきたコンビナート防災とは,企業単位ごとの

火災であり,漏出事故であって,決 して複合災害

を想定するようなものではない だから,2003年
の十勝沖地震が起こり,震度 4の苫小牧で貯蔵容

量 35万キロリットルの重油タンクの火災を消し

たら,同量のナフサタンクから続いて火が出たと

きには『わが国』には消火剤がなかったのである。

わが国には,1,800ト ンしか消火剤がなかったの

である.こ れは地震被害想定が貧弱なことを表し

ている.さ らに,次のようなことも起こる.大阪

府の堺泉北コンビナートでは,南海地震による津

波浸水が発生し, 2万人の従業員が対岸に戻れな

い恐れが大きい.埋立地であるから構内道路や敷

地の至るところで液状化で,凸凹ができたり噴出

水で水没することがわかっている。ところが, こ

こに至って,本格的な地震・津波対策が考えられ

てこなかったことがわかった。立地企業が責任を

もって企業防災を実施 してこなかったことが原因

であるが,そ れを指導する立場の省庁や自治体の

罪も重い.

また,東京の地下空間は大規模に利用されてい

るが,地震時に古いコンクリートの壁などにひび

が入ったり,継ぎ目の部分がずれたり,外れたり

することはないのであろうか。そこから地下水が

吹き出てくるのである。このような可能性を検討

してこそ,減災戦略の目標が達成できるのであ

る。従来型のマクロな被害想定ではとんでもない

過小評価につながりかねない.

ソフ ト対策の誤解

ソフト対策とハード対策という用語を作ったの

は筆者であって,1980年代の後半のことであっ

た.こ れが間違って使われている例が多い。これ

ら2つ は独立しているのではない。ハード対策は
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ソフト対策に含まれていることをI甲工学分野の研

究者にはなかなか理解できない たとえば,防災
構造物を作っても,そ の適用限界があるのであ

り,運用方法も大きな課題である.最近開発され

た緊急地震速報も, どのように使うかが鍵を握っ

ている.こ のプロジェクトが提案されたとき,筆

者は,「開発の段階から使い方を考えないと,完成

してから使い方を考えるのでは遅すぎるJと いう

注文をつけた.気象庁はこれを受けてプロジェク

トの開始にあわせて『利用協議会』を発足させた

のである

ソフト対策を情報対策と誤解 しているのではな

いだろうか。たとえば,地震が起こったときには

安否確認が最重要課題になる したがって,NTT
東・西が進めているような伝言ダイヤルや各社の

携帯電話による伝言メッセージが充実 してきてい

る しかし,こ れらのシステムは,地震が “起こっ
てから"発動するものであり,現象の後追い的な

ものとなっており,不確実性を払拭することはで

きない

安否確認が重要なのは,地震が起こったときに

家族や大切な人がどこにいるかわからない場合で

ある。子どもが学校にいる時間帯であれば,校舎

が耐震不適格でない限り安否確認は緊急ではな

い。ところが子どもが塾へ行く途中で電車に乗っ

たり, ターミナル周辺を歩いているときであれ

ば,安否確認は必須となる しかし, これらの行
動は,地震が起こる前に確認することができる.

家族全員が各人の一日の行動予定の概略を知って

おれば済むことである.

災害下位文化 (Disaster sub― Culure)

Socraノ

災害文化 (Dも aster CuLure)

社会の仕組み,制度 ,

災曇賛』
士様
 P17ys/ca′

(Disaster Civilizatton)

図 2(a)災 害が起こると文明と文化が被災する
とにヽう模式 1文 |
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震災の社会的課題とはこのように,災害文化や

災害下位文化につながるものであって,決 して

ITを駆使するようなシステムだけで構成される

のではない (こ こで『下位』とあるのは劣ってい

るという意味ではなくて,よ り地域性,歴史性の

制約を受けるという意味で使っている)図 2は ,

被害の全体を模式的に示したものである 災害は
文明と文化の両方を破壊するのであるから,両者

を対象とした研究を実施しなければならないこと

が理解できる ここのところが理工学の分野の人
たちにはわからないのである。こういう社会的な

課題を科学的に研究することが実践科学なのであ

る。

新しい地震防災研究

地震がなぜ起こるのかとか,地震で壊れない建

物や構造物の建設は重要である しかし,それだ
けでは被害軽減は実現できない 東海・東南海・

南海地震や首都直下地震を危機管理の対象とした

場合,つ ぎの視点を基本に事前,事後の対応策を

具体化する必要がある.

① 災害情報を早期収集し,防災関係機関で共
有する

② 広域災害・複合災害を想定し,防災組織体
告1の充実と連携体制を確立する

③ 地震直後から被害の地空間変化を予測し,
帰宅困難者や避難所へ避難する被災者に危

険な状況を確実に伝達し,安全に避難・誘

導を図る.

④ 自分の安全は自身で守り,地域の安全は地

災事下位文ι・生活の知恵・工夫,安否確

認方法,生活再建,自 主防災組織,まちづく

りなど

災書文を r経済状況,国土開発計画と防災 ,

国の防災政策,防災予算,情報システム,防

災に関する学術研究と学会,法律と規制,防
災活動組織,防災教育,被災経験と教訓など

図 2(b)災害文化,災害下位文化の内容例



域で守る (自助と共助)

⑤ 被害を最小限に抑えるための対策を進め
る。

⑥ 被害を回避するための災害に強いまちづく
りをすすめる.

新しい防災研究とは,そ の目標が被害軽減にあ

る以上,被害軽減をどのようにして実現するかと

いう戦略があって,そ こに具体的なプロジェクト

が分野横断的に示されなければならない.

あ とが き

防災・減災研究の戦略計画を立てるには,一部

の専門家にとどまらず,関係者やステークホル

ダーの意見を集約する過程が必須である.そ こ

で,必要な研究テーマが特定できるのであり,そ

の過程を無視すれば,被害実態とかけ離れた研究

成果の羅列に終わってしまう恐れが大きいといえ

る.

河田恵昭

[かわた・よしあき]

現職 京都大学防災研究所長
工学博士

略歴 京都大学大学院工学研究科博士
課程修了.京都大学防災研究所助教授を

経て,教授,巨大災害研究センター長 2002年 阪神・淡

路大震災記念 人と防災未来センター長 (兼務).2005
年 4月 より現職.21世紀 COE拠点形成プログラム「災

害学理の解明と防災学の構築」拠点リーダー 大都市大
震災軽減化プログラム (文部科学省)研究代表者 日本
自然災害学会元会長,日本災害情報学会前副会長 学術

審議会委員 (文部科学省),中央防災会議「首都圏直下地

震対策専門調査会J「東南海, 南海地震等に関する専門

調査会J「大規模水害対策に関する専門調査会」の各委

員.

著書 『スーパー都市災害から生き残る』,『必携 地震
対策完全マニュアル』 (編著),『防災学ハンドブック』

(共著),『 12歳からの被災者学―阪神・淡路大震災に学

ぶ 78の知恵』(共著)な ど.
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海溝型地震と津波

(1)津波の発生

海溝型地震は海底下の浅いところを震源とす

るため,地震の発生に伴う海底の上下変動 (隆
起や沈降)に より,津波を生じさせる.
低角逆断層の生成によって,海底面は図 1の
ように上下変動を行う。具体例として,地表か
ら30度で傾 く長さ 100 km,幅 50 kmの 断層面
上で食い違い量 5mの逆断層が生 じた場合,断
層面の直上では最大 23mの 隆起と海側への
29mの水平変位が生じ, また陸側では最大 35
cmの沈降が生じる これらのうち, 水平変動
は,流体がずり応力を伝えないため,海水の動
きに何の影響も与えないが,上下変動の部分は
そのまま海面の上昇や沈降をもたらし,そ の変
動は周囲へ伝播 していく.

津波の発生に関与 した地域,つ まり,海底に
地殻変動を生じた範囲は波源域と呼ばれ,震源
断層の形状を反映したものとなる 水深が深い
ほど動かされる海水の体積は多くなるため,津
波のエネルギーは大きくなる。

図 1 低角逆断層による海底面の上下変動

(2)津波の伝播
海面に生 じた変動は波動となって,洋上を図
2の ように伝播 していく。この時,Aの 方向
(陸側)では最初に引き波を生 じるのに対し,B
の方向 (海側)では最初に押し波がやってくる.

津波の伝播する速度は,水深をん,重力加速
度をg(=98m/s/s)と すると,秒速 櫃万で表
わされる。たとえば水深 5,000mで は時速 800 km

(ジ ェット機並み),水深 500mで は時速 250 km
(新幹線並み),水深 50mで は時速 80 km(乗
用草並み)と なる.津波が陸に近づくと,水深
が浅くなる影響で伝播速度は遅くなり, うしろ
から来る部分に追いつかれるため,津波は急激

地震の基礎知識 15

↑

__/4■ __↑

海面      1ト

図 2 津波の発生と伝播を示す模式図 Aで は引き
波,Bでは押し波になる

にその高さを増すことになる。また,V字型の
細長い湾のようなところでは,津波の範囲が両
倶1か ら狭められることにより, さらに波高は高
くなる.

なお,津波は海岸や海底の地形による反射や
屈折などにより複雑な挙動を示 し,1波,2波 ,

3波 と繰返し襲ってくる場合が多い。 必ずしも

第 1波が最大とは限らないので,少なくとも 12

時間以上は警戒が必要である。

津波は,風による通常の波 (波浪)と は性質
が大きく異なっている.波浪は周期 10秒前後 ,
波長は数 10m程度なのに対 し,津波は周期が
10分前後と長 く,波長も数 10 km程度と非常
に長い.こ のため,津波は沖合では単なるうね
りとしか感じられないが,陸に近づいたときに
は,水の壁のうしろはずっと水位が高い状態と
なっている (図 3).こ のような性質から,津波
は「段波Jと呼ばれることもあり,一般に浸水
は長い時間にわたる.

図 3 通常の波浪 (左)と 津波 (右)の違い

海面

18-地震ジャーナル 42号 (2006年 12月 )



チリ地震による津波の任播日 日本海中部地震による津渡0曇播国

図 4(左)1960年チリ地震,(右)1983年 日本海中部地震に

数字は地震発生後の津波の広が忙

各地へ仰到達 34却に示す

伴った津波の伝播図 (気象庁パンフより)

(3)近地津波と遠地津波

我が国の周辺で大きな海溝型地震が発生した

場合,津波が最寄りの海岸に到着するまでの時
間は,通常 30～ 40分程度と言われている.し か

し,104名の死者を出した 1983年 日本海中部地

震 (M7.7)や,202名の死者を出した 1993年北

海道南西沖地震 (M78)の ように,沿岸のごく
近くで大地震が発生する場合や,関東地震 。東
海地震のように湾内で大地震が発生する場合に

は,数分のうちにも津波が襲来する 図 4の右
は,1983年日本海中部地震によって生 じた津波
の伝播図を示しており,一番近い所では 5分程
度で津波が到達している.

このような近地津波に対して,遠地津波と呼
ばれる現象がある.こ れは,外国で発生した巨
大地震による津波が,長い時間をかけて日本に

までやってくるものである.図 4の左は,1960
年チリ地震 (M95)に よつて生 じた津波が,約
24時間をかけて大平洋を横断した様子を示 し

ている。この津波によって本州の大平洋岸各地

では最大数 mの遡上高が記録され,全国で 142

名の死者・行方不明者を生じた。

このように震源が遠いと, もちろん地震によ

る揺れを感じることはなく,長時間経過したの
ち,突然津波に襲われることになる この場合,
津波の周期や波長は非常に長くなっているため,

海岸ではじわじわと水位が上昇する特徴があ

る.チ リ地震津波で各国に被害が出たことをきっ

かけにして「太平洋津波警報センターJがハワ
イに設置され,沿岸各国に津波の規模や到達推
定時刻などの警報を発令する仕組みができた.

“

)津波の遡上
津波が陸上に達すると,地形によっては,沿
岸での津波の高さよりもさらに高い所まで津波

が這い上がる場合がある。津波高と遡上高とは

津波来襲時の潮位を基準としているが,両者は
区別する必要がある。なお,浸水高は陸面から

浸水した部分までの高さである (図 5)

図 5 津波高・浸水高・遡上高の関係

陸上に遡上 した津波は人が全速力で走る程度

の速さとなる。津波の高さが低くても,流速に
よる破壊力は大きく,浸水する時だけでなく,
津波が引く時にも大きな被害を及ぼす.津波に

襲われた場合,通常,鉄筋や鉄骨造の建物はも
ちこたえるが,木造家屋は,浸水高 2m程度で
ほぼ全壊, lm程度で半壊の被害が出ることが
多い.

なお,大地震の際に,津波が河川を遡る現象
が, これまでたびたび観察されている。河川で

は陸上より早い速度で遡上するため,内陸の思
わぬところから浸水する場合もあり,注意が必
要である.

(岡田義光)
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内陸型地震と活断層

陸部の浅いところで発生する内陸型地震は,
プレート同士の圧縮力を受けて地殻内に蓄積さ

れた応力が岩盤の破壊強度を超え,断層運動と
してエネルギーを放出する現象である.
いったん断層を生 じた場所は,そ れが「 くせJ
となり,繰り返 し地震を発生させやすい.こ の
ように,最近まで繰返し地震を発生させてきた
断層を, とくに「活断層Jと 呼ぶ.

(1)断層運動の様式
地殻内部に働く応力の状態は複雑であり,そ
の状況によって,図 1に 示すような様々の型の
断層運動を生 じる.断層面が傾いている場合 ,
両側の岩盤のうち,浅い側を「上盤」,深い倶1を
「下盤Jと呼ぶ.
断層面を境として両側のブロックが上下方向
に動 くものを「縦ずれ断層Jと呼び,上盤側が
ずり下がる場合を「正断層」,の し上がる場合を
「逆断層」と言う 一方,両側のブロックが水平
方向に動くものは「横ずれ断層」と呼び,断層
線に向かって相手但1の ブロックが左に動く場合
を「左横ずれ断層J,右に動く場合を「右横ずれ
断層」と言う。我が国の内陸地震では,中部地
方から西日本にかけては横ずれ断層型が多く,

東北地方などの北日本では逆断層型が多い.

左横ずれ断層 右横ずれ断層

図 1 断層運動の種類

(2)活断層
ひとたび内陸型地震が発生すると,それによ
り生じた断層面は,次回の地震発生時にも再び
震源として使われることが多い。それは,既存
の断層面は破壊強度のコントラストが強い特異

な場所となり,応力の集中が生 じやすくなるた
めと考えられる 地質学的に最近の期間 (数 10
万年～200万年)に おいて地震を繰返し発生さ
せ,今後も引き続き活動して地震を引き起こす
可能性の高い断層は「活断層」と呼ばれる.
1995年兵庫県南部地震 (M73)は 活断層型の
地震であったため,活断層という用語は一般の
人にもよく知られるようになった

地震による断層運動によって地表面は変形す

るため, これが繰返されると,累積された変位
は活断層に特有の地形を生むことになる.図 2
に示すように,活断層沿いには直線的な地形異
常 (リ ニアメント)が連なり, また,山の尾根
や谷筋,河川の流路などに食い違いが生 じる。

図 2 活断層に沿った地形的特徴 (活断層研究会編
「新編日本の活断層Jよ り)

多くの場合,活断層の存在は,地形図や航空
写真を用いて, このような地形的特徴を識別す
ることによって確認される.ただ, このように
して生 じた地形の特徴も,やがて浸食や風化な
どによって乱されるため,同 じ活断層でも,活
動度が高 く断層のずれの進行が速い場合は,

はっきりと特徴的な地形が残り弁別しやすいの

に対 し,活動度が低い場合には地形の特徴が不
明瞭となり,発見することが困難になる.

(3)活断層の分布
我が国では,地形学者・地質学者の共同作業
によって,全国の活断層の分布調査がすでにな
されており,2,000を 超える活断層が リス ト
アップされている.こ れらの活断層は,長年に
わたる断層運動によってずれの量が蓄積されて

いく速度 (活断層の活動度)に より,次のよう
に階級分けされている

正断層 逆 EFI層
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A級活断層 :1,000年あたりの平均的なずれの
量が lm以上 10m未満のもの.国府津―松田
断層 (神奈川),丹那断層 (静岡),富士川断
層 (静岡),根尾谷断層 (岐阜),阿寺断層 (岐
阜),跡津川断層 (岐阜)な どの

「
1がある。

B級活断層 :1,000年あたりの平均的なずれの
量が 10 cm以上 lm未満のもの.千屋断層
(秋田),福島断層 (福島),立川断層 (東京),
有馬―高槻断層 (兵庫),山崎断層 (兵庫)な
どの例がある.

C級活断層 :1,000年あたりの平均的なずれの
量が lcm以上 10 cm未満のもの 深溝断層
(愛知),郷村断層 (京都),鳥取断層 (鳥取)
などの例がある

日本全体では,活動度 A級の活断層が約 100,
B級の活断層が約 750,C級の活断層が約 450
知られている.ただ,先に述べたとおり,ずれ
の速さが小さい場合は地形による判別が困難と

なるため,実際に存在する活動度 C級の活断層
はもっと多いものと想像されている.

図 3は ,活断層研究会 (1991)に よってまと
められた,我が国における陸域活断層の分布を
示している.活断層の密度は中部地方と近畿地
方で濃くなっているため,長期的な意味におい
ては,両地方における内陸地震発生の頻度は他
の地域に較べて高いと言える.

図 3 我が国における陸域活断層の分布 (活断層研
究会編「新編日本の活断層」より)

(4)活断層の活動
「活断層Jと いう用語を聞くと,な にか断層が

生きていて常に動いているような印象を受ける

が,平時の活断層は静穏であって,何の動きも
していない しかし,長い期間にわたって歪み
を蓄積 したのち,数千年から,場合によっては
数万年に一度,突然動くことによって大きな地
震を発生させる.すなわち,活断層の動きは間
欠的である.

図 4は,ひ とつの活断層が変位を累積させて
いく様子を模式的に示している.活断層が一回
の地震を起こす際のずれの量 ,と ,地震を発生
させる活動間隔 Rは,ほぼ一定であると考えら
れており,長期的にならせば,断層の変位速度
Sは S ttD潔 で表わすことができる。 この量 S
は地形・地質学的な調査から見積もることがで

きるので,一回の地震により生じるずれの量 D
がわかれば,その活断層が地震を起こす間隔 R
を,R=D/Sに よって推定することができる.
たとえば,M7の 地震による断層変位量はD
=15m程 度なので,平均変位速度 Sが千年あ
たり50 cmの B級活断層であれば,地震発生
間隔 Rは 3,000年 ということになる.

図 4 活断層が変位を累積させていく様式

活断層で発生する地震は,一般に,長い断層
の方が短い断層よりも大きな地震を起こし得る

と考えられている。しかし,長大な長さをもつ
活断層であっても,実際に活動する場合は,そ
のうちの一部分だけが動 くという場合がしばし

ば見られる.

ひとつの活断層がいくつかの部分 (セ グメン

ト)か ら構成されている場合,そ れらが地震の
際に同時に動 くのか,そ れとも男1々 に動 くの
か, または地震のたびに毎回異なった様式で動

くのかを推測することは非常に困難である.こ
のため,活断層型地震の長期発生予測には, ど
うしてもある程度の曖昧さが残りがちである.

(岡田義光)
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21世紀の安全に再構築を

吉村秀買

は じめ に

昔からどこの家庭でも子ども達は「遅くならな

いうちに早 く家に帰って来なさいJと躾けられて

来ました 外は危険が一杯だけれど,家庭に帰れ
ばひとまず安心だったからです.し かし,最近は

家庭の周辺から家庭内部まで危険が一杯です。21

世紀は「地球に優しく,人に優 しい時代に」を潮

流に,安全で安心して暮らして行ける時代を目指
してスタートしたはずなのに,世界では,戦争や

地域紛争に絶え間がありませんし,日本では,」R

福知山線の脱線転覆事故をはじめ,耐震強度偽装

事件,三菱自動車工業や トヨタによるリコール隠
し事件,パ ロマエ業の瞬間ガス湯沸かし器による

相次ぐ中毒事故, シンドラー社製のエレベーター

による死亡事故,プ ール事故,そ してシュレッ

ダーによる幼児の指切断事故などなど,家庭の中

まで安全が脅かされています。21世紀に入ってわ

ずか 5年ですが,「社会全体ちょっと変だぞJ と

思っているのは私だけではないと思います.

科学技術は万能だったか

なぜ安全がかくも脅かされるようになったので

しょうか. Z今から 1004手2(Lも前, 201士率己にヌ、っ

た 1901年 1月 2日 ,3日 の両日,当時の報知新聞

が「20世紀の豫言Jと いう企画記事を連載してい

ます 23項目のほとんどが科学技術に関する予浪1

で,例えば 20世紀中に,馬車から自動車の世の中

になり,鉄道は東京 神戸間が 2時間半で結ばれ

るようになる.船で 88日 間を要 した世界 1周が 7

日間に短縮される.新 しい機械が発明されて「暑

寒知らずJの世の中になるといったもので, こう

した予測は的中しています。18世紀後半からの産
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業革命によって,科学技術を礎に多くの夢が達成
されるだろうという前提があったからです。しか

し,科学技術によって自然界を何らかの方向に変
えようという予測は殆んどが外れています。「暴

風を防ぐJと いう項では,「気象上の観測 術進歩

して天災末らんとすることは 1ケ 月以前に豫漫1す

るを得べく,天災中の最も恐るべき暴風起らんと

すれば大砲を空 中に放ちて屋 じて雨となすを得

べ しされば,20世紀の後半期に至りては難船海

哺 等の星無かるべ し。また地震の動揺は免れざ

るも家屋道路の建築は能く其害を免るゝに適富な

るべしJと ありますが,残念ながらこの予測は外

れています。「人の身幹Jの項では「人間の身体は

運動術や外科手術によって 6尺以上になるだろ

うJ と予漫1し ,「サハラの大砂漠を漸次沃野と化
し,緑化する」と予測していますが, これも外れ

ています.「人と獣が自由に会話できるようにな

るJと いう面白い予測も外れました

このように 20世紀は科学技術が花開き,高度

経済成長が成し遂げられ,私たちの生活は確かに

豊かで便利になりました 科学技術は 20世紀に

私たちに多くの光を与えてくれましたが,そ の一

方で,環境破壊や公害,交通事故の多発といった

陰の部分については,予測さえしていませんでし

た.科学技術は万能ではなかったのです.こ うし

た 20世紀の反省を踏まえて, 21世紀をどういう

時代にすべきかという議論が世界中で高まり,人

間が安全で,安心 して暮らして行ける時代を目指

したはずなのに,私たちの志向とは全く正反対の

方向に向かっています。この際,世界中が一念発

起して, これからの時代を再構築しなければいけ

ないのではないかと考え,安全の問題を読み解 く

3つ のキーヮードを提示 してみたいと思います .



「日 本 病」

2005年 4月 25日 に起きた JR福知山線事故に

ついて,『月刊現代』(2005年 7月 号・8月 号)が ,

柳田邦男さんの検証 レポートを掲載しています。

そこで柳田さんは「日本病」という非常に印象に

残る言葉を使っています。 1970年代,「アメリカ

はベ トナム戦争の失敗と若者に与えたトラウマや

ドルの威信の凋落から,産業界における品質管理

の低下,労働モラルの低下がひどくなり,『アメリ

カ病』と言われるようになった」と言い,そ れに

なぞらえて,「今日本の一流企業を汚染 している

病理は『日本病』と呼ぶべきではないかJと定義

しています。柳田さんは事故の背景には, JR西

日本の経営上のいくつかの失敗があったことを上

げ,そ の根底に,バブル経済崩壊後の異常とも言

える営業収益優先主義と,「儲けるJた めの徹底 し

た効率主義によって,最 も大事な安全対策を後回

しにしてしまった点があると指摘しています。柳

田さんは」Rだけでなく, 最近の一流企業が人命

を優先することへの危機意識を希薄にしている

「日本病」を憂えているのです.

福知山線事故もそうですが,企業を含めて日本
の社会は,昔から事故や事件が起きると,多 くは

個人の責任追及に走ります。「誰がやったのか」,

「誰に責任があるのかJに終始 し,「なぜ起きたの

かJと いう視点が欠けているのです.福知山線事

故は,高見運転士が遅れを取り戻そうと制限速度

を大幅にオーバーしたことが直接の事故原因で

しょう.けれどもそれだけで事故原因を決着させ

てはなりません.高見運転士はなぜ急いだのか,

なぜ 107人に上る死者を出したのか,電車の側面

はなぜ衝撃に弱いのか,乗客の生死を分けたもの

は何かなどを,徹底的に突き止めなければなりま

せん。大事なのは,責任の追及よりも要因の究明

です。事件や事故を解剖し,そ の要因を探り出さ

ない限り,事故の再発は防げません。なぜならば,

人間は本来 ミスを犯す動物なのですから

この福知山線事故から約 8カ 月後の 12月 25

日,今度はJR羽越本線の砂越～北余日間で,特

急「いなほ 14号 Jが脱線転覆し,乗客 5人が死亡

しました あの日,山形県下には「暴風雪警報」
が発令中で,現場では猛吹雪になっていたのに,

会社側も運転士倶1も列車を何とか時間通りに運転

しようと考えていました。 JR東 日本但1は 「突然

の突風による不可抗力の事故だった」と説明して

いますが,定時運行の確保ばかりが優先されて,

「何かあったら止める」という基本的な安全意識

が薄らいでいるのです.最近は,大雨の時に電車
の運転席のヮイパーが故障し,前が見えない状態

でも運転の続行を指示したり,速度計が故障して

いても, 運転を命じたりするケースが JR東 日本

管内でありました。西も東もJR全体が同じ体質

になっているのではないかという気がしてなりま

せん.去年の福知山線の事故の後, JR東労組が

「何かあったら止める勇気を持とうJと組合員に

訴えていました。何かあったら止めるのが当たり

前なのに,そ の勇気を持とうとはいかがなもの

か, と感じました 明らかに会社倶1は定時運行優
先,利潤追求が第一で,意識的ではないにせよ安

全をおろそかにする傾向になっている気が しま

す.組合員も何かあったら止めようとの意識が薄

らいで来ています こういう現実は,柳田さんの

言う「日本病Jの現れではないでしょうか。この

「日本病」が企業を含めて社会全体に蔓延 して来

ている気がしてなりません

「組織の肥大化」と「同族経営」

二つ目に,組織の肥大化あるいは同族経営とい

うキーワードがあります。企業やそれぞれの組織

に,昔はどこにもいたいわゆる「うるさ型Jカミヽ

なくなっています。大きなうるさ型集団だったは

ずの労働組合も,近年,そ の力が極端に弱くなっ

ています そうなると,企業や組織の トップが暴
走する,あ るいはトップが「裸の王様Jになって

しまうのです。

もう20年以上 も前の話ですが,交通安全対策

の取材を通じて本田技研工業 (当時)の本田宗一

郎さんに会社経営術などについても多くを学びま

した 本田さんに トップとしての条件について
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伺ったことがあります 本田さんは「企業にとっ
て都合のよい情報はいくら遅れて自分の耳に入っ

て来ても構わない。しかし,企業にとって悪しV晴

報は即座に自分の耳に入らなければいけない。何

かあったらトップがまず責任を取らなければなら

ないからだJと言い,そのためには, トップが日

頃から「平時の羊,有事のライオンJの姿勢を保

ち,周囲にうるさ型をおくことだ, とも言ってお

られました。

ところが, うるさ型がいないゴマすり集団の中

のトップには,都合のいい情報ばかりで,悪い情

報などは入っては来ません.ト ップがようやく気

がついた時にはもう遅いのです 近年,破綻,あ
るいは問題を起こしたダイエー, コクド,NHK
など,企業や組織が共通 して抱えているいわば
“病根"と言えましょう.裸の王様には悪しν情報は

入って来ませんから,経営の危機に気づかないう

ちに,あ れよあれよという間に破綻に追い込まれ

てしまうのです.特に,同族経営の企業では,昔

は必ずいた「うるさ型Jが今は殆んどいません。

2代目,3代 目になると,う るさ型をどんどん排除

してしまうのです。大久保彦左衛門がいなくて

“三太夫"み たいな家来ばかりではどうしようも

ありません その典型がパロマエ業の「瞬間ガス

湯沸かし器による中毒事故Jです.全国で 21人に

上る死者を出しておきながら,会社側には当初は

全く危機感が認められませんでした。ようやく事

実を知った段階でも,責任を明確にしませんでし

た。これが組織の肥大化 した企業や同族経営の多

くの企業に共通する現実です。

社員の価値観も大きく変わって来ています。昔

は就職したら定年まで勤め上げる。企業なり組織

なりの一員として生涯をまっとうすることが, ご

く普通の考え方でした。ところが,働きがいのあ

る仕事を求めて転職をするのが当たり前の時代に

なって来ました 「滅私奉公J,つまり自分を捨て

て企業なり組織なりで一生尽くしていくという時

代ではなくなって来たのです。辞めて行くに当っ

て,内部告発も平気になって来ました 三菱自動
車工業の「クレーム隠し事件Jの告発などはその

典型です。役員になりたい,社長になりたいとい
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う人もドンドン減って来ています.企業の悪事が

露見 して,株主側から訴えられたりするのは困

る.そ れよりも働いた分だけ給料は欲しいと言う

時代です

そういう価値観の変化に企業や組織のトップは

もっと早く気づくべきです 企業の トップがおか
しなことをすれば,たちまち内部の不満分子から

告発される時代だということも常に意識していな

ければなりません.

分業化・下請け化

三つ目のキーヮードは,企業の分業化です.最

近,外注先の下請けや孫請け会社で事故が集中し

て起きています。親会社などでは何とか安全を保

つことが出来ても,下請けの会社では不可能なの

です 親会社は外注化によってコストダウンを前
提にしますから,外注費を可能な限り低く抑えよ

うとします 受注 した下請け,孫請け会社は,そ
の日その日を凌ぐのに精一杯で,本来金のかかる

安全対策は後回しにされがちです

1990年 9月 ,茨城県東海村の核燃料加工工場

(株 )ジ ェー・シー・オー (JCO)で, 日本で初め

ての臨界事故を起こし,作業員 2人が亡くなりま

した。事故の直後,電気事業連合会にいる友人が

「あれは下請けのいい加減な工場が引き起こした

事故で,原子力発電事業者本体はあんなことはや

らない」という電話をかけて来ました。私は「そ

れはおかしい 原子力産業を分業化 しているの

は,あ なた方の論理であって,消費者側や国民か

ら見れば,原子力発電事業は一つのはずだ」と反

論しました。

JCOは住友金属鉱山の子会社で,臨界事故は,

加工作業過程の途中で危険な中濃液ウランを含む

溶液を, ステンレスバケツに汲んで沈殿槽内で混

合するという恐ろしいことをやった結果です.

「面倒な作業を早 く済ませたかったJと作業員は

証言しているようですが,人間は本来は「楽をし

たい動物Jですから,手抜き作業は当然大歓迎で

す。だから手抜きができないような製造システム

をはじめから設計 しなければなりません 「この



ようなことをするはずはない」という設計思想で

はなく,人間の本来の習性を考慮した設計が必要

ではないか, と当時私は思いました。それが原子

力発電事業者全体の責任ではないでしょうか。

JRも そうです。「福知山線事故はJR西 日本が

引き起こした事故だから,他は関係がないJと は

言えないのです.全国の」Rは一本のレールで繋
がっているのですから国民にとって JRはあくま

でも一つです。1991年 5月 ,滋賀県信楽町の信楽

高原鉄道で正面衝突事故 (死者 42人, 重軽傷者

614人)が起きた時,JR東 日本の役員が「あれは

JR西 日本が引き起こした事故ですJと説明した

のに対 し,当時の住田社長は「信楽高原鉄道の切

符はJR東 日本でも売っているのだろうJと言わ

れたそうです。「われわれもあの事故を反省しな

ければいけない,他人事ではないJと も言われた

そうですが,ま さにその通りだと思います.

原子力発電事業や鉄道機関に限らず, どこもか

しこも分業化が進んでいますが,そ れを担う下請

けの周辺で,最近事故が多発しているのが気がか

りです .

2005年 11月 に発覚 した耐震強度偽装事件を改

めて振り返って見ましょう 音の建築物は現場で
の一品生産であり,手作りのものでした。そこに

は「めったなものは作れない」という大工職人と

しての誇りや意気込みがありました。しかし,建

築業界も営業優先,効率化,下請け化などが進ん

で,ゼ ネコン,サ ブコン,下請け,孫請けなどと

分業化されて,上から順々に儲けを掠めとって行

くようになりました。一番肝心な現場には,なか

なかお金が行き渡らないようなシステムになり,

いつしか建築現場での誇りも失われて行くように

なったのではないかと思うのです 姉歯秀次元建

築士は「仕事を増やすために建設コストを下げる

設計,鉄筋の量を減らす設計を続けた.生活する

ために止むを得なかったJと証言しています 今
の建設業界には,耐震強度偽装事件が起きる必然

性がもともと背景にあったのです

この事件が明るみに出た時,私は,未必の故意

による殺人未遂事件に匹敵する大事件に発展する

と思いました 1995年 1月 に起きた「阪神淡路大

震災」では,木造住宅の倒壊などによって死者 ,

不明 6,434人に上りましたが, 実は, 地震の前ま

では火災や地震に強いと思われて来たビルやマン

ションの被害も少なくありませんでした。戦後の

高度経済成長期を経て, 日本では都市部を中心に

耐火建築物が普及し,同時多発の延焼火災は起き

ないのではないかと考えられるようになりまし

た。また,建築物の耐震化が進み,特に鉄筋コン

クリート造などのビルでは,地震の大揺れにも耐

えるのではないかとも考えられて来ました。しか

し,「阪神淡路大震災Jは,こ うした “幻想"を微

塵に打ち砕く結果となりました.当時, NHKの

「週刊ハイビジョンニュース」の編集長兼キャス

ターを担当していた私は,若いスタッフとともに

マンションの倒壊,崩壊現場をつぶさに取材 しま

した。マンションは鉄筋コンクリート造だけでな

く,重量鉄骨造,軽量鉄骨造など様々でしたが,

私たちの調査によりますと,阪神地方一帯で死者

の出たマンションが合わせて 40棟 に上り,死者

は 226人に上りました.う ち賃貸マンションが 36

棟で死者 212人,分譲マンションは 4棟で死者 14

人に上り,圧倒的に賃貸マンションの被害が目立

ちました 分譲マンションは,建設当初から住人
の監視の目が強いのに対 し,賃貸マンションは,

やはり「安普請Jの ものが多く,管理面でも住人

の監視の目が届いていないのではないかと感じま

した

死者の出たマンションは,昭和 35年から60年

にかけて建設されたものですが,特に,昭和 40年

前後の旧建築基準法下に建てられたマンションに

死者が集中しました.戦後から高度経済成長期に

かけての時代, 日本の住宅政策は「より早く,よ

り多く,よ り安くJが主流でしたから,安全面に

金をかける余裕がなかったのかも知れません ま
た,昭和 30年代にもてはやされた軽量鉄骨造の

マンションに被害が目立ち,死者が出たマンショ

ン40棟のうち, 11棟が軽量鉄骨造でした。軽量

鉄骨は,組み立てやすい,火災に強く地震にも強

い,値段が安い, というキャッチフレーズでもて

はやされ,当時の構造材の主流の一つでした。し

かし,月Tlと のヽ筋交いが不足していたり,鉄骨にさ
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びが生じて支持力を失っているものが多く見られ

ました 私たちの素人目に見ても,明 らかに手抜
き工事,あ るいは欠陥工事と思われる現場を幾つ

も日撃しました.し かし, どこの現場も “天災"

として片付けられ,手抜きや欠陥は全て不間に付
されてしまいました。勿論,当時の建築業界や施
工主からも「反省の弁」を聞くことはありません

でした。

今回の耐震強度偽装事件で,マ ンションの施工

主や販売業者らの中に「どんなマンションを建設

し販売しても,い ざとなれば天災として不間に付

されるJと いうことを知っていたものがいるとす

れば事は重大です。今回の事件を通 じて,過当競

争やコスト削減によって業界全体が建築の基本で

ある安全が無視されてはいないだろうか。建築確

認のチェック機能が働かなかったのはなぜだろう

か.建築確認の民営化に問題はなかったのだろう

か.最近の裁判の様子などを見ていると, こうし

た数々の問題点を置き去りにしながら,姉歯元建

築士個人の責任追及で一件落着というような感じ

になって来ています。今の建設業界や検査体制の

あり方等々,ど こに, どういう問題があったのか

ということをきちっと精査せずに終わらせようと

するならば, こうした事件の再発を防ぐことはで

きないと思います.

2006年 6月 ,東京港区のマンションで,高校 2

年生がエレベーターに挟まれて死亡 しました。こ

の死亡事故がきっかけになって, シンドラー社製

のエレベーターによる事故や トラブルが, ここ数

年にわたって集中して起きていたことが判明しま

した。シンドラー社は, はじめはェレベーター製

造後の保守管理もやっていたはずですが,いつの

まにか分業化され,保守点検は別の会社が担当し

ていました。事故や トラブルが相次いでも下請け

会社の段階で処理され, シンドラー社本体には肝

心な情報が十分に伝わっていなかったお、しが伺わ

れます

翌 7月 ,経済産業省の公表によって発覚したパ

ロマエ業製の「瞬間ガス湯沸かし器による一酸化

炭素中毒事件Jも 同じケースです.湯沸かし器の

改造は下請け会社にやらせていたので,製造会社
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本体に責任はないような発言を繰り返していまし

たが,消費者からすれば「パロマはパロマJです。

分業化や下請け化は企業側の論理であることに未

だに気づいていないのは極めて残念なことです

が,いずれは三菱自動車工業などと同じ運命をた

どることになるでしょう。シンドラー社もパロマ

エ業も今や企業存立自体が揺らいでいるのです.

結びにかえて

日本 ヒューマンファクター研究所所長の黒田

勲さんは,安全について「安全はそもそもこの世
の中に存在 しない 常に存在するのは危険であ
る。その危険をいかに的確に予潰1し て,確実に防

止をするかが安全である。一人ひとりが力を合わ

せて作り出すものが安全である」と定義していま

す 東海道新幹線は開業以来,たまたま事故が起
きなかったから, もう事故は起きないだろうとい

うことになり,やがて新幹線は絶対に安全という

誤った安全神話となりました。この世の中,安全

に絶対などあり得ません。これをすべての企業や

組織が考えるべきです。

業界だけの,あ るいは企業ごとの独りよがりの

安全対策もやがては破綻します.他の企業や組織

はなぜ事故を起こさないのか。安全に対する哲学

や基礎技術は互いには学びあえるはずです.こ の

点で日本の安全風土は遅れていると思います。

原子力発電事業をはじめ,交通機関,そ して製

造物の安全性は,21世紀になってかえって後退し

ているかのように見えます。柳田さんの言う一流

企業をも汚染している「日本病Jは , 日本社会を

覆い尽 くしているようです。このような社会で

は,切迫する巨大地震などに到底太刀打ちできる

はずはありません このおかしな社会を転換して

行くには,事故や事件,そ して トラブルを「なぜ

起きたのかJと いう視点で徹底的に解剖し,そ の

病理をとことん探り,治療の方法を見つけること

に尽きると思います
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横山裕道

1.は じめ に

地震国日本では地震を避けて通れない。国民み

んなが地震のことを正しく知り,いざという時に

は適切に行動しなければならない いつすさまじ
い大災害をもたらすかも知れない地震に人一倍興

味を持ち,34年間の毎日新聞の記者時代は地震取

材をライフワークの一つにした

中でも地震予知の取材に精力を注いだ。M8ク

ラスの東海地震の発生に備えて 1978年 に大規模

地震対策特別措置法 (大震法)が制定され,予知

と防災の新制度がスタートしたいきさつなどをつ

ぶさに見てきた。当時は地震予知はバラ色に見え

たこともあり,「東海地方の観測網は世界一整っ

ており,東海地震の予知はなんとかうまくいくの

ではないかJと期待もした。

そして 95年に阪神大震災 (阪神・淡路大震災)

が起こった。地震発生から10日 後に被災地に入

り,被害のすさまじさに声もなかった。M7ク ラ
スの直下地震がこんなに何もかも破壊 してしまう

とは考えもしなかった。「東海地震の予知の話よ

り,直下地震の恐ろしさをなぜもっと報道 しな

かったのかJと反省した。大震災以降, 日本の地

震予知や防災をめぐる考え方,体制は大きく変

わった.地震が複雑な現象であることも一層はっ

きりしてきた

今年は東海地震が警告されてからちょうど 30

年 阪神大震災からは 11年たち,8月 からは緊急
地震速報の運用が始まった.ベス トセラーとなっ

た小松左京著『日本沈没』の映画がリメークされ

て話題になった これを機会に過去に自ら撮った

写真や毎日新聞時代に書いた記事のコピーを使い
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長い取材体験から見た「最新地震論」

―予知中心から幅広い地震研究・防災に一

ながら,「最新地震論Jを展開する.科学ジャーナ

リストとして予知にこだわり過ぎたことへの自戒

の念を込めながら, 日本で地震災害が少しでも軽

減し, いつの日か巨大地震の予知に成功すること

を願っての報告,提言としたい。

2.すべてを変えた阪神大震災

6,434人.こ れだけの犠牲者を出した阪神大震

災.地震後に出した自著『次の大地震大研究―地

震記者は訴える一』で私は次のような表現を使っ

た。「午前 5時 46分, ゴーンという地鳴りととも

に大震動が襲った。地面は約 20秒間,ユ ッサユッ

サと激 しく揺れ動いたJ.こ れに関西出身の友人

が「揺れのものすごさは『ユッサユッサ』なんて

いう陳腐な言葉では表せない 現場にいなかった

記者の限界だJと クレームをつけた.反発を感じ

ると同時に,妙に納得もした.

そんな地震は運悪く現場に居合わせた人たちだ

けでなく日本全国の人たちを激しく揺さぶった

誰もが「直下地震でこんな被害が出るなんて,地

震は本当に恐ろしい.防災対策に全力を挙げなけ

ればJと思ったに違いない 被害の情報が速やか
に入らず,初動につまずいた政府も大きな衝撃を

受け,被災者の救済と同時に,地震予知や防災体

制の見直しに手を付けた

政府の地震予知推進本部は地震調査研究推進本

部に衣替えされ,大震法とは別に地震防災対策特

別措置法ができた.地震予知の計画を決める文部

省 (現文部科学省)の沢1地学審議会も,地震予知
の実用化という当初日標のめどが立っていない事

実を厳粛に受け止めるとする報告書をまとめた

海のものとも山のものとも分からない地震予知に



頼るのではなく,防災にこそ力を入れるという方

向転換が明確に打ち出されたのだ。「予知から減

災へJと も言われるようになった.

地震観潰1網が整備され,阪神大震災当時,全国

にわずか 158地点だった震度観浸1点 は今や約

4,000地点に増えた.体感から害」り出していた震

度観沢1は機械化された 震度階も見直されて従来
の震度 5と 6はそれぞれ「弱Jと「強Jに分けら

れ,震度 0を含め 8階級から 10階級に増えた 大

学の地震データが気象庁に提供されるようにな

り,一元的に利用できる体制が整った。

観浜l網整備の一環として GPS(全地球測位 シ

ステム)も全国に展開され,地下の変化が刻々と

つかめるようになった。それによって,東海地震
の震源域などで岩盤がゆっくりとずれる地殻変動

が起きていることが分かってきた。また,世界的

に地震の基礎研究が充実したことで,通常は地下

で強く固着していて地震時に強い揺れを生む部分

を指すアスペリティという考え方が定着し, これ

が前兆現象を生み出す基かもしれないとされてい

る.複数の地震がほぼ同時に起こるメカニズムの

仮説も示された。ゆっくり地震やアスペリティな

どの研究の進展は,地震発生の複雑さを改めて示

すと同時に,地震現象そのものの理解が深まった

ことを意味している.

阪神大震災後も日本列島は度々大きな地震に揺

さぶられている.2000年に鳥取県西部地震,01年

には芸予地震が起きた.04年 の新潟県中越地震で

は震度 7の激 しい揺れが襲い,震災関連死も含め

67人が亡くなり, ピーク時には 10万人が避難生

活を送 った.05年 3月 には福岡県西方沖の地震

で,福岡県や佐賀県で震度 6弱を記録した.同年

7月 には千葉県北西部の地震で東京都内で震度 5

強を観測 し,首都圏の鉄道にかなりの被害が出

た.8月 には宮城県沖の地震で震度 6弱を観測し,

多数の重軽傷者を出した.

いつまた阪神大震災のような強烈な直下地震が

都市を襲うかも知れないし,M8ク ラスの海溝型

地震である東海地震,東南海・南海地震の発生も

差し迫っているといわれる そんな大地震の時に

我々は阪神大震災の教訓を生かし,被害を最小限

にとどめることができるのだろうか

3.地震予知がたどった道

いつ, どこで, どのぐらいの規模の地震が起き

るのかという3点を高い精度で予測する地震予知

が可能となったら, どうなるのだろうか.大地震
の発生で構造物の被害は避けられないとしても,

危険な場所からの避難などで死者の数を限りなく

ゼロに近づけることができるかもしれない。地震

国日本で防災にどれだけ役立つか分からず,国際

的にも貢献する。まさに地震予知の威力は絶大で

あり,予知実現への期待は大きい

地震予知の前提になるのが前兆現象だが, 日本

でも大地震の前兆現象は数多く観測されている.

最もダイナミックで一般の人も異常だと気づく前

兆現象は突然,海水が引き,な ぎさが干上がって

しまう現象で,陸地が相対的に隆起して起こる

本震の前に微小地震が発生するケースは多い.も

ちろん前兆現象に一定の規則性はなく,前兆現象
の表れ方は地震によって違う。前兆がほとんどな

い地震もある。だから地震予知は一筋縄ではいか

ないと専F5家の誰もが分かっていたが,そ れにも

かかわらず地震予知への期待は高まっていった。

その地震予知が数奇な運命をたどった一― .

地震予知の原点を考えると 1923年の関東大震

災に行き着 く この死者 10万人を超えた未曾有
の大地震を機に東大に地震研究所が設立され,本

格的な地震研究が始まった.そ して地震学者たち

がまとめた「前兆現象を観測できれば予知に結び

付くJと する提言を受け,65年度から政府の地震

予知計画が始まった。松代群発地震も起こり,69

年には地震予知連絡会が発足した。

旧ソ連の中央アジアや米国などから前兆現象の

報告が盛んに届き,70年代には国際的に「予知は

可能」というバラ色ムードが高まった.75年には

「中国が海城地震 (M73)の予知に成功」という
ニュースが世界を駆け巡った.78年 1月 の伊豆大

島近海地震 (M7.0)で は,東大教授の浅田敏さん

(故人)ら のグループが前兆と見られるラドン濃

度の明瞭な変化をつかみ,地震予知に向けての大

長い取材体験から見た「最新地震論J-29
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倒崚 して選路をふさt｀だ民家

‐神F市東灘区で 1月 23日
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(諭鋭委員 )

図 1 1995年 2月 9日付毎日新聞朝刊

きな一歩と評価された.

海城地震の予知をはじめとした中国の地震予知

事情の視察のため東工大教授の力武常次さん (故

人)を団長とする一行が 78年 9月 に中国を訪れ

たが,私もそれに加わることができた。遼寧省の

30-地震ジャーナル 42号 (2006年 12月 )

海城地震の現場にも行き,専門家と大衆が一体と

なって地震予知に取り組んでいることや,なぜか

地震の前兆現象が中国では日本よりずっと鮮明に

現れることを知った.だが,後に「落とし穴Jが

あることが分かった。海城地震の死者は地震発生
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に
悔
い

り
現
場
の
光
策
は
ず
っ
と
悲
惨
だ
っ
．
の
は
藤
下
型
の
中
規
模
地
縦

（
Ｍ
７
　

事̈
態
は
全
く
予
想
で
き
な
か
っ
た
。
　

う
」と
い
う
無
力
感
に
と
ら
わ
れ
た
。

た
。
ビ
ル
や
高
速
道
郎
、
新
絆
線
の
　
ク
ラ
ス
）
だ
。
こ
れ
こ
そ
日
本
の
ど
　
　
露
む
る
の
地
震
報
通
で
も
東
海
地
　
　
全
鰹
の
地
震
学
者
も
相
当
ま
い
っ

被
害
よ
り
も
、
見
る
影
も
な
く
崩
壌

し
た
住
宅
の
多
き
が
深
く
心
に
残

っ

た
。

「
マ
イ
ホ
ー
ム
が
こ
う
簡
単
に

壊
れ
、
多
く
の
人
が
犠
牲
に
な

っ
て

い
い
の
か
」
と
窓
り
を
覚
え

た
。

一
年
前

に
米

ロ
サ
ン
ゼ
ル
ス
で
起

き
た
ノ
ー
ス
リ

ッ
ジ
地
震
な
ど
多
く

の
大
理
震
で
は
、
被
災
地
を
探
す
の

に
育
労
し
た
と
専
門
家
は
語
る
。
紋

害
地
域
が
限
ら
れ
て
い
る
ケ
ー
ス
が

ほ
と
ん
ど
だ

っ
た
か
ら
だ
と
い
う
。

東
西
約

二
十
五
ご

の
範
囲
に
及
ん
で

い
た
。

私
は
科
学
記
者

と
し
て
地
震
報
通

に
取
り
組
ん
で
き

た
。

一
九
七
九
年

十
月
か
ら
運

一
回

の
科
学
面
で

「
大

地
震
　
警
報
時
代

の
幕
開
け
」
の
企

画
を

一
年
余
連
載

し
た
。
Ｍ
８
ク
ラ

ス
の
東
海
地
震
の

発
生
に
備
え
て
大

こ
か
で
、
あ
す
起
こ

っ
て
も
不
思
議

で
は
な
い
」
と
書
い
た
。
首
都
圏
饉

下
型
地
震
に
も
言
及
し
た
が
、
今
続

み
返
し
て
み
れ
ば
、
直
下
型
地
震
の

怖
さ
が
伝
わ

っ
て
く
る
内
容
で
は
な

か

っ
た
。

圏
の
中

央
防
衆
会
議
が
九

二
年
に

「
南
関
東
地
域
直
下
の
地
震
対
策
に

関
す
る
大
綱
」
を
発
表
し
た
。
こ
の

時
も
、
首
都
圏
壼
下
型
地
震
で
は
大

被
警
が
避
け
ら
れ
な

い
こ
と
や
、
「
日

機
の
予
知
が
で
き
る
か
ど
う
か
を
重

視
し
、
そ
の
次
の
問
題
と
し
て
は
下

型
地
震
の
こ
と
を
機
い
て
い
た
。
箱

果
は
ど
う
だ

っ
た
か
。
こ
の
二
年
余

に
大
地
震
が
発
生
し
た
の
は
、
北
海

道
、
東
北
周
辺

（
簿
回
）
で
あ
り
、

さ
ら
に
阪
神
大
鰹
災
の
不
意
打
ち
を

食

っ
た
。

な
ぜ
、
も

っ
と

「
直
下
裂
地
震
に

備
え
よ
」
と
訴
え
続
け
な
か

っ
た
の

か
悔
や
ま
れ
る
。
四
八
年
の
福
井
地

震

（
Ｍ
７

一
１
）
以
降
続
く
地
震
活

動
の
静
穏
期
に
優
れ
切

っ
て
い
た
の

だ
ろ
う

。
こ
れ
で
も
か
、
こ
れ
で
も

か
と
迫

っ
て
く
る
技
災
家
屋
の
光
景

や
、
避
難
所
で
不
自
由
な
生
活
を
送

″予燿実現1ござδlこ力
漂
う
。

「
阪
神
大
撻
災
に
は
本
当
に
驚
い

た
。
こ
れ
ま
で
は
地
震
予
知
は
研
究

で
、
好
き
な
こ
と
が
で
き
る
の
は
い

い
も
の
だ
と
思
っ
て
い
た
が
、
そ
ん

な
気
持
ち
で
は
い
け
な
い
。
本
格
的

な
饉
家
事
業
と
し
て
手
を
嶽
け
る
必

要
が
あ
る
ヽ
こ
う
語
る
学
者
も
い

た
。も

っ
と
反
省
が
必
要
な
の
は
建
設

省
や
地
震
工
学
者
だ
ろ
う
“
ノ
ー
ス

リ
ッ
ジ
地
震
で
の
高
速
道
路
の
崩
壊

に
関
連
し
て

「
日
本
の
高
速
道
路
は

安
全
だ
」
と
驚
い
切
つ
た
の
に
、
今

度
０
よ
う
な
一一
と
が
藩
‘

，
，
安
全

絆
詰
０
麟
襲
ど
性
＝
さ‐‐れ
た
一

一

そ
の
建
設
省
が

「
阪
神
大
震
災
の

揺
れ
は
麟
東
大
震
後
の
二
僣
以
上
」

と
発
表
し
た
。
現
地
で
記
織
さ
れ
た

加
速
度
か
ら
の
結
論
と
い
う
が
、
関

東
大
震
災
の
加
速
度
は
肌
の
計
器
の

認
級
か
ら
推
定
し
た
も
の
だ
し
、
播
一

一申］申̈一顆鰯一一一勒

う
が
、
尊
門
家
か
ら

「
あ
の
発
表
忠

一

書

い
込
れ
だ
」
の
窟
が
上
が

っ
た
。

政
府
、
自
治
体
の
障
災
薫
戯
の
低

さ
や
危
機
対
応
の
ま
ず
さ
、
自

衛
隊

の
出
動
の
遅
れ
な
ど
も
批
判
さ
れ
て

い
る
。
い
ず
れ

に

も
直
下
型
地
装
の

恐
ろ
し

さ
を
知

っ
て
い
た
人
が
少
な

い
こ
と
が
関
係

し
て
い
る
。

だ
が
、
今
は
そ
ん
な

こ
と
を
言

っ

て
も
始
ま
ら
な
い
。
政
府
や
自
治
体

は
被
災
者
の
牛
活
の
立

て
篠
し
に
全

力
を
挙
げ
る

一
方
で
、
今
度
の
地
震

を
教
訓
に
防
災
対
策
を
全
薇
的
に
見

直
す
必
要
が
あ
る
。
日
本
付
近
が
地

震
の
活
動
鸞
に
入

っ
た
と
い
う

見
方

も
あ
り
、
災
書
に
強
い
都
市
進
り
に

一

す
ぐ
取
り
か
か
る
必
螢
が
あ
る
。
　

．

学
イ
の
資
任
も
電
い
。
Ｎ
民
の
地

震
予
知

へ
の
期
待
は
し
ば
ん
で
い
る

が
、
地
震
学
者
は
逆
境
の
中
で
予
知

の
実
現
に
さ
ら
に
力
を
入
れ
、

Ｍ
７

ク
ラ
ス
の
地
盤
で
も
何
ら
か
の
情
報

を
出

せ
る
よ
う
に
な

っ
て
ほ
し
い
。

工
学
者
は
今
度
の
被
害
を
科
学
的
に

検
証
し
、
耐
震
撃
辞
の
見
直
し
な
ど

で
政
府
の
し
り
を
た
た
く
べ
き
だ
ろ

う
。
理
学
者
と
工
学
者
の
連
携
も

一

麟
必
要
に
な

っ
て
き
た
。

終
災
地
で
は
ボ
ラ
ン
テ

ィ
ア
の
活

瑠
が
日
立

っ
て
い
る
。
建
物
の
危
険

度
判

定
に
や

っ
て
来
て
、
ず

っ
と
逮

体
の
搬
送
に
か
か
わ

っ
た
と
い
う
大

手
企
業
の
建
築
十
が
い
た
。
子
供
を

産
ん
で
実
家
に
帰

っ
た
妻
を
心
配
さ

［
罐
一
摯

崚

幣

”

離

瞭

一
一
〕
』
一

の
役
書
は
地

震
の
怖
さ
を
的
確
に
報

通
し
、
防
災
対
策
の
進
展
に
監
視
の

目
を
光
ら
せ
る
こ
と
だ
と
思

っ
た
。

阪
神

大

震
災

は

全
く

違

っ
て

い
　

本
は
壇
饉
園
な
の
で
南
関
東
以
外
の

た
。
被
害
の
集
中
地
域
が
幅
〓
Ｆ
、
　

地
域
も
ぜ
ひ
大
綱
を
参
考
に
し
て
ほ

筋

し
い
」
と
い
う
国
土
庁
の
話
を
紹
介
　
る
人
た
ち
を
見
る
に
つ
け
、
「
私
は
、

し
た
。
だ
が
阪
神
大
震
災
の
よ
う
な
　
い

っ
た
い
何
を
し
て
い
た
の
だ
ろ

て
い
る
よ
う
だ
０
こ
れ
ま
で
学
者
や

気
象
庁
は

「
予
知

が
可
能
な
の
は
東

海
地
餞
だ
け
。
Ｍ

７
ク
ラ
ス
の
地
震

の
予
知
は
現
段
階

で
は
無
理
」
と
言

っ
て
き
た
。
そ
の

意
味
で
今
回
地
震

を
予
知
で
き
な
か

っ
た
の
も
や
む
を

得
な
い
が
、
予
想

外
の
場
所
で
大
地

震
が
相
次
い
で
い

る
だ
け
に
学
者
の

間
に
は
眠
北
感
が

ヽ
フ洒
膚
ニ
フ繁



を信 じず自宅にいた人に限られたとされていた

が,し ばらくたって死者は 1,328人 と明 らかに

なったのだ.当然ながら「それだけの死者が出て

予知成功と言えるのか」という声が上がった。

いずれにしろ海城地震のすぐ後の 76年には東

大助手の石橋克彦さん (現神戸大教授)によって

東海地震が迫っているとする学説が発表され,78

年に特殊な時代背景の中で予知を前提に東海地震

の防災対策を進めようと,私権や市民生活への制

限を含む大震法が制定された.警戒宣言発令もう

たわれ,東海地震は予知できるという期待感が高

まっていった。政府はどんな前兆も見逃すまいと

東海地域の観測網を世界一のものにした。

だが,地震は従来考えられたほど単純な現象で

はないことが次第に明らかになり,90年代に入る

と「前兆現象を追いかけるだけでは予知はできな

いJと いう批判が噴出した。タイミングを合わせ

るように北海道,東北周辺の四つの大地震に続い

て阪神大震災が発生 し, どれも予知はかすりもし

なかった。

予知の無力さが示され,予知より防災を重視 し

た地震防災対策特別措置法ができた。測地学審議

会も反省の報告書をまとめ,予知計画は 99年か

ら基礎研究に重点を置くものに改められた。政府

の地震調査委員会は活断層調査や地震の確率発表

に力を入れ,全国の主だった活断層が起こす直下

地震や海溝型地震について「今後 30年以内の地

震発生確率は○×%」 といった長期的な予測を発

表するようになった。

地震予知をめぐってなぜ混乱 したのか。科学に

なり切る前に地震予知が国家プロジェクトになっ

たことが大きな原因かもしれない。いったん予知

計画がスタートすると,関係省庁は予知絡みの研

究に競って予算を付けた 予知計画の中心になっ

たのは大学だが,東大など旧帝大による予算の独

占もあり,学者間の反目にもつながった。今では

「地震予知は研究に値 しない, というのが世界の

科学者の常識Jと の声がある一方で,阪神大震災

後の地震予知バッシングの激しさは異常だったと

し,「観測網が充実 し,予知の可能性は高まってい

るJと する反論もある.

4.緊急地震速報の運用始まる

地震予知をめぐって迷走し,ただ一つ予知の可

能性がある東海地震が発生 しない間に,場合に

図 2 地震予知事情の視察のため訪れた中国遼寧省のホテルで学術報告する力武常次さん (1978年 9月 )

長い取材体験から見た「最新地震論J-31



よっては予知並みの効果を上げそうな緊急地震速

報システムの運用が 06年 8月 から始まった。気

象庁が地震の初期微動をとらえ,大きな揺れが来
る前に鉄道や病院,工場,建設会社など特定の事

業者に知らせ,被害の軽減を図ろうというのが狙
いだ。地震の予知を前提とした法律 (大震法)を

作って地震 (東海地震)を迎え撃とうとしたのが

世界初なら,地震の P波 と S波の伝わる速度の

差に目を付けた速報 システムも世界的に例がな

い.

東海地震説が唱えられ,大震法が制定された後
の 80年代前半に気象庁の研究者 らが「P波 とS

波の到達時間の差を生かし,地震発生を遠く離れ

た場所にいち早く伝えられないかJと考えた 東
海地震の予知がうまくいかなくても, このシステ

ムがあれば被害の軽減に役立つ.検討の結果, P
波の最初の 3秒間の波形を分析すれば震源までの

距離や Mの推計が可能なことが分かった.
さらにコンピューターの処理能力向上などに

よって実用化にめどがっき,04年 2月 から約 200

機関を対象に試験運用に踏み切った。今回の本格

運用の情報提供先は小田急電鉄や建設会社の鹿島

など限定された機関にとどまるが,例えば東海地

震発生の場合は,東京では大きな揺れの 47秒前
に速報が届くという試算が出ている.運用開始か

ら 1カ 月後の 8月 31日 に東京湾を震源に発生 し,

横浜市などで震度 4を記録 した地震では,順調に

速報を発信できたという

緊急地震速報システムの運用は望ましいことだ

が,ま だ限界や不安がある.例えば試験運用中の

06年 4月 に伊豆半島東方沖で地震が発生し,最大

震度 4を記録した際に「最大震度 7」 と予測する

誤った速報を流 した.震度階の上では 5段階も

違ったが,試験運用中に 2段階異なる速報を流し

たこともかなりあった.当然のことながら震源の

浅い直下地震では P波 と S波の到達時間に余り

差がないため速報システムは使えず,阪神大震災
のような地震にはほとんどお手上げとなる

今の段階では緊急地震速報を一般の人に公表で

きないという問題もある.地下街やビルなどで速

報が発表されたら,逃げようとして出口や非常□

32-地震ジャーナル 42号 (2006年 12月 )

に人々が殺到してパニックになりかねない。高速

道でも速報を聞いた運転者が減速し,聞かない運

転者が高速運転を続ければ車の追突事故が起きて

しまう.速報システムが周知徹底され,問題が起
こらないと判断された段階で,テ レビやラジオを

通じて一般にも速報が流れるようになる。

これまでもP波を検出して新幹線の列車を止

めるJRの システムゃ, 都市ガスの供給をストッ

プする東京ガスのシステムなどがあり, リアルタ

イム防災と呼ばれてきた。これが緊急地震速報と

して一般化したわけだが, このシステムは震源地

や M,震度分布などを即座につかみ,被災者の救
助や消防活動,復旧活動に役立てる地震被害予測
システムにもつながり,大きな意味を持つ。さま

ざまな問題点の克服が今後の課題になる.

5.東海地震の警告から30年

東海地震の警告に端を発して予知を前提とした

大震法ができ,79年 8月 には静岡県全県など 6県

170市町村が地震防災対策強化地域に指定され

た.同年 4月 にパ リで開かれたユネスコ主催の国

際地震予知シンポジウムに当時の国土庁の担当課

長は大震法をひっさげて参加し,各国の専門家に

説明した時,大変な反響があった。「地震予知の画

期的な手法が見つかったか ら立法化 したのか」

「実際に予知に成功 したことがあるのかJな どの

質問が相次ぎ,課長は「各国がこんなに関心を持
つとはJと嬉しい悲鳴を上げた。しかし, 日本の

“自慢"も長くは続かなかった.

前述 したように 95年の阪神大震災後は予知悲

観論が圧倒的になった。政府は組織などの名前か

ら「予知Jの字を消そうとやっきになり,東海地

震も特別な地殻変動が典型的に起こる場合以外は

予知は難 しいとされた。それでも大震法はそのま

ま残り,気象庁は 24時間監視を続けている.東海

地震の予知を目指す地震防災対策強化地域判定会

も存続し,定期的に会合を持っている.

96年には判定会会長の茂木清夫さん (東大名誉

教授)が突然,辞任するというハプニングがあっ

た.茂木さんは「東海地震の予知が一発でうまく



いくとは思わない 高i兆現象が微弱で警戒宣言ま

でいかない段階でも注意報的なものを出すべき

だ」と強く主張し,気象庁や国土庁に聞き入れら

れなかったため抗議の辞任という異例の事態に発

展したのだった。

01年に東海地震の想定震源域が西但1に拡大さ

れ,02年には強化地域は名古屋市などを含む 8都

県 263市町村に拡大された こうした中で国の中

央防災会議は予知重視からの転換を実質的に図

り,03年 5月 ,建物の耐震化の促進など被害予防

から発生後の復旧・復興までの対策に重点を置く

東海地震対策大綱を決定するなど,柔軟な対応を

前面に打ち出した。これを受けて気象庁は 04年 1

月から東海地震発生の切迫度の高まりに応じ観漫1

情報,注意情報,予知情報の 3段階で情報を出す

ことになった。前兆的なすべり現象であるプレス

リップの程度を体積ひずみ計で観浪1し , どの情報

を出すかギリギリの判断をするというもので, こ

れにも「うまくいくわけがないJ という批半」があ

るが, いずれにしろ注意報は形の上では茂木さん

の辞任から8年後に実現した

さらに中央防災会議は 05年 3月 ,東海地震が

予知なしに発生 した場合に想定される死者 9,200

人を半分の 4,500人 に減らすなど, 10年間の数値

日標を示した地震防災戦略を作った

東海地震対策大綱は大震法の制定から4半世紀

後の方針大転換となったが,大震法の改正や廃止

を行わないのはどうしても無ILFがぁる。法律を

作った国の面子があるにしても,欠陥を抱えた大

震法をそのままにしておくのはおかしい.大震法

は国民に「東海地震をはじめ大地震はみな予知さ

れるJと いう過大な期待を与えたことも問題だ

が,「あす起きるかもしれないJと いわれた東海地

震は 30年たった今も起きていない

中央防災会議の試算では東海地震が発生すると

経済的被害は 37兆円に達する 産業の大動脈が

ある地域であり, 日本の政治や経済にまで計り知

れない影響を与えるが,東海地震を警告 した石橋

さんは今,東海地震で通常の地震災害と原発災害

が複合した原発震災が発生することを心配し,静

図 3 1996年 4月 3日 付毎日新聞朝刊
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岡県の中部電力浜岡原発の廃炉を目指せと主張し

ている この問題もうやむやにはできない.

6.東南海・南海地震,首都直下地震の脅威も

大震法によって東海地震ばかりがクローズアッ

プされたという批判があるが,確かに日本でソとヽ配
なのは東海地震ばかりではない にヽつ, どこで,
どんな地震が起きてもおかしくないのが日本の宿

命だと改めてかみしめる必要がある.

まず東海地震より西側海域を震源域とする東南

海・南海地震がある.こ れも差し迫っている可能

性があるとして,東南海・南海地震防災対策特別

措置法ができた。同時発生の可能性が高いため東

南海 。南海地震と表記されることが多いが,東海
から九州までの広い範囲で大被害が出ると予想さ

れるため,国は震度 6弱以上の揺れや 3メ ートル

以上の津波に襲われる可能性の高い地域を地震防

災対策推進地域に指定した

やっかいなことに,東海地震が想定通りには起
きず,東海,東南海,南海の 3地震の連動,同時
発生の可能性が極めて高いことが過去の記録から

分かってきた.そ うするとM87の超巨大地震と
なって関東にまで被害範囲が広がり,死者は最大
で 2万 8,000人 と想定される

同じ海溝型地震では北海道,東北も決して安泰
ではない.Jヒ海道根室沖,宮城県沖地震など,北
海道から東北にかけての大平洋沿岸で今世紀初め

に予想されるM7～ 8ク ラスの地震に備えるため
の地震防災対策特別措置法ができ,同様に推進地

域が指定された.

阪神大震災,新潟県中越地震のような都市直下
地震の心配も尽きない.中でも政治や経済の中心

地の首都を襲う直下地震はそれこそいつ起きても

おかしくない.中央防災会議の首都直下地震対策

専門調査会は 05年 2月 ,首都直下地震が起きる
と (東京湾北部での M73の場合)最悪で死者約
1万 1,000人,経済被害は約 H2兆円に達すると
の被害想定をまとめた.

東海地震の被害想定に比べると,死者数で約
2,000人多く,経済被害は 3倍に達する。東海地震
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よりはるかに規模の小さい M7ク ラスの首都直
下地震がずっと大きな被害を及ぼすのは,直下地

震であることと,米国に次ぐ経済大国である日本
の首都という事情が関係してくる.

そこで中央防災会議は 05年 9月 ,首都に壊滅
的打撃を与えそうな首都直下地震に備えようと首

都直下地震対策大綱を決定した。「首都中枢機能

の維持Jと 「企業防災」を重視し,政冶,行政 ,
経済の各機関が地震発生後 3日間に最低限果たす

べき機能目標などを定めている 国は 92年に南
関東地域直下地震対策大綱を作ったが,そ の後 ,

情報通信技術や物流,金融の高度化,国際化が進
み,社会的,経済的状況も著しく変化したため新
たな対策大綱を打ち出した

阪神大震災で 30万人,中越地震で 10万人に達
した避難生活者は,首都直下地震ではケタ違いの

約 460万人と推定される。とてもこれだけの収容

能力はなく,地方への疎開や帰省の奨励,空 き

家・部屋利用, ホテルの空き室活用などによって

避難生活者を減らすことが大きな課題となってい

る.650万人にも上る帰宅困難者に対する支援も
必要で,企業などの取り組みが始まった.

中央防災会議はさらに 06年 4月 ,首都直下地
震の死者数を 2015年度までに 1万 1,000人か ら

5,600人 に半減 し,経済的被害も 112兆円から70

兆円に減らすことを目指した地震防災戦略をまと

めた.住宅の耐震化や木造密集市街地の整備を促
進し,企業に対しては災害時の事業継続計画の策
定を求める内容になっている。

全国の都市部には現在の耐震基準を満たさない

古いビルや表面的には分からない手抜き工事のビ

ルがかなりあり,震度 6弱以上の地震では中高層
ビルに相当の被害が出るのは避けられない.新耐

震基準を満たさない古い住宅も多い。全国の公立

小中学校の校舎や体育館などで耐震性に問題のあ

る建物がまだ半数近くあり,病院や官公庁の建物
にも問題がある。海溝型地震でも直下地震でも被

害軽減には,建築物耐震化率の大幅アップが不可
欠だろう

海溝型地震では津波も怖いことは 04年 12月 の

スマ トラ沖大地震で余すところなく示された。日



本でも三陸海岸などでは最大で 20メ ー トルを超

える津波の来襲が予想される どこに,い つごろ,

どの程度の波高の津波が来るかの予浪1精度をさら

に上げ,早 くて信頼される津波予報にしないと,

避難が遅れて犠牲者が大量に出る事態になりかね

ない

7.最低限の知識や必要情報をどう伝えるか

大地震を迎え撃つには国民一人一人が地震に関

する最低限の知識を身に付けておく必要がある

だが,こ れが意外にうまくいかず,「お寒い状態に

あるJと いったほうがいいのかもしれない.

よく夕1と して挙がるのは,Mと 震度の問題だ.

どちらも同じような数字で表されるため, この二

つは混同されることが多い.大学の講義で地震の

話をした自らの経験から言っても,Mと 震度の違

いがほとんど理解されておらず,「初めて両者の

違いを知ったJな どという反応が返ってくる 阪

神大震災などの後でも「今後もM6程 度の余震
が起こるかもしれないJと いう発表を,「また震度

6の地震が来るなら大変だJ ととった人がかなり

いたという これでは無用な,と 配ヽをさせることに

なってしまう.

震度階の改正によって, 震度 5, 6は それぞれ

「弱Jと「強Jに細分化されたのに,新聞ですらい

まだに「震度 5J「震度 6」 といった表現を使って

いることがあり, 非常に気になる.震度 5弱 と 5

強では揺れ方に通常かなりの差があり, これを一

括 して震度 5と 表現 したのでは一般の人の正しい

理解の妨げになるだろう.

「今の日本で地震予知の可能性があるのは東海

地震だけで, この地震ですら予知がうまくいくと

は限らないJと いう予知の現状についても一般の

人はほとんど理解していない.週刊誌などで「こ

の夏『巨大地震』が東京を襲うJと いった見出し

が躍るが,全 くいい加減な情報なのに不安を感じ

る人は少なくない 03年 7月 に M64と 比較的規

模の小さな地震が宮城県北部で起きた時に,当時

の首相が「予知はあったのか」と尋ね,関係者は

「首相ですらその程度の認識なのか」と驚いたと

いう話が伝わっている。

大災害時には的確な情報が何にも増 して重要に

なる.例えば,被災現場の状況がよく分からない

図 4 阪神大震災から10年たち,兵庫県長田区の商店街にはさまざまなメッセージが寄せられた (2005年 1月 )
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と,適切な救援,消火体制が取れない 現場に
真っ先に駆け付けた警察官など情報を集める側

も,各地からの情報を集約する側も正確な全体像
をつかむための訓練を積み重ね,実践に生かす必

要がある.阪神大震災や中越地震などを含め大地

震のたびに各地の震度情報がうまく伝わらないと

いった通信 トラブルが発生するが, 日ごろの機器

の点検で同じミスは繰 り返 してほしくないもの

だ.

通信手段の確保も重要なポイントになる。阪神

大震災で有効な通信手段となった携帯電話はこの

10年余で飛躍的に増えたが,中越地震では限界を

さらけ出し,孤立地帯が出た.今後は通信衛星を

使う携帯電話を備える必要がある。現在,1台 10

万円位までに下がったというが, これを孤立が′と、

配される地域の公民館などに備えておけば音声で

十分通話でき,お、くそうもまず起こらない。専用

線,フ ァクス,パ ソコン通信なども,NTTな どの
回線網から完全に独立 した多重のネットヮークを

構築しておきたい。

被災した住民も情報を待っている.阪神大震災
では最も要望が強かったのは余震の見通しに関す

る情報だったというアンケート結果が出ている.

被災者に地震情報や生活関連情報,安否情報を十

分に知らせる仕組みが欠かせない.正確な情報を

流し続けてデマ情報が飛び交う余地をなくすこと

が,パニック防止にもつながる.

最近,国や自治体は地震の被害想定を盛んに実

施するようになった。行政は被害想定を基に対策

を進めているが,住民に被害想定の結果を分かり
やすく伝え,住民自身が防災対策を行うのに役立
つようにすることが必要だろう

住宅の耐震診断や「このままでは危険だJと診

断された場合の住宅の補強があまり進んでいない

のは,十分な情報が住民に伝わっていないことも

背景にある.これまでは防災の基本は家具の固定

だといわれてきたが,震度 6弱以上の激しい揺れ
では通常の家具の固定はほとんど役に立たないこ

とが明らかになってきている.こ うした面での正

ししや情報の伝達も不可欠になっている。

繰り返 し地震の被害にあっている日本なのに一
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般の人の地震知識が十分ではなく,地震発生後の

情報伝達も必ずしもうまくいかないのは大きな問

題だろう.国民に地震のメカニズム,プ レートテ
クトニクス理論,海溝型地震と直下地震の違い,
Mと震度の違い,地震予知の難しさ,わが家の耐

震診断の進め方などを理解してもらうための防災

教育を行政と学者が協同で系統だって行う必要が

ある.行政側は最善の防災体制にするため点検と

見直しを怠ってはならない.

8。 ま と め

都市は昔と比べて様変わりした 高層ビルが林
立し,新幹線や高速道が縦横に走る。地下鉄や地

下街など地下空間は高度利用されるようになり,

IT社会を支えるインフラの整備 も進む.石油タ
ンクなど危険物は都市周辺に意外に多いし,都市
に人口や車が集中している.こ んな中で巨大な海

溝型地震や都市直下地震が襲えば,阪神大震災を

はるかに上回る被害が出ることは容易に想像でき

る.海溝型地震で卓越する長周期地震波の影響を

超高層ビルが直接受けた例はまだ世界的にない.

日本で「危機管理Jと いう言葉がマスコミにし

ばしば登場するようになったのは,阪神大震災後
である.地震発生直後に政府や自治体が救助・救

援活動や消火活動に速やかに着手できずに犠牲者

の数を増やし,行政の危機管理能力のなさを一挙
にさらけ出した反省が込められている.

大地震のような危機はいつやって来るか分から

ない,ひ ょっとしたら当分やって来ないかもしれ

ない。それだけに対処の仕方は難しい.住民も家

具の固定や水・食料の備蓄を始めたとしても,5
年も 10年 も地震が起きなければ「もういいや」と

いう気分になるのはある意味で避けられない。し

かし,特別な位置にある日本では地震への備えが

長期間役立たなければむしろ「もうけものJと考

え,決 して油断するわけにはいかない

一般の人たちが地震を正しく理解 し,地震の不
意打ちに適切に対処できるようになるためには,

国や自治体など行政や地震の専門家の果たす役割

は大きヽヽ 「ばらばら行政J「縦害Jリ イ予政」と批半1



されないように役所間の協力が必要だし,学者間

でも理学系と工学系がそっぽを向き合っているよ

うではまずい。広範囲の分野の人が一緒に研究

し,行政と学者が連携することが防災,減災に欠

かせず,行政,学者の両者と国民を含めての「情

報共有」が今後のキーワードとなる.

現在,高校での地学の履修率が 7%を下回って

いることから「地震のことをきちんと教育する機

会がなくなったJと嘆く声が聞こえる。その通り

だろうが,地震の問題だけでなく,地球温暖化や

生態系の破壊をはじめとした地球環境問題,水循

環,風水害,資源・エネルギー問題などにどう対

処していくかが今後の大きな課題になる

つまり地球のことをよく知ることが何にも増 し

て重要になりつつある 内閣府の総合科学技術会

議は「地球観測の総合戦略」と題する報告書をま

とめ,地球の現状や将来の理解のために基礎デー

タを得ることの重要性を訴えている。国際協力で

地球観測システムを構築することも提唱された.

地球のことをよく知る一環としての地震教育,防

災教育という視点が必要だろう.

防災の専門知識を持ち,い ざという時に地域の

リーダーとなって活躍する防災士を目指す人が増

えているという.NPO法 人の日本防災士機構が

認定する民間資格だが,地震や風水害などの自然

災害が続発する中で好ましいことであり,行政の

積極的な後押 しが望まれる.阪神大震災や中越地

震では全国から多くのボランティアが被災地に駆

け付け,救援活動を行ったが,今後も災害時にボ

ランティアがスムーズに活動できるように行政と

ボランティアの連携が課題になっている.

世界にはプレートの境界付近に住み,いつ海溝

型の巨大地震と津波に襲われてもおかしくない人

は少なくない.活断層近くで生活する人も数億人

いる 日本が的確に地震に対処できるようになれ

ば, こうした人たちの役に立ち,大きな国際貢献

になる.地震の基礎研究や地震予知,防災,減災,

そして強い都市造りに国として情熱を傾け,世界

に情報発信することは日本の使命だろう.

l_■山裕道

[よ こやま ひろみち]
現職 淑徳大学国際コミュニケーショ
ン学部人間環境学科教授

略歴 東京大学理学部卒,同理学系大学
院修士課程修了,毎 日新聞社科学環境部

長,論説委員等を経て現職

研究分野 地球・環境学
著書 「次の大地震大研究J(光人社),「いま地球に何が
起こっているかJ(ぴいぷる社),他
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発展途上国の組積造建物向けの耐震補強法の開発

目黒公郎

1.は じめに

地震被害の軽減を世界的規模で目指す場合に最

重要視すべき点は,犠牲者の多くが組積造建物の

崩壊によって生 じている点と, この改善が一向に

進んでいないことである.組積造とは石や焼成 レ

ンガ, ブロックゃアドベと呼ばれる単に天日干し

しただけの粘土ブロックなどでつくられた建物の

総称で, これが地震に対してブト常に弱い.現在で

も世界の人口の約 6割が組積造の建物に住み,地

震の建物被害による犠牲者の 7割以上がこの建物

の被害によって生 じている.組積造建物の耐震性
を高める対策を具体化し,普及させていかないこ

とには,世界規模で地震による犠牲者を減らして
いくことは不可能である

組積造建物の地震被害による死傷者率が,他の

構造タイプに比べて著しく高くなるのは,極端に

低い引張り抵抗力のために破壊が脆性的になり避

難が難しヽヽこと, 構成要素が/1ヽさいことから隙間

なく崩壊 し生存空間ができにくいこと, さらに崩

壊過程で大量の土ばこりを発生するために生存者

がいても呼吸ができないことがあげられる.

最近でもその典型的な被害が,イ ンド,ペルー,

イラン,パキスタン, インドネシアをはじめとし

て世界各地で発生 している。その中でも最も大規

模なものは,2005年 10月 8日 の午前 8日寺50分 (現

地時間)にパキスタン・イスラム共和国 (以下パ

キスタン)北部を震源として発生 した Mw76の

地震による被害である。この地震による被災地

は,図 1に示すようにパキスタンとインドの両国

に広がり,10万人以上とも言われる死者と300万

人もの被災者を生んだ.

パキスタンの首都イスラマバード市内にあった

鉄筋コンクリー ト (RC)11建のマンションビル
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(マ ルガラタワー)力半1壊 し,そ こに住んでいた邦

人 2名が亡くなったこともあり,わが国ではこれ

が大きく取り上げられた.しかしイスラマバード

市内での被害は局所的で, このマルガラタワーの

倒壊被害以外にはほとんど大きなものはない。こ

の地震よる被災地は,よ り震源に近いイスラマ

バードより北部の山間地域である。そして犠牲者

の大多数はこの地域に数多く存在していたノン・

エンジニアード (以下では Non E)構造物と呼ば

れる小規模な組積造建物の崩壊被害で発生 してい

る.こ れらは耐震基準とは無関係に,一般の人々

が現地で入手できる材料を使い, 自分たちで建て

て住んでいるものであり, これが壊滅的な被害を

受けた。

この種の問題は,「先進国の材料と技術を使っ

て対応すれば大丈夫Jと言ったところで何ら解決

しない問題である.本報では,世界の地震防災上
の最重要課題である組積造建物の耐震性を向上さ

せる環境を整備するために,その典型例として,
パキスタン北部地震による被害とその原因につい

て解説するとともに,被災地の復旧・復興や今後
の地震防災対策を講 じる上でキーとなる考え方 ,

そして技術や制度について紹介する.

2.被災地の Non E建物の特徴

パキスタン北部地震の被災地内の Non E建物

は,使われている材料や構造タイプから,al)低

品質 RCフ レームにコンクリートブロックゃレン

ガ,石などを積み上げた組積壁構造,a2)石積み

(用 いる石のサイズや形, 積み方, 日地の材料に

よってバ リエーションがある)の組積造,a3)ア
ドベ (サ イズにはバ リエーションがある)の組積

造,a4)レ ンガの組積造,a5)コ ンクリートブロッ

クの組積造,a6)_L記 の a2)か らa5)を組み合わ



図 1 カシミール地震の被災地域 (UN OCHA ReliefWeb)

せた組積造,の 6通 り程度に分類できる.

また地震被害を議論する上で重要になる屋根の

形態は,al)で は低品質 RCの スラブ屋根がほと

んどであり,a2)～ a5)で は以下の 2種類に分類

できる.組積造の壁に木製の梁を渡してその上に

柴や小枝を置いて,そ の上に石やアドベを載せ ,

さらにその上に土を盛って表面を平らにして屋根

(最終的な厚さ 20～ 50cm)と するものと,木製の

フレームの上を金属板 (波 トタン)で葺くもので

ある.後者は組積壁の上端の変位を拘束するだけ

でなく軽量なので,地震工学的には前者に比べて

各段に有利である.

3.Non― E建物の被災形態とメカニズム

多くの死傷者を出した Non‐ E構造の建物の被

災形態とそのメカニズム (図 2)の概要は,以下の

とおりである.

bl)RCフ レームそのもの (柱,柱と梁の連結部)
の強度不足によるフレームの崩壊が誘発 し

た被害 屋根が平面的に地面につくまで完
全崩壊 している夕1も 多い.

b2)RCフ レームと組積壁の連結部の強度不足
を原因とする大亀裂が組積壁の面外方向の

崩壊挙動を誘発した被害 片傾1の壁が壊れ
て屋根が外れて落下 している被害などが多
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い .

b3)組積造の壁と壁の連結力の弱さを原因とし
て発生 した組積壁自体の被害.壁と壁の連

結部に大 きな亀裂が発生 し,一方あるいは

両方の壁が倒れたり,一部分が欠損 してい

る.

b4)組積壁と基礎部分の連結力の弱
さを原因として発生 した壁下端

の大破損による全体崩壊 .

b5)周辺地盤や立地地盤の崩壊また
は変状を原因として発生 した建

物被害 .

上記のようなメカニズムで被災した

建物に対する対処法を,b5)のケース

とそれ以外に分けて簡単に説Ellす る.

b5)の ケースを除いた被害の主因

は,組積造壁 (RCフ レームを含む)の

極端な耐震性不足による.具体的に

は,組積壁がほとんど引っ張り強度を

有していないことに起因している.す

なわち壁の構成部材 (ブ ロックやレン

ガ, アドベや石)が簡単に面外に落下

し急激に支持力を失う.何らかの方法

で組積造壁を一体化し,壁内の構成部

材の面外への落下を阻止することが耐

震性を向上させるポイントである.

一方 b5)の ケースでは,建物が斜面

や崖 (河岸段丘)の上やそれらのすぐ

下などに存在し,建物の上の斜面崩壊

や建物が建っている地盤そのものの崩

壊によって建物被害が発生している.

このような立地条件では,地震動自体

が地形効果で増幅されている場合が多

い.対処法としては,事前のアセスメ

ントに基づいた土地利用規制で建物の

建設を制限することが重要である.た

だし今回の被災地では,建物の強度に

は問題がなく,地盤の問題だけが被害
の主因と考えられるものは非常に少な

かった。

(c)Non E構造の被害例 (a2,blタ イプ)

図 2 ノン・エンジニアード (Non E)構造の被害例

(a)山の頂まで広がる住家

(b)Non E構造の被害例 (al,blタ イプ)
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4.繰 り返される途上国の組積造建物の

地震被害を軽減するために
1)

地震防災上の最も効果的な対策は弱い建物の耐

震性を向上させることであるが, これを実現する

には 4つのポイントがある。

1つ 目は社会を構成するそれぞれの立場の人々

(政治家,行政, エンジニア,専門家,マ スコミ,

一般市民)の災害イマジネーション能力を高める

こと.災害イマジネーション能力とは,災害時に

自分が直面する状況を具体的にイメージできる能

力である.発災時の季節や天候,曜日や時刻, 自

分のいる場所や立場などを考慮した上で,時間経

過に伴って時々刻々変化する災害状況をイメージ

できることで現在の自分の防災上の課題が理解で

きる そして発災時には,直後対応から,復旧・

復興まで適切な判断と行動をとることができるの

だ。人間はイメージできない状況に対しての適切

な準備や対策は絶対にできない.災害イマジネー

ション能力が低いと,耐震化の推進がいかに重要

であるかが真に理解できない

2つ 目は適切な耐震基準を持つこと.こ こでの

「適切」とは,「先端的」とか「洗練された」など

の意味ではなく,現地で実際に対応しなくてはい

けない人々が「実際に問題なく使 うことのでき

る,守ることのできる」レベルの基準という意味

だ。

3つ 目は 2つ 目で指摘した「適切な」基準を準

拠 してもらうための環境整備,すなわち設計・施

工管理の体制や制度,エ ンジニアの教育・再教

育, 質のいい労働力確保といった問題である.2
つ目と3つ 目は主に新築建物に対して大きな効果

を持つが, これだけでは十分ではない 既存の建

物に対しての配慮が足りない.

最後の 4つ 目は,既存の建物の耐震性を向上さ

せる環境整備であり,具体的には適切な診断法と

補強法の提案,耐震補強を推進する制度の制定な

どである。その際には耐震基準の存在やその良し

悪しに関係なく,地元の人々が地元で入手可能な

材料を使って自分でつくる Non‐ E建物に関する

配慮も忘れてはいけない.

技術者は技術的な問題だけに取り組み,それが

解決されれば,最終的な目的が達成されると思い

がちだが,技術的な課題の解決だけでは最終目的

が達成されない場合も多い。またその技術も対象

国や地域の特性を十分踏まえたものでないと機能

しない ローカル・アベイラビリティ, アプリカ
ビリティ,ア クセプタビリティの視点が不可欠だ.

以上のような点を踏まえて,耐震補強の推進策

を考えると,「技術的な側面Jと「社会的な倶1面J

からのアプローチや議論が重要であることがわか

る。「技術的な側面Jと しては,ま ず耐震補強工法

が現地の技術 レベルで対応できるものであるこ

と,そ して用いる材料が現地で入手可能なことが

挙げられる。「社会的な側面Jか らは,現地の経済

状況を考えて価格的に問題がないこと,宗教や文

化,歴史や伝統などを踏まえた上で,現地の人々

に許容 してもらえるものであること,そ して対象

国や地域で受け入れ可能な耐震補強を奨励する制

度やシステムの整備である.

5。 著者提案の耐震補強法と推進制度
2).3)

(1)PP― バンドメッシュを用いた耐震補強法

前章で説明した視点に立ち,著者らのグループ

では,世界中どこでも入手可能な非常に安価な材

料と簡単で誰でも対応できる技術で,新築と既存

の組積造建物の耐震性を大幅に高める補強法 (通

称 100ド ル耐震補強法)を提案している。この工

法は組積造壁の両側をポリプロピレン製の荷造り

紐 (通常,PPバ ンドと呼ぶ)を用いたメッシュで

挟み込み, 日地に空けた穴から両側のメッシュを

連結する方法である (図 3).

この提案手法を用いて耐震補強すると,組積壁

は強度と変形能の両面で大幅に性能が向上する.

簡単な壁モデルを用いた面内・面外方向の載荷試

験 (図 4と 図 5)や ,振動台を用いた縮小モデル

(表 1)と 実大モデルの実験結果。から,提案手法

の驚 くべき効果が証明されている。本手法はク

ラックの発生自体を防ぐものではなく, クラック

が発生しても持ちこたえ,家の住人が怪我をした
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り亡くなったりする状況を防ぐこと,最悪でも,

住人に避難するだけの時間を提供することを目的

にしている.

提案手法によって耐震性が大幅に向上する理由

は,引 っ張り抵抗がほとんどなく脆性的に破壊す

る組積壁が PPバ ンドメッシュによって大きな変

形能を持ったためである。図 4に示すような簡単

な壁モデルを用いた面内・面外方向の載荷試験か

らは,補強によって,強度は数倍,変形能は40～

50倍以上向上できることがわかった (図 5).

実際の施工時には,生活スタイルを変化させな
い意味と,PPバ ンドの欠点である紫外線による
材料劣化を防ぐ意味から,壁の表面に泥やセメン

トモルタルを用いて PPバ ンド付の組積壁を被覆

する。しかし破壊実験では, クラックの発生や進

展を追跡する必要性から被覆はしていないので,

構造物サイドから見れば実験条件はより厳しいも

のになっている.

紫外線防lLの被覆の効果に関しては,著者らの

紫外線曝露実験から,泥でもセメントでも被覆厚

さ3mm以 上で透過率が 0%に なることを確認 し

ている。また温度による強度変化に関する実験も

行い,設計上全く問題ないことも確認している.

ちなみに, -20～ 50℃の範囲での強度の変化は最

大 15%程度あるが,強度が最小になる温度帯で

あっても, 実際に PPバ ンドに作用する最大応力

の 3倍以上の強度を有している

提案手法は,組積造を対象とした従来のほとん

どの補強法が新築時にのみ適用可能であるのに対

し,既存にも新築にも問題なく適用できる特長を

有している また被災地で大きな問題となってい
る瓦礫処理の問題も解決できる すなわち,提案
手法を用いて,被災家屋から排出されたレンガや

石, ブロック,泥をそのまま再利用して住家をつ

くれば,瓦礫処理が進むとともに,住宅再建のコ

ストが大幅に安 くなる。

(2)耐震補強を推進する制度の提案

上で説明した PPバ ンド耐震補強法のモットー

は「100ド ル耐震補強Jであり,家 1軒の耐震補強

を 100ド ル程度の価格で実現するものである。ち

なみに次章で紹介するパキスタンの被災地の典型

的な住家 (図 6)で は,1棟の補強に必要な材料費
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図 3 PPバ ンド補強法の手順
(既存建物の場合は日地にドリルで穴を空け,新築の場合は建設途中でストローなどを目地に挟み込むこ
とで穴を確保する 適当な間隔で空けた穴に針金やひもを通して,組積壁の両側のメッシュを連結する )
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図 4 提案手法による補強壁 (下段)と 非補強壁 (上段)の面外曲げ試験の様子
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は 30USドル程度で, 人件費を含めたトータルの

経費の増額分は,指導を受けながら初めて実施 し

た今回のケースでも全体の 5%程度であった。

一般的に現地では,住民が親戚や近所の協力を

得て, 自分で家をつくることが多い.ゆ えに将来
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Ⅳ■d、絆 n Net DeForlltaton(Inlll)

提案手法による補強壁と非補強壁の面外曲げ試験の結果

的に補強法が普及すれば,耐震補強に必要となる

費用はほば材料費だけになる.し かしそれでも地

域によっては個人負担が困難な場合 も少なくな

い.そ こで著者は,提案工法のパンフレットやガ

イドラインの作成に加えて,技術指導のコースの
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表 1 縮小モデルを用いた振動台実験の結果 (補強モデル)
(周波数と振幅を変化させた正弦波を振動台への入力として実験を行った 補強モデルでは 10Gを 超
える12回の入力 (最大 14G)を含めて多数の振動を加えたが崩壊しなかった 用いた振動台の性能上,

」MA7の加振はできなかった )
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図 6 提案手法で補強した実構造物 (竣工時の外観)

設立や,家の所有者にインセンティブを与え耐震

補強を促進する制度 (2段階インセンティブ制度)

を技術とセットで提案している この制度は提案
手法による耐震補強の実施者に,必要な材料費の

補填 +α の支援 (第 1イ ンセンティブ)を,将来
の地震時に被災した場合の支援保障 (第 2イ ンセ

ンティブ)を行うものである.こ うすることで,

将来の被害が大幅に減るとともに,政府の トータ
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ルとしての経費の大幅な軽減が実現する.

6 被災地でのデモンス トレーション活動

今回の地震で最も甚大な被害を受けた被災地ム

ザファラバードで,著者らは提案する耐震補強法

を用いた実大構造物の耐震補強工事のデモンスト

レーションと,縮小モデルによる公開実験を,地



域のディシジョンメイカー,エ ンジニア,マ スコ

ミ,国内外からの NPOや NGO関係者,一般市民

を招いて行った (図 7).こ れは災害イマジネー

ション能力の向上と耐震補強の重要性を伝える目

的で行ったものだ.

まず著者が世界各地の地震被害の特徴の解説と

提案手法の特徴やその効果を,過去の実験やコン

ピュータシミュレーションの結果を示しながら説

明した。説明に際しては,最近では国際的にも有

名になったネパールの地震防災の NPOで ある

NSET(National Society for Earthquake Tech‐

nology‐ Nepal,ち なみに著者はこの組織の立ち上

げに世界地震安全推進機構 WSSIの メンバーと

して,片山恒雄博士 (当時東大教授)ら と共に関

わった)の事務局長である Amad Dixit氏に著者

の英語のプレゼンテーションを現地語に訳 して伝

えてもらい理解に努めた。

JICAの支援を受けて,被災地の典型的な住宅

1棟 (壁はレンガ, 屋根は木製フレームに波 トタ

ン葺き,床面積約 60m2)を建設し,そ れに提案手

法による耐震補強を行った。またこの建物と全く

同じ形状の 1/6ス ケールの建物模型を 2棟作成

し, 一方を相似比を考慮して決めた断面の PPバ

ンドメッシュを用いて補強した。バネの力を起振

力として, レール上を振動する簡易振動台 (水平

1方向振動台)を現地で作成 し, この上に耐震補

強済みと非補強の 2棟の縮小モデルを設置して,

振幅を徐々に大きくしていきながら,両者の挙動

を比較 し,耐震補強の効果を説明した.こ の振動

台実験の実施に当たっては,NSETの 協力を得
た 提案手法に関する説明や実験は,参加 した多
くの人々の心を提えたようで,非常に盛会であっ

た。

7.おわりに

世界の地震防災上の最重要課題は,耐震性の低

い組積造建物に多くの人々が住み, この耐震性の

向上が一向に進まないことである。これを原因と

して,地震の度に多くの組積造建物が崩壊 し,多

くの犠牲者が繰り返し発生している

本報では,こ の問題を解決する環境整備のため,

2005年のパキスタン北部地震による被害とその

原因を解説するとともに,被災地の復旧・復興や

今後の地震防災対策を講じる上でキーとなる考え

方,そ して技術や制度について紹介した。すなわ

ち,著者の提案する簡便で超低コストであるにも

かかわらず効果の非常に高い組積造建物の新しい

耐震補強法の研究とその普及に関わる活動であ

る.さ らにパキスタン北部地震の被災地で実施し

た著者提案手法による耐震補強工事と,簡易振動

台を用いた公開実験について紹介した。

地震工学の先進国の研究者が, ロー

カル・アベイラビリティ,ア プリカビ

リティ,ア クセプタビリティを強く意

識 して途上国の組積造構造物の耐震補

強対策の研究に本格的に取り組む例は

ほとんどない。それは先進国には,地

震防災上問題となる組積造建物が少な

いからであるが,数多くの組積造建物

を有している国や地域の研究者におい

てもこの種の研究は活発ではない.例

えば, トルコやイラン,イ ンドなどは

地震工学の世界ではかなり高い学問レ

ベルを有する国であるが, これらの国

の研究者は日本や米国の研究者と同じ

ような研究スタイルと研究テーマの研図 7 現地での公開振動台実験の様子

発展途上国の組積造建物向けの耐震補強法の開発-45



究を進めている。しかし超高層ビルや長大橋梁の

地震挙動や複雑な地震動解析などの研究を進め

る,そ の足下では多数の組積造構造物の地震被害

によって多 くの犠牲者が繰 り返 し発生 している

(も っとも, この点は日本も偉そうなことは言え

ない.多数の老朽木造建物の耐震補強の問題は同

様である).こ の背景には,大学の研究者が組積造

の耐震性の研究をしても,一般的に研究論文にな

りにくいし,研究業績として評価されないためで

ある。また企業の研究者においては,組積造構造

物の研究が営利に結びつかないからである.

著者は本報で紹介した研究を,組積造の地震被

害が重要課題である国々からの留学生と進めてい

るが,一般的に彼らも訪日直後は高層ビルや長大

橋の地震応答とか振動制御など,先進国と同様の

研究対象を同様の手法で行うことを望む。その理

由は彼らが自国の地震被害に無関心であるという

よりも,研究者としての評価が最新の研究分野の

成果に対してなされる傾向が強いからである。も

ちろん,研究者としての知的興味や好奇心が最新

分野の問題に偏りがちなこともある.

そこで著者が彼らにアドバイスしている点は,

「 100ド ル耐震補強Jの研究が「破壊」という極め

て複雑で難しい現象に取り組むこと (知的興味の

誘発),研究手法として用いる実験と数値解析技

術はいずれも世界最先端の技術であり, この研究

を通してこれらをマスターできること (先端技術

取得の約束),こ れらの技術や手法があれば,大学

院修了後も様々な研究課題に対して,た くさんの

研究論文が書けること (将来への不安の除去)で

ある これを十分説明した上で,対象としては自
国の被害軽減に直接役立つ課題の研究 (母国や実

社会への貢献に対する道義付け)の実施を進めて

いる。こうすると研究成果を上げた彼らは母国に

帰り, 自分の成果で母国の問題解決に励む,そ し

てリーダーとして活躍する 先進国の問題を先進
国と同様の手法で学んだ学生が,母国に帰っても

成果を活かせる仕事がなく,ま た魅力も感じず,

結果的に「頭脳流出Jを生んでしまう状況との大

きな差がここにある.途上国の学生を公的な資金

援助で受け入れて教育する側としては配慮すべき

46-地震ジャーナル 42号 (2006年 12月 )
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研究分野 都市震災軽減工学
著書 「被害から学ぶ地震工学―現象を素直に見つめて
一J(鹿島出版会,伯野元彦と共著),「都市デザインー日
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震が来た (漫画)」 (ポプラ社 監修),「 じしんのえほん
(絵本)J(ポ ブラ社 監修),「大地震 死んではいけな
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部分執筆),「天災 。人災,海洋災害の分析と防災対策」

(生物研究社,分担著)他



｀
地震予知をめぐるさまざまな思い

地震予知に学者が四苦八苦する中で,1970年

前後に京都府宮津市の椋平 (む くひら)広吉さ

んがニジを見て地震を予知できると称 し,新聞

やテレビでもしばしば取り上げられた。椋平さ

んは予知の的中率 86%と 豪語し,「椋平ニジを

放っておく行政や学者はけしからん」という声

も上がっていた。

76年 9月 に現地を訪れて予知 した証拠とい

うはがきにはからくりがあることを突きJ三め,

毎日新聞社会面 トップで「“椋平ニジ"は幻だっ

たJと報 じた。この記事に対し毎日新聞の投書

欄には「読みごたえがあったJか ら「老人の哀

れにも悲しい仕草を大々的に暴く価値があるの

かJと賛否両論が載った。その後,椋平さんは

あまリマスコミに登場することもなくなり,92

年に 89歳で亡 くなった.

その椋平ニジ報道と相前後して東海地震説が

唱えられ,東海地震の予知を前提とした大震法

の制定で予知は可能というムー ドが高まって

いった。私は 79年 10月 から毎日新聞の科学欄

で『大地震 警報時代の幕開け』(こ のタイトル

は今考えるとオーバーだった)と 題した続き物

を 1年余にわたって掲載 したが,当時の取材で

も地震予知悲観論は根強かった.

東大教授だった竹内均さん (故人)は「今の

状況では地震予知なんてできっこない」と断じ

た。東大地震研究所から気象庁に転じ,政府の

地震調査委員会委員長も務めた津村建四朗さん

はそのころ「東海地震の予知は五分五分より,

多少難 しいのでは」という見方をした

そして 94年 10月 の北海道東方沖地震 (M

81),95年 1月 の阪神大震災などの不意打ちを

食って地震予知への風当たりはますます強 く

なった 東大教授のロバー ト・ゲラーさんは

「大地震に特有の前兆はなく,予知はできない」

と予知否定の急先鋒となった 東大地震研教授
の菊地正幸さん (故人)も「今の時点では地震

は予知できないし,東海地震も決して例外では

ない」と主張した.

これに対し東大地震研教授や地震予知連絡会

会長,判定会会長を務めた茂木清夫さんは,最

近は地震の観測網が格段に充実し,予知の可能

性はむしろ高まってきたとし,「地震予知は決

して手の届かない夢物語ではない」と言う.特

に東海地震の予知については「何とかなるJと

希望的に考える地震学者は今も少なくない

地震予知をめぐっての異色の人は北大教授や

国立極地研究所所長を務めた島村英紀さんだろ

う.著書の中で,巨費を投 じた地震予知計画が

前兆を追い求めることだけに力を注いだなどと

指摘し,役所や学者を批判 している。島村さん

は海底地震計のノルウェーヘの売却に関して詐

欺の容疑で逮捕・起訴され,ま もなく判決が言

い渡されるが,周辺からは「予知絡みの言動が

北大の告訴につながったのではJと いう同情の

声も上がる.

予知を追い続けた者として「地震予知は妖し

い魅力を秘めているだけに, さまさまなドラマ

を引き起こした」と思う。地震の基礎研究がこ

こまで進み,観浜1網 も充実したのに,予知をめ

ぐる人々の思いに一つの結論が出るのは, 日本

を揺るがす東海地震の発生の時しかないという

のは残念なことと言わざるを得ない.

(横山裕道 :淑徳大学)

地震予知をめぐるさまさまな思い一-47



断 ■・ ‐ 1鶴欝 蒻― 犠おlFOI総・1露6購靭簿確舞場20鶴

ニ
ジ
を
築
て
筆
甕
驚
゛
知
す
る
と
い
ヽ
‘

竿^

（
む
く
さ
χｂ
）
本
奉
さ
ん
や
苺
，
京
郷
驚
奮
糠
摯
群
ゆ
察
簿
妙

〓
´
蔭
，
職
イ
ン

，
キ
だ
，
、

無
は
難
鍾
し
た
。
襲
蟻
に
な
。
て
、
ジ
鐵
し
た
鐵
郎
と
一
う
難
が
華
に
は
カ
ラ
タ
リ
藩
あ
る
こ
２
，
わ
か
ぅ
た
ｋ

艤

警

謬

摯
７
菫

懲

へ

篠
警

ん

」
膠

霧

奪

て
い
峯

一苺
鱒
鬱

装

磯

も

も̈

鬱

一
康

平
・フ

翁

奎

磯

難

韓
饗
饗
で
あ
っ
た
」
と
ゆ
鐵
饉
覇
登
黎
レ
峯
マ
鶉
鰻
が
議
護
、
マ
ス
コ
ミ
が
彗
か
ら
を
つ
上
げ
嬢
雲
↓
苺
‘
“
て
、
篠
慈
な
霊
鐵

〓

経

夕
式

ち

議

警

建

書

撻
書

妻

え

継
〓

〓

ち
絡

ぶ

。
ｔ
ｔ

廠

一
饉

撼

だ
〓

離
粟

サ
ｋ
ｔ、
競
惨
穏
等
，
篠
菱
憔
鷺
壼
悌
■
に
）ｔれ
議
驚
露，そ
彗
彎
〓
邊
薄
■
雌
ｏ
ま
藤
絨
鷲
督
燿
篠

ま
ま

。
鶴

難

籍

争

な
箸

‡

テ

難

扱

み
≡

番

≡
≡

寄

紺
野

ふ

職
苺
‘
の
で
す
、　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
一　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
・　
　
　
　
　
　
　
　
査
綺
，
議
鐵
認
経
）

こ
■
し
′
薦
熱
菫
０
■
級
彎
燿
や

”摯
糠
′
０
た
Ｉ
な
、
歓
平
さ
ん
が
よ
＾

に
遷
ぅ
な
■
な
る
書
藩
難
●
絨
”
彗
¨
≡
０
議
苺
に
一村
疇
が
機
た
一　
．

衿

ヅ̈

熱

難

颯

鍵
醸
鵜

ポ
は

棒
黎
毒
ジ
篠
警
の
慶
一“
攀
爾
添
な
い
う

稼

電

　

　

　

　

　

　

・

磯
難
憲
ま
ァ
寓
脅
‘
年
ｔ
藤
●

霧

Ｋ

鷲
遜

鷹

艦

思
韓

〓

，ヽ
な
り
，
，
きヽに
越
こ
基
‘，
“
絨
要
餞

総
鶴
澪
や
０集
ｒお
裁

雰
ふ
菱

修
，
髯
再
一，
裁
と
一
，
ｔ〓
露
鷲

一墓
冤
螢
撃
総

・　

一　

●

一咸

隆

“

蒸●撻菫資鑽 轟 ,●鐵潟書まう綴率さん

べ
ｔ

員
菫
板
ヽ
数
年
菫
ん
棒
鏡
十
年

，
に
お
だ
０
年

一
”
み
に

苺
餞
静
豊

全
議
で
に

〓
熱
餞
磁
議
振
Ｆ
と
な
ず
薔

電
す
素
を
機
し
て
い
一や
ヒ

オ
摯
参
⇒

ヽ

嘉

燻

■

難

警

ｔ

つ
ま

り
ヽ
事
崚
０
い
い
構
苺
０
壺
摯
壼
を
饗

い
ヽ
錐
酵
警
巌
摯
驚
し
菫
ム
で
醸
し
た

あ
と
、
鑽
紙
な
ア
レ
ビ
‘
短
，
な
趣
震

ゆ
内
審
を
警
ミ

こ
っ

゛
畿
摯

お
？

〓

ｔ

ｔ
、●
Ｉ

粂
鉾

鱗
参

つ
電

鱗

な
な

窄

解

０
ぶ

つ
議

落
薔
縫
が
、
小
渡
蔵
，
Ｔ
〓
二
篠
蟄
，

職
し
て
い
た
０
一
メ
ー
ト
“
“ｔ
，
ら
い

う

０
●
難

寵

警

渡

苺
ゝ

織

穐

撥

禁

ヽ

筆

見

〓

職
漱
攀
や
勒
畿
の
燿
磯
幾
睦
゛
露
い
，

麟

撃
會
９
奮
ス
な
か
。
ち

一
な‐
お
地
元
に
は

″糠
平
進
著
″が

襲
隊

政
塔
゛
′
１
●
す
ヽ

嶽
廿

一

ジ
鷲
響
ン
ヽ
い
る
俊
瞑

熱
な
綺

“
撃

平
峰鷺
″

に
嚢
爾
な

い
さ
ユ
ヽ

議
事
さ
ん
に
よ
を
，
ヽ
ニ
ジ
腱
機
０

鷲

穫

纂

鍵

釜

鰹

難

、

軽
饉
響
事
蘊
熱
鍮
て
ま
る
と
い
う

が
い
本
人
数
外
ニ
ジ
を
築
〓
＾
蟻
い
な

い
。
，
ヽ

苺
滲
ち
鷲
ま
で
撃

０
，
い
準

で
、
や
，
■
ヽ

予
対
し
ヽ
と
絡
す
る
嫁

が
奮
“
撥
ラ
タ
”
お
藉
る
ら
し
い
こ
と

資
ノか
場
ヽ

機
驚
類
が
ぎ
は
、
鑑

と
ん
生
警
番
為
露
際
螢
ツ
し
て
酪

蓼
●
て
い
る
０
て
、
お
ヽ
に
見
せ
て
も

掟ヽ
Ｆ
掛
、
た
０
葉
の
■
集
雄
‘
ん
贅

レ
が
銀
ｔ
●
て

ヽ
機
撻
に
０
か
０
た
と

ヽ
う
で
驚
〓

一ジ
⇒
機
ｔ
，
Ｅ
鷲
無

や
、
と
い
０
て
参
菫
機

と
を
■

撥
も
鷲
‘
糠
年
多
λ
″が

「
二
一ツ
辱
疇

一７
が
っ
た
一
一
〓い
一
ｒ
級
摯
資
ｒ
軽
ヽ
一を

奎
輩
露
肇
Ｖ
ゝ
ヽ
減
ヽ

ふ議
驚
ふ
な０

鬱

麓

鷺

薔

毎

線

に

驚
し
〓
ム
で
資
し
な
よ
つ
お
饉
が
な
っ

薔
滉
癖
、
き

輔
餞
嘔
陽

繊
鷺
疇
嗜

枡
釉
賭
難

巡
鱚
鰊
饒

輝
雛
尤
錢
輔

議

蓋

曇

麟

一
襟

、
戦

一ち
動
遂
移
霧
義
ヤ
■
ヽ

絆
酵
〓
ジ

●機
響
憮
鷲
鵞
農
讐

藤
ず
奎
に
ヽ
セ
た
０
４
■
一
カ
鐵
機
を

鬱

議

爾
書

鐵

書

懲

簿

議

一整
鰊
等
機
レ
て
い

鷺

磯

轟

持
霧
た
ち
０
黎
〓
機
っ
て
か
い
て
い
た

め
燿
を
，
，
　
　
一　
　
　
　
　
　
・

ふ灘
営
ジ
彎

ご
射
菫
笛

一量ま
一
た
機
薬
に，
，こ
議
れ
る
と
い

亀

一」鮮
豊
ま
窒
溶
攀
一

に
韓
じ

χ
ｒ

ヽ
篠

や

Ｌ

ジ
●
鷲
総
な
位
裁
ヽ
護
Φ
饉
菫
、

継

擁
腱
鰺
な
ど
が
ら
灌
震
一壼
露
額
す
０

と
な
會

心
擁

篤

策

華

麟

蓋

！
灘

■

難
一激

模

鷺

鶴

鷺

贅

鬱

凝

壼鶴

漱
彗
〓
覆
ぶ
蠍
〓
機
宰
〓
ジ
●

議
ｏ
で
継
く
（
銀
苺
撃
磁
饉
け
レ
が

お

轟

獲

難

薔
纂

学

奮
議
議
電
機
理
控
Ｉ
´
痰
警
ニ
ジ
鷺

難
藤
の
が
で
透
く
ヽ
、
額
率
さ
ん
の
譲

理暑

灘

轟

糞

警

霧

難

撻
露
し
ｒ
い
る
「穣
餞
墜
」
に
金
ま
っ

た
、
，一筆
ヵ
猛
‘
↓ケ
最
率
さ
ん

舞鐵
要
識
懸
購
稀
藤議

図 1976年 9月 26日付毎日新聞朝刊

つ
亀

一
”
摯
に
豪
篠
絡

一響
織
ぢ
Ｆ
】十4

機
警

象

（
奪

０

あ

48-地震ジャーナル 42号 (2006年 12月 )



確定報・最終報

本年 (平成 18年 )5月 19日 ,消防庁より「阪

神・淡路大震災について (確定報)Jと いう報告

が出された。災害が発生 してからH年 4カ 月
を経て,や っと被害が確定したということにな

る.阪神・淡路大震災の第 107報 (平成 15年
12月 25日 )か ら第 108報 (平成 17年 12月 22

日)に改訂された際は, 死者数が 6,433人から
6,434人へと死者 (関連死)が 1人増えただけで

あったが,今回の確定報では人的被害や住家の

全壊・半壊数は変らないものの,そ の他の物的

被害数が大きく変化 している.住家の一部破損
は263,702棟 か ら390,506棟 に増え,公共建物

や文教施設などの被害数 も大幅に増えた.ま

た,建物火災の件数は 261か ら269へ ,全焼棟

数 も6,982か ら7,036へ と,そ れぞれ増大 して

いる.こ のような被害の認定は,た とえば裁判

などで長引く場合もあるだろうし,兵庫県では

震災から10年 を経て,改めて再調査や確定作

業がなされるなどの事情があったようである.

消防庁がとりまとめる「災害情報Jは,地震

や水害などによる被害状況の公式記録として,

一般に広く認知されている.地震災害の場合に

っいて, この情報がどのようにして作り出され

ているのか,あ らためて追跡してみよう。まず ,

ある程度大きな地震が起きると,消防庁は震度

4以上を記録した都道府県に対 して被害状況を

報告するよう要請を行う 要請を受けた都道府
県では,各市町村からの災害報告を集めて集計

し,消防庁に連絡する.災害報告の名称は自治

体によって様々なようであるが,時間の経過に

伴い,発生報告 (災害速報,即報,第 1報 ),中

間報告 (第 2報,第 3報,…),決定報告 (災害

確定報告,確定報,最終報)の 3段階に分けら

れる.報告提出のタイミングも基本的に各自治

体の判断にまかせ られているようであるが,

「災害確定報告については災害の応急対策が終

了してから20日以内に行う」などと定めてい

る自治体もある.

消防庁では, このようにして各都道府県から

集まってきた被害の情報を集約し,第 1報,第

2報,… として公表していく。そして,全ての都

道府県からの決定報告 (確定報や最終報)が

揃った段階で「確定報」ないし「最終報Jが出

される.確定報と最終報の区分は必ずしも明確
なわけではないようであるが,確定報は何らか

の被害が発生 した場合の最終的な数字であるの

に対 し,最終報は被害の報告がどこからもな

かった場合の最終報告として処理されているよ

うである

それほど大きくない地震については,そ の日

のうちか,2～ 3日 中に確定報や最終報が出され

る場合も多いが,大地震では,すべての報告が

出揃 うまでに相当の時間がかかる.た とえば

2004年 10月 の新潟県中越地震では, 2006年 7

月現在,ま だ第 71報で止まっており,確定報は

出されていない。たとえば,一部の被害の認定
について裁判や調停に持ち込まれ,決着が付く

までに時間を要することが予想されるなどの場

合は,の ちに数字が前後する可育旨庄を残してい

るため,最終的な報告とはできないのであろう。

以上のような集計作業の過程を見ると,確定

報といえども,災害発生から一定の期間に生 じ

た被害を公平に漏れなく拾っているというわけ

では必ずしもないことがわかる。市町村単位や

県単位で確定報が届いた所から順に被害数は固

定され,あ とからの報告はこれに合算されるシ

ステムであるため,確定が遅れている単位では,

たとえばその間に亡 くなった人が関連死として

カウントアップされていくのに対し,早々と確

定してしまった単位ではもはやカウントされな

いということがあり得る.すなわち, 自治体の

単位ごとに集計期間は異なっており,そ れらの

総和が消防庁から発表されていることになる.

一般に,震源から遠いところほど被害は早め

に確定し,近いところほど尾を引くのは当然な
ので, このような結果になることは現実問題と

してやむを得ない。この種の問題にどこで境界

線を引くかは常に曖味さが残るところであり,

結局は「決め」の問題になるのであろう.

(本小稿を作るにあたり,消防庁および消防大

学校消防研究センターより色々と御教示を頂き

ました。記して感謝いたします.)(岡 田義光)
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・地震予知連絡会情報・岡田義光・ ■

定例の地震予知連絡会は,第 169回が 2006/8/21,第
170回が 2006/11/20に 開催され, 2006年 5月 ～10月 に

おける全国の地震活動・地殻変動を中心として報告と検

討がなされた この間, 日本周辺で特に大きなイベント
はなかったが,第 170回 予知連が開かれる直前の 11月
15日 には千島列島でM79の地震が発生 し,国内で数
10cmの津波を観測した 一方,国外では5月 27日 にイ
ンドネシアのジャヮ島中部で M63,次いで 7月 17日 に
はジャワ島南方沖で M77の 被害地震があった
毎回テーマを決めて詳細な検討を行っているトピック

スとしては,第 169回に「沈み込み帯における非地震性
すべり(1)東海スロースリップJ(世話人 :加藤照之委員)

が, また第 170回 には「沈み込み帯における非地震性す

べり(2)短期的スロースリップJ(世話人 :平田直委員)
が,それぞれ取り上げられた

1.北海道地方

2006年 6月 13日 ,十勝支庁中部豊頃町付近の深さ86
kmで M47の地震が発生し, 最大震度 4を記録した
また7月 17日 には,ほ ぼ同じ場所で M40の地震が発
生し,最大震度 3を 記録した 両者の震源は大平洋プ
レートの二重深発地震面の中間あたりに位置している

が,発震機構解の張力軸は6月 の地震がプレートの沈み
込み方向を向いているのに対し, 7月 の地震はほぼ鉛直

方向であった (気象庁)

2006年 8月 18日 ,サ ハリン南部の西海岸付近でM59
(USGSに よるMwは 55)の地震が発生し,国内では最
大震度 3を記録した 地殻内で発生した地震であると考
えられ, ほぼ東西に圧力軸を持つ逆断層型の発震機構は

震源付近の広域応力場に調和している (図 1:北大)今
回の震源の近くでは,1971年 9月 6日 に深さ9km,M69
の地震が発生し,岩内港で 35cmな ど,北海道沿岸で津
波が観測された例がある (気象庁)

2006年 9月 30日 ,根室支庁南部風蓮湖付近の深さ74
kmで M46の地震が発生し, 最大震度 3を記録した
発震機構解の圧力軸は太平洋ブレートの沈み込む方向を

向いており,二重深発地震面の上面で発生した地震であ
る (気象庁)

2006年 11月 1日 ,日高山脈南部の深さ49 kmで M48

50-地震ジャーナル 42号 (2006年 12月 )

の地震が発生し,最大震度 4を記録した 発震機構は北
西―南東方向に「■力軸を持

つ逆断層型で,大平洋プレー
トと陸のプレートの境界で発生 した地震である (気象

庁)

2003年十勝沖地震 (M80)の アスペリティ付近の地
震活動は1998年後¥く らいから静穏化したことがすで

に報告されているが, この期間には同領域で地震活動の

b値 も徐々に下がっていたことが明らかになった 根室
沖でも最近は地震活動が低下していることが指摘されて

いるが,こ こでもb値が現在低下中であることがわかっ

た ただし,静穏化域とb値の低下域は異なっており,
静穏化域は根室沖アスペリティの北西方向深部延長部で

あるのに対し, b値低下域はアスペリティ付近となって

いる。なお,十勝沖や根室沖におけるb値の低下と同期
して,北海道北部では逆に b値が徐々に大きくなってい

る領域が見られるとのことであった (北大)

km
―0    50

141°      142°     143°     144°

2006年 8月 18日 サハリン近海の地震 (Mw 55)背景
は2003年 と2004年 の 2年間に観lElさ れた北海道北部か

らサハリン南部にかけての地震活動を示す [第 169回 :

北大資料より合成]

46°

45°

44°

図 1



2.東 北 地 方

2006年 5月 14日 ,秋田県内陸南東部の深さlkmと

いうごく浅いところで M44の地震が発生し,最大震度

2を記録した。震央は栗駒山の西方に位置している 発
震機構は北北東―南南西方向に張力軸を有する正断層型

であり,通常この付近で起こる東西圧力軸の逆断層型と

はかなり異なっていた (気象庁)

2006年 6月 17日 ,三陸はるか沖の深さ1lkmで M57
の地震が発生し,最大震度 2を記録した 震源の位置は,

1968年十勝沖地震および 1994年三陸はるか沖地震が発

生した場所に近く,発震機構は西北西―東南東方向に圧

力軸を有する逆断層型であった なお,三陸沖北部のプ
レート間地震 (M80前後)の想定震源域とされる領域

では,1970年以前に較べて最近は地震活動が静かになっ

ているとの報告があった (気象庁).

2006年 7月 1日 ,宮城県沖でM53の地震が発生し,

最大震度 3を記録した 震源は2005年 8月 宮城県沖の

地震 (M72)の 余震域北端に位置しており,発震機構は

北西―南東方向に圧力軸を有する逆断層型であった こ
の地震の発生によって,周辺の地震活動の状況に特段の

変化は見られなかった (気象庁)なお,2005年 8月宮城

県沖の地震 (M72)の 余効変動は現在も継続しており,

GPS連続記録によるプレート境界面上の余効すべりの

時間変化や,小繰り返し地震による準静的すべりの時空

間変化などが報告された (東北大).

2006年 7月 6日 ,仙台市北西部の深さ1lkmで M43
の地震が発生し,最大震度 4を記録した 発震機構はこ
の付近でよく見られる北北西―南南東方向に圧力軸をも

つ逆断層型であった.余震分布はおよそ北西方向に傾斜

しており,発震機構解の西傾斜の節面と調和している

この付近では1998年 9月 15日 に今回の地震とほぼ同じ

発震機構を有するM52の地震が発生し,長町―利府線

断層帯の深部延長部が活動したものと推定されている

今回の地震はこの深部延長線より浅く,普段から地震活

動が活発な断層上盤側で発生したものと考えられる (図

2:東北大,気象庁).

2006年 10月 2日 ,三陸沖の深さ56 kmで M52の地

震が発生し,最大震度3を記録した.発震機構は北北西―

南南東方向に張力軸を有する型であり,二重深発地震面

の下面を延長した付近のやや深いところに位置してい

る。今回の震源付近は地震活動が普段あまり見られない

場所であり,Mの小さな地震は過去にいくつかあるもの

の,M5以上の地震の発生は珍しい (気象庁)
2006年 10月 11日 ,福島県沖の日本海lltに近いところ

で M60の地震が発生し,最大震度 3を記録した 発震

東IL大 学等により推定されている

長町―利府腺断層帯の地下深部

図 2 2006年 7月 6日宮城県仙台市付近の地震 (M43)と ,

1998年 9月 15日 の地震 (M52)お よび長町―利府線断

層帯との関係 背景は, 1998年 9月 から最近までの■ll
間に発生した深さ20km以浅の地震活動を示す [第

169回 :気象庁資料]

機構は西北西―東南東方向に圧力軸を有する逆断層型で

あった この地震のあと,10月 13日 には北に 10kmほ

ど離れた場所で M50の 地震が,ま た 10月 18日 には,
さらに北へ 15 kmほ ど離れた場所で M50の 地震が発

生 した この海域は,普段の地震活動があまり活発なと

ころではないが,今回と同様な活動は過去にも見られた

(図 3:気象庁)

3.関 東 地 方

2006年 7月 6日 ,茨城県南西部石下町付近の深さ49

kmで M39の地震が発生した 発震機構は北西―南東
方向に圧力軸をもつ低角逆断層型であり, フィリピン海

プレート上面で発生した地震であると解釈される この

地震による地震波形記録を精査したところ,14年前の

1992年 7月 29日 に同じ場所で発生したM39の地震時
の波形と酷似していることがわかった このことから,
この地震はプレート境界で発生する相似地震のひとつで

あり,グループのすべり履歴を調べてみると年間 23cm

の平均すべり速度が推定された これはグローバルなプ
レート運動モデルから推定されるプレート運動速度であ

ス●J―イJオ象断獨誉
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奪理の地震 畿

2006年 10月 11目 福島県沖の地震 (M
60)と ,そ れに引き続いた 10月 13日

(ヽ150)および 10月 18日 (M50)の 地
震 背景は,1997年 10月 から最近まで

の期間に発生 した M2以 上の地震活
動を示す [第 170E・ li気象庁資料 ]
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下段は1992年 7月 29日 の地震と今回の地震について、 銚子・塩山・中伊豆における上下動記録を比較している な
お,CCは波形の相互相関係数の最大値を示す [第 169回 :防災科研資料]
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る年間 29cmと ほぼ一致している (図 4:防災科研)

2006年 7月 9日 ,東京湾北部の袖ケ浦市沖でM34の

地震が発生し,千葉県で震度 3が観測された。ほぼ 1年

前の2005年 6月 1日 に羽田沖の深さ約 30 kmで集中的

に発生した3つ のM4前後の地震より東へ約 10 kmの

地点に位置し, その深さは7km浅い23kmに推定され

た 発震機構は,羽田沖の地震がいずれも南北圧力軸の

逆断層型であったのに対し,今回の地震は北西―南東方

向に圧力軸を有する横ずれ断層型であった このことか
ら,今回の地震はフィリピン海プレート上面より浅いと

ころで発生した地殻内地震であると推定される (防災科

研)

2006年 8月 31日 ,千葉市付近直下の深さ76kmで M
48の地震が発生し,震度 4を記録した また,9月 7日
にも深さ69 kmで M46の地震が発生し,震度 3を記録

した 発震機構はいずれも東西方向に圧力軸をもつ逆断
層型であり,大平洋ブレート上面で発生した地震である

この地震の震源付近では, 2005年 7月 23日 にM60の

地震が発生し,最大震度 5強を記録している (気象庁)

なお,8月 31日 の地震については,大平洋プレートの上

面境界で繰返し発生する相似地震のひとつであることが

判明した これと波形が酷似する同規模の地震は 1984/
12/17,1991/11/19,1998/11/8に も観測されており,こ

れらから見積もられるプレート間の平均すべり速度は

57cm/年 と推定された (防災科研).

2006年 10月 14日 ,房総半島南東沖の深さ64kmで M

51の地震が発生し,震度 4を記録した 発震機構は東北

東―西南西方向に圧力軸をもつ横ずれ断層型であった

今回の地震の震源付近では2004年 7月 17日 にM55の

地震が発生するなど,M5前後の地震が時々発生してい
る (気象庁)

4.伊 豆 地 方

2006年 5月 2日 ,伊豆半島東方沖の深さ15kmで M51
の地震が発生し,最大震度 4を記録した。発震機構は北

北西―南南東方向にl■力軸をもつ横ずれ断層型であり,

直後の 18時 26分にはM43の 余震があった 伊豆半島
東方沖では2006年 4月 17日 より地震が多発し,4月 21日

にはM58の地震が発生したが,その後は活動が低調に

なっていた。今回の地震はそれらの活動域から東に約 10

km離れた相模 トラフ軸に近い場所で発生したものであ

り, この周辺ではM5級の地震の発生は珍しい (図 5:

気象庁)な お,伊豆半島東方沖では,11月 10日 から再
び小規模な群発地震活動が生起し,傾斜計や体積歪計に

変化が記録された (防災科研,気象庁)

2006年 7月 9日 17時 48分,新島・神津島近海の深さ

1l kmで M48,同 18時 11分 にもM30の地震が発生
し,い ずれも最大震度 4を記録した このあと7月 10日
までに震度 1以上を観浪1し た地震が 21回発生したが,

活動は3日間程度でおさまった (気象庁)

伊豆半島東部の GPS観測結果によれば,2005年 12

1.…甲卜■,,I

159° E

伊豆半島東方沖とその周辺における, 1983年 以降,

2006年 4月 17日 以降の地震は濃く表示している

最近までのM3以上の地震の震央分布
[第 169回 :気象庁資料に加筆]

N=1468

，ヽ

ヘ

ヽ
，

，

，

‘

，

，

一

，

，

，

・

、

一

。一″
　一ぼ

ｏ゙
め

Ｍ（［）「（）６．。。
５．。。４．。。５，。

で
ｏ
践
寵
鶴
ぴ 呻ＯｏＯ”

図 5

地震予知連絡会情報-53



スロースリップ進行期
(2001年 ～ 2005年 )

最近

(2006年 1月 ～ 2006年 10月 )

左のスロースリップ進行期と,

170回 :地理院資料]

33・

140・      135・

図 6 GPS ttlHl結 果から推定された東海地域下のブレート間すべり

右の最近の状況とでは, スケールが 1桁異なることに注意 [第

図 7 水準lll量 による掛川 (1401)に 対する御前崎 (2595)の 沈降の経年変化 上のトレースは
生の観●J値,下のトレースは年周変化を補正した値を示す [第 170回 :地理院資料]

月から2006年 2月 にかけて放射1犬の水平変動パターン

が見られ,深 さ 10～ 15kmの シル状ないし球状の膨張源

が 2カ 月をかけて緩やかに膨張したことが推定された

1923年関東地震後の 1925年 1930年 における水準測量

結果や,最近の 1970年 1999年 における水準漂1量結果に

54-地震ジャーナル 42号 (2006年 12月 )

は真鶴岬周辺に特徴的な隆起成分が見られ, これはフィ

リピン海プレートの沈み込みによる影響では説明しきれ

ないが,伊豆東部のシルと伊東湾の垂直ダイクを組合せ

ることによって, このような上下変動はモデル化できる

との報告があった (地理院)



2006年 8月 7日 ,父島近海で M62の 浅い地震が発生

し,震度 2を記録した 震源は伊豆小笠原海溝軸よりも
東側に位置している 発震機構は北東―南西方向に張力
tllを もつ正断層型であった 今回の地震の付近では,
2005年 2月 10日 にも同様の発震機構を有するM65の

地震が発生している (気象庁)

2006年 10月 24日 ,鳥島の南方海域で M68の浅い地

震が発生し,震度 2を記録した 発震機構は東北東―西南

西方向に張力軸をもつ正断層型であった この地震によ
り,伊豆諸島などで高さ10cm前後の微弱な津波が観沢1

された (気象庁)

5 東海・近畿地方

東海地域の浜名湖付近で続いていた非定常地殻変動

(ス ロースリップ)は トータルで水平・上下とも最大 6

cmに 達し,Mw 71～ 72に相当する地震モーメントを

これまでに解放したと見られるが, この現象も2005年

中頃にはほぼ停止したと見られる ただし最近の状況を
見ると,浜名湖をはさんだ両側の地域では,現在もわず

かながらスロースリップが継続しているように見られる

との報告があった (図 6:地理院)

一方,東海地域の水準測量結果による桂り||に対する御

前崎の沈下は,相変わらずほぼ一定の速度で続いてい

る 最新のデータでは沈下速度がやや低下しているよう
にも見られるが, これはスロースリップによりll‖ |1付近

が隆起し,御前崎側の沈下量がここ数年増加して見えて

いたためであるとの説明がなされた (図 7:地理院).ま

た,広域の水準測量結果に基づく東海地方の上下変動パ

ターンを定常時とスロースリップ発生時とで比較した結

果についても報告があり,御前崎付近の沈下は両者で共

通しているものの,ス ロースリップの時期には浜名湖付

近の隆起が際立った特徴として見られるとの説明があっ

た (地理院)

東海地域の固着域における地震活動度の変化をZMAP

法で解析した結果,長期的スロースリップの進行してい

た期間は上盤側 (地殻内)が静穏化,下盤側 (プ レート

内)が活発化したのに対し,ス ロースリップが停滞した

後は上盤側が活発化,下盤側が静穏化に転じたように見

られるとの報告があった (気象庁)

紀伊半島東部では約 6カ 月の周期で深部低周波微動活

動が生起することが知られているが,2006年 6月 にも再

び活動が活発化し,北東から南西方向への移動現象が見

られた。また, これに同期して生 じた短期的スロース

リップが傾斜観測によって捉えられ,Mw 58程度の
モーメントを解放する断層モデルが提唱された (防災科

研).

6.中 国・四国・九州地方

2006年 5月 8日 ,愛媛県川之江市すぐ沖合の瀬戸内海

中部で,深さ13km,M42の 地震が発生し,最大震度 2

を記録した 震源は中央構造線断層帯から北に数 kmの
位置にあるが, この付近では, 1999年から2001年 頃に

かけてM46を最大とするまとまった地震活動があった

発震機構は東西方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型であ

り, 1999年 10月 に発生したM46の地震とほぼ同じで

あった (気象庁)

2006年 6月 12回 ,大分県中部の深さ 146 kmで M62
の地震が発生し,最大震度 5弱が記録された 余震はき
わめて少なく,直後にMlク ラスが 4回観沢1さ れたの

みであった。フィリピン海プレート内部の深い場所で発

生した地震であり,発震機構はプレートの沈み込む方向

に張力軸を有する型であった 大きな震度の記録された
場所は,広島県から四国西部を中心として震源の東側に

偏っており,深い地震に特有の異常震域現象が見られた

(図 8:気象庁)

2006年 6月 12日 大分県中部の地震 (M62)の震央と,

領域 a内の地震をAB方向に投影した断面図 背景は,
1997年 10月 から最近までの期間に深さ20km以深で

発生したM2以上の地震活動を示す [第 169回 :気
象庁資料に加筆]
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上の地震と同国の 6月 12日 ,足摺岬沖でM40の地
震が発生した 震源は南海地震の想定震源域の西端付近
に位置している ほぼ同じ場所では1992年 7月 10日 に
M40の地震の例があるものの, 通常は地震活動がほと
んど見られず, きわめて珍しい地震である (図 9:気象

庁)

2006年 7月 11日 , 山「 1県西部の小野田市付近で, 深

さ約 16km, M40の 地震が発生し, 最大震度 3を記録
した 発震機構は東西方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型
であり,震源は菊川断層帯を南方に延長したあたりに位

置している なお,今回の地震の 10 kmほ ど南では 1991
年 10月 28日 に同様の発震機構を有するM60の地震が
発生している (図 10:気象庁)

2006年 8月 13日 ,奄美大島近海 (喜界島北東)で M53

背景は 1923年 8月 から最近まで

[第 169回 :気象庁資料 ]

N=5139

151・ 30'

と菊川断層帯との関係 背景 ll

[第 169回 :気象庁資料 ]

図 9 2006年 6月 12日 足招岬沖の地F~(M40)と ,南海地震の想定震源域
の M3以 上の地震活IJlを示 し,M6以 11の地震は大線で示 している

|・ 、『伴T`.:

54・ 501

151・ [

図 10 2006年 7月 11日 山口県西部の地震 (M40)
1997年 10月 から最近までのF~源分布を示す

56-地震 ジャーナル 42号 (2006年 12月 )
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の地震が発生し,ま た 9月 1日 にもほぼ同じ場所でM
54の地震が発生した この2つ の地震の発震機構は北
西―南東方向に圧力軸を持つ逆断層型であった さらに
11月 18日 には,よ り喜界島に近づいたところで深さ30

km,M60の 地震が発生し,最大震度 4が記録された
なお,今回の震源域の南側のクラスターでは,1995年 10

月 18日 にM69, 翌 19日 にM67の 地震が発生し, と

もに津波を伴った。また,本年 9月 11日 にもM55の地

震が発生している (図 11:気象庁)

2006年 9月 26日 ,国東半島沖の伊予灘で,深さ70 km,

N=4421

図 11 奄美大島近海の最近の地震活動 2006年 8月 1日 以降

を濃くプロットしており,M6以 上の地震は自抜きで示
している 背景は1995年 1月 から最近までの震源分布
(M3以上)を示す [第 170回 :気象庁資料]

M53の地震が発生し, 最大震度 4を記録した 発震機
構は東西方向に張力軸を持つ型であり, フィリピン海プ

レート内部の地震である 余震は地震発生直後の数時間
で 7回観沢1さ れた後,翌 27日 にM38の最大余震が発
生した 今回の地震の震源付近ではほぼ定常的に地震活
動があり, M4～ 5程度の地震が時々発生している (気

象庁)

7.そ  の 他

2006年 5月 27日 , インドネシアのジャワ島中部で深

さ10km,M63の地震が発生し,6000人近い死者を生
じた 発震機構は南北方向に圧力軸を持つ横ずれ断層型
であり,地殻内の地震であると考えられる.ジ ャワ島周

辺は地震活動の活発なところであるが,今回の震源付近

ではM6を超える地震の発生は知られていなかった

次いで 7月 17日 には,ジ ャワ島南方沖 (首都ジャカルタ

の南約 350 km)の深さ約 34 kmで M72の地震が発生
した.ハ ーバード大学によるCMT解 はMw 77と され,

津波などにより800人近い死者・行方不明者を生じた

震源付近は南からインド・オーストラリアプレートが北

のユーラシアプレートの下に沈みこんでいる領域であ

り,1994年 6月 3日 には東南東に約 600 km離れた場所

で M72(Mw 78)の 地震が発生して300人近い死者を

出している (図 12:気象庁)

2006年 8月 28日 ,与那国島北方海域の深さ124 km

でM53の地震が発生し,震度 2を記録した この地震
はフィリピン海プレート内部で発生したものと思われる。

領域 bの断面図 (A-3劇 l爆移)

図 12 2006年 5月 27ロ ジャワ島中部地震 (M63)と 7月 17日 ジャワ島南方沖地震 (M77)左隊はM5以 Lの地
震の震央分布,右図は矩形領域内の地震をAB方向に投影した断面を示す [第 169回 :気象庁資料より合成]
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次いで 10月 12日 には,与那国島南西沖の深さ46kmで

M62の地震が発生し, 震度 2を記録した 発震機構は
ほぼ南北方向に圧力軸を持つ逆断層型であった また 10
月 26日 には,宮古島の北東海岸すぐ沖合の深さ50 km

でM45の地震があり,震度 3が記録された (気象庁)
2006年 10月 9日 , 台湾南方沖で M61の 浅発地震が
発生した 発震機構は東西方向に張力軸を持つ正断層型
であり,ユ ーラシアプレートの内部で発生した地震であ

ると考えられる 最大余震は,本震から約 1時間後に発
生したM55であった (気象庁)
2006年 11月 15日 ,千島列島シムシル島の沖合約 200

kmを震源としてM79の地震が発生し, 国内では最大
震度 2を記録した 発震機構は北西―南東方向に圧力軸
を持つ低角逆断層型であり,北米プレートと大平洋プ
レートの境界付近で発生した典型的な海溝型地震であっ

たと考えられる.こ の地震に伴い,オ ホーック海と太平

洋沿岸および伊豆諸島の広い範囲で数 10 cm前後の津

波を観測した。国内での最大波高は三宅島坪田での 80

cmであり, ハワイやカリフォルニアでも20 cm程度の

津波が到達した (気象庁)こ の地震の津波マグニチュー

ドは82と 推定され, また広帯域地震計や体積歪計で捉

えられた波形記録の解析から求められたモーメント・マ

グニチュードも82であった (東大震研,気象庁)こ の
地震に伴って,北海道北部の GPS観浪1点では, lcmに
満たない量の東向きの系統的な水平変動が確認された

(地理院)

今回の地震の震源付近では9月 下旬から10月 初旬に

かけて地震活動が一時活発となり,10月 1日 にはM68
の最大地震, 10月 13日 にはM63の地震が発生してい

た 千島海溝沿いでは,単純な本震―余震型ではなく,今
回のように前震的な活動を伴う例がこれまでにも良く見

られた (図 13:気象庁)な お,こ の地震の1年前の2005

年 10月 15日 にもM64の 地震があった 今回の震源域
の周辺では,過去にも1915年 5月 1日 にM80,1918年

9月 8日 にM80な ど, 津波を伴うような規模の地震が
繰返し発生している

トピックス

8-1 沈み込み帯における非地震性すベリ(1)東海スロー

スリップ

第 169回連絡会では, トピックスとして「沈み込み帯

における非地震性すべり(1)東海スロースリップJ(世話

人 :加藤照之委員)が取上げられた。東海スロースリッ
プが一段落したと見られる時期を迎え, この現象は何で

あったのかを地殻変動,地震活動,お よびシミュレー

ションの立場から見直そうという趣旨である

「GPS連続観測から見た東海スロースリップJ(地理

院 :水藤尚)では,2000年東海スロースリップの観測事

実および推定すべり分布のレビューに加え,東海地方の

プレート間カップリングの問題,お よび最近の地殻変動

とプレート間すべりの状況が報告された

生の観測データで見た浜名湖付近の水平変動は,2000

年以前は西北西方向,それ以降は西南西方向に見え,最

近は元の西北西方向に戻ったように見える 1997年 1月

から2000年 1月 のトレンド成分,お よび 1998年～2000

年の年月・半年月成分を差し引いた非定常地殻変動で見

ると,2000年以降は東南東への水平変位と浜名湖付近の

Ｍ
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¨
。
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図 13 2006年 11月 15日 千島列島の地震 (M79),お よび隣接海域で発41し た1991年の地震 (M68)
と1995年 の地震 (M73)い ずれの場合も顕著な前震活動を伴った [第 170回 :気象庁資料]
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隆起,愛知県東部の沈降が顕著である.2006年以降は,

浜名湖付近での水平変位がなくなる一方,渥美・知多・

志摩半島で僅かな南南東方向への変位が見られる また,

渥美半島から志摩半島にかけて隆起が見られる.こ れら

のデータから推定されたプレート境界でのすべり量は,

浜名湖付近を中心として2001年 からの 5年間で最大 25

cmに 達し,Mw 71～ 72の モーメントが解放されたも

のと考えられる.なお,2006年以降は浜名湖直下のすべ

りが南西方向へ移動した可能性がある プレート境界面
上の歪の解放様式は,浅いほうから地震,長期的スロー

スリップ,短期的スロースリップ,定常すべりと並んで

おり, これに伴い,プ レート間カップリングは大,中 ,

小,無と遷移しているとの仮説が提唱された (図 14)

「地震活動から見た東海スロースリップJ(防災科研 :

松村正三)で は,ま ず浜名湖直下の特異な地震クラス

ターと,静岡県中部固着域の上盤・下盤での地震活動に

ついて解説がなされ,本質的な固着域 (ア スペリティ)

はどこなのかという推測が説明された。浜名湖直下の地

震活動はスロースリップの開始と同時に静穏化が始まっ

たが,静岡県中部ではそれに先立って,上盤では1997年

から, また下盤では1999年から静穏化が開始した.ス

SSE
SSE(長期 )｀
(短期 )｀.ノ

ロースリップによる応力解放のしわ寄せは北東側の固着

域に浸透し,全体としては静穏化しながらも,局所的に

は地震活動の活性化が現われ,応力が集中する場所とし

て 3つ のアスペリティが顕在化してきた。活性化域への

応力集中を示す証拠としては,b値の減少,潮汐依存性,

高応力降下量地震の集中,2000年二宅イベントによるス

リップトリガリング,歴史地震の短周期地震波発生域,

応力流線の変針ラインとの関係などが挙げられた この

結果, 3つのアスペリティを含む地震性すべりの領域,

長期的スロースリップの領域,深部低周波微動に連動す

る短期的スロースリップの領域がそれぞれ棲み分けてい

るとする,東海地域の階層的な固着構造の仮説が提唱さ

れた (図 15)

「東海スローイベントのシミュレーションJ(海洋研究

開発機構 :光井能麻)では,速度・状態依存摩擦構成則

および曲面を持つプレート境界を考慮した地震発生サイ

クルの数値シミュレーション結果が報告された スロー
スリップはプレートの傾斜が小さい領域で発生すること

や, スロースリップの発生前にはプレート間の固着が弱

くなるという現象が見出された 現在のスコースリップ
解析は定常的な変動からのずれに基づいてなされている

が,長期にわたるプレート間固着状況の変化を提えるた

めには地殻変動データをそのまま解析する方が良いとの

指摘がなされた また,現象を再現するabや Lな どの
パラメータ範囲はかなり限定されることが確認され,正

確なモデルで巨大地震の発生をモニターできる可能性が

示唆された

8-2.沈み込み帯における非地震性すべり(a短期的ス
回―スリップ

第 170回連絡会では, トピックスとして「沈み込み帯

図 15 東海地域の階層的固着構造のイメージ 太い破線は想
定震源域であり,地震性すべり領域内のA,B,Cは強
く固着したアスペリティを示す [第 169回 :防災科

研資料]

B み ち
1↓
づ

東海地方下のブレート境界における歪の解放様式とプ

レート間カップリングの模式図 太い破線は想定震源
域,矢 E「 は長期的 SSE(ス コースリップ)の累積量,矩

形は短期的 SSE源,○印は低周波地震を示す [第 169

回 :地理院資料に加筆]

ふ3:

図 14
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における非地震性すべり(2)短期的スロースリップJ(L
話人 :平 田直委員)が取上げられた 長期的スロース
リップと並んで最近クローズアップされてきた短期的ス

ロースリップの意味について, じっくり考え直そうとい

う趣旨である

「歪計により観測された東海地域の短期的スロース

リップ (1984年～2005年 )J(気象研 :ノ |ヽ林昭夫)で は,

2005年 7月 に愛知県を震央とする低周波地震が発生し

た際に気象庁の歪計で短期的スロースリップによると考

えられる歪変化が観測されたため,過去の歪計記録に立
ち帰って調査した結果が報告された。同様の歪変化は

1984年 まで遡ることができ,検出された歪変化は3つ の

タイプに分類できることがわかった これらのタイプの
違いは,低周波地震の発生地域と対応関係があり,それ
ぞれの活動領域付近のプレート境界に置いた矩形断層上

のすべりによる地表歪パターンの違いとして説明でき

た 愛知県における短期的スロースリップの発生頻度は
1987～ 1989年 と2003～ 2004年 の期間に多く, その時期

は浜名湖付近で生じている長期的スロースリップの時期

と概ね一致するようであるとの報告がなされた

「西南日本とCascadiaに おける短期的スロースリッ

プとそれに同期する現象J(防災科研 :ノ 1ヽ原一成委員)で

は,西南日本で発見された深部低周波微動と短期的ス
ロースリップに関する観測事実が紹介され,Cascadia

地方の例と対比しつつ,それらを引き起こすシナリオの

解説がなされた。観測された特徴としては,11)発生域は

20～ 100 kmのセグメントに分割されている,(2)各 セグ

メント内で深部低周波微動と短期的スロースリップは約

10 km/日 の速度で移動する,(3)移動パターンはある程

度固定されているが,隣接セグメントで連動することも
ある,(4)四国西部・二重・愛知では6カ 月周期,そ の他

の地域では3カ 月周期で発生し, 2～ 10日 継続する,(5)

浅部超低周波地震
トラフ付近の付加体内で発生する
地震性 (ゆっくり)すべり

プレート境界遷移帯深部における
・非地震性固着すべり

・小パッチの地震性 (ゆつくり)すべり

・微小クラック破壊

短期的スロースリップ

深部超低周波地震

軋八波撃ξ聰
=も
図 16 プレート境界で発生する様々なすべり現象 [第 170回 :防災科研資料に加筆]

×深部低周波微動の震源

(ア スペリティ)

図 17 プレート境界の遷移領域で発生する短期的スロースリンプ,深部超
低周波地震,深部低周波微動の模式図 [第 170回 :防災科研資料]
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低角逆断層の発震機構解を有し,断層面はプレート境界

付近に位置する,な どが挙げられる.Cascadiaで はセグ

メント長が長く,北部では14カ 月,中部では19カ 月,南

部では 11カ 月の周期で短期的スロースリップが発生し,

10～ 20日 間継続する.可能なシナリオとしては,(1)遷移

領域で固着している部分にプレートの沈み込みによる歪

みが蓄積する,(2)脱水反応で生成された流体がプレート

境界の摩擦強度を下げる,G)ス ロースリップが生じ,そ

れと同時に間隙水圧が上昇して微小クラックが連鎖的に

破壊することで微動が発生する,(4)以上は定常プロセス

のため周期的にすべりが繰返される, と考えられる

一方,上記とは別に 20～ 50秒の卓越周期を持つ超低

周波地震という現象も発見されている。これには, トラ

フ付近の付加体内で発生する浅部超低周波地震と,深さ

30～40 kmの プレート境界付近で発生する深部超低周波

地震とがあり,いずれも逆断層型の発震機構を有してい

る (図 16).こ のように,プ レート境界の遷移領域では,

非地震性固着すべりとしての短期的スロースリップ,小
パッチにおける地震性ゆっくりすべりとしての深部超低

周波地震,微小クラックの連鎖的脆性破壊としての深部

低周波微動が共存し,その不均質性を反映していると考

えられる (図 17).

「摩擦則に基づいたスロースリップに関する考察J(東

大地震研 :吉田真吾)で は,ゆ っくりすべりを発生させ

る物理メカニズムとして,(1)安定・不安定の遷移領域で

のすべリモデル,{2)速度・状態依存摩擦則に cutof ve‐

locity(Vc)を導入したモデル,(3)粘弾性モデルについ

て考察した結果が紹介された (1)に おいては,臨界断層

半径 rcに比較して断層サイズrが小さいと安定すべり,

大きいと不安定すべりを生じ, rが ほぼ rcに等しい場合

は間欠的ゆっくりすべりを生 じることが示される (図

島b__L_二 __1_」 F_

サイレント地震
●.

1日

スロー地震

●      通常の地震
° ● 80  0

05  1   15  2   25  3
″rc

図 18 断層サイズrと臨界断層半径rcの比により, 様 な々

時定数をもつすべりが生じることを示す数値シミュ

レーション例 [第 170回 :東大震研資料に加筆]

18)次に,定常状態の摩擦が,低速では速度ととともに

小さくなるが,あ る速度 Vcを超えると大きくなる(2)の

モデルでは,ゆ っくりすべりが周期的に繰返される様子

や,すべり領域がゆっくりと水平方向に移動する様子な

どを再現できる。 Vcが存在することは, 断層面の真の

接触面積に下限があるためと考えることができる 0)

は,バネとダッシュポットを並列に組合せた物体として

地殻物質を表わせるとしたら,すべり速度を遅くするこ

とができるというものである.

上記のうち,モ デル (3)を西南日本のような例にあて

はめることは困難であるが,モ デル(1)と (2)に ついては,

都合の良いパラメータを選ぶことによって現象を説明す

ることが可能である 但し,そのような値が現実的であ
るかどうかは不明であり,今後の検討が必要である
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り, これに起因して実に多様な地形が展開する こうし
た地殻変動に加えて,雪水から洪水・崩壊,人為的な改
変に至るまで,様々な形成作用が当地域の地形を激しく

変化させ,木目細かな凹凸の激しい地形を作り上げてき
た.本地域のダイナミックな地形の特徴と形成過程が数

多くの最新データを駆使して詳細に解説されている.

1章の総説では,大地形,地質 (構造),研究史,地形

区分・編年が総括的にまとめられている 概要を把握し
たい読者は, 9章の地形発達史と合わせ読むと, 中部の

テクトニクスや特徴がよく理解できる 2章・3章 は
フォッサマグナ地域を南北に分けて記述し,変動地形学

的な解説やこの地帯を特徴付ける火山発達史についても

言及している 4章は日本の尾根をなす中部山岳地域を
地質 (構造)か ら説き始め,盆地の形成過程に及び,も っと

も分量の多い充実した部分となっている.5章は静岡と
富山平野を, 6章 は濃尾平野と三河高原を, 地下構造・

地形分類・形成過程について取り扱っている 7章は両
白山地と福井・金沢平野を, 8章 は佐渡島と能登半島を

取り扱い, 概略の地形や成因が紹介されている 9章は
中部の地形発達史を総括し,鮮新世以降の地質・地形の

変遷を取り扱っているが,更新世前期・中期の項目は少
なく,後期から完新世に至る地形や人為的な地形改変ヘ

と足早に移行している

コラムでは, 日本を代表する富士山を貯水槽として,

さらに新潟県中越地震や洪水災害,数本の活断層,特異
な大地震や侵食地形,人 li改変地形などを取り上げて解

説し,地形学の専門外の人にも興味ある話題を要領よく

提供している

上述したように,本書は中部地域の総合・総括的な地

形誌であり,30名 もの執筆者が執筆しているので,各章

間の相互の関連は不明瞭であり,取扱い方もがやや異な

る しかし,27頁 に及ぶ文献集からも判るように,各種
の地形を万遍なく記述しており,辞書的な役割も果たし

ている 一見すると, とくに目玉になる章や項目が無い
ようにも見えるが,それが本書の特徴とも言える

ところで,中部に存在する火山を起源として多量の火

山灰層が噴出し,それを鍵層にして,中部・関東地方の

段丘面や第四紀層の対比・編年が詳しく行われてきた

そのメッカとも言える地域であり,地形面区分・編年・

対比の原点となる場所と思われるが,そ の取り扱いは意

外に少ないように感じられた

町田 洋 。松田時彦・海津正倫
小泉武栄 編

日本の地形 5 中部
評者 岡田篤正  ■■

=■
■■■■■■■■■■●■■

本書の題名は日本の地形 5 中部である 東京大学出
版会の創立 50周年を記念して出版された,「日本の地形

全 7巻Jの 1冊である 1991年に企画されて以来,2000

年から順次刊行されてきたが,い よいよ最終巻の「取りJ

の形でこの度出版され, これで全巻が完成した

このシリーズは日本で初めて全国を網羅した地形誌で

あり,各地域の多種多様な地形,大規模から小規模の地

形に至るまで最新の資料を駆使して解説されている 口
本を代表する地形学者の総力を挙げての画期的な刊行物

であり,地球科学分野ではすでに評判となった企画でも
あり,各巻の刊行の度に多くの紹介文が出されてきた

本書の構成は,1 総説,2南部フォッサマグナ地域,

3 北部フォッサマグナ地域,4 中部山岳 (日本アルプ
ス),5 静岡・富山の平野,6 濃尾平野と三河高原,7.
両白山地と福井・金沢平野,8佐渡島と能登半島,9.中
部の地形発達史,それから文献である.総頁数が 385頁

に及ぶ分厚い本であり,鮮明な図や写真・DEM鳥轍図
などが盛り沢山に掲載され,本文の理解を助けている.

大学時代から中部の特定地域をフィールドとして歩い

てきたこともある評者にとって,活断層分野に関しては

多少の知識はあったものの,今まで知らなかった地域や

地形の情報が数多く書かれており,実に貴重な情報源と

なっている これから,大いに活用したいと思っている
既往の文献引用だけではない図表 (○○原図や加筆・修

正)が多く見られ,著者たちが執筆にあたって推敲を繰

り返して来たことが窺える。それが本書の発刊を遅らせ

た原因の 1つかも知れない.しかし,そのことが本書を

きわめて重厚な書籍に作り上げたとも考えられる

言うまでも無いが,中部は日本列島の屋根をなす高い

山岳・火山や盆地・平野などが複雑に入り込み, 日本で

もっとも起伏の激しい地域である ここは3つ の島弧
(な いしプレート)が会合する地殻変動の激しい場であ
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評者の分野から言えば,大規模な活断層や歴史的大地

震についてはコラムではなく,本文でもっと詳しく取り

扱ってほしかった 取り扱う項目が多く,全体の頁制限
もあり,無理であったのであろう.ま た,全域の第四紀

層や地形面の詳しい対比・編年表が無いのは,ややさみ

しい また,内容が実に多岐に渡り,豊富であるだけに,
各章最後の白紙が 6頁 もあるのは惜しい

ともあれ,長年に渡るたゆまない努力によって,全巻

完成までに至ったことに,深 く敬意を表したい 日本の
地形の実態と発達史を把握して,地形環境の保全・創成

に役立て,教育・防災や土地利用などにも活用が期待さ

れる 6巻近畿・中国・四国の一部を担当した者として

も,同慶の至りである

繰り返しになるが,当地方の多くの地形が詳細に取り

扱われ,実に綿密に紹介された。現在へと継続している

地形変化を要領良く解説しているのが実に印象的であ

る.本書は図書館や図書室は言わずもがな,所属する職

場と自宅両方の本棚に揃えて活用されたい また,地形
学の周辺領域の人たちに是非とも読んで戴きたい本であ

る

<東京大学出版会,2006年 6月 ,B5判,385頁 ,6,800円 +税 >

杉原義得 著

が命を守る

評者 萩原幸男  ■■■■■■■■■■■■■■■■■|
「たかが 10秒 , されど10秒」 主要地震動が到達する

時刻を 10秒前に予告することができるとするならば,

多くの人命が救われ,経済的損失を軽減できる 僅か 10
秒では何もできないとの考えもあるが,10秒あれば何か

はできるであろう 緊急地震速報はP波 とS波の伝達
速度の差を利用して, P波を感知した地震計のデータを

もとに,S波の到達時刻を速報するシステムである 本
誌 34号 (2002年 )に は「ナウキャスト地震情報」の名称

で, システムの構成が説明されている.

「10秒前作戦Jの アイデアは1890年代に既にあったと

伝えられる 本誌の編集委員の一人である伯野元彦氏
(攻玉社短期大学学長,東京大学名誉教授,財団法人震災

予防協会会長)が実用化を提唱したのは1971年 ,今から

35年 も前のことである しかし当時はたかが 10秒では
何もできないとの意見が大勢を占め,実用化を見るに至

らなかった 海底ケーブル式地震計も含め,1,000点 もの

巨大地震は必ず来る !その10秒 り|1崎一朗著

地震計から構成される基盤観測システムが完成した今日

になって初めて,実用化が可能となったと言える

さて本書であるが,著者はソニー株式会社においてIT

自動防災システムに取り組んできた家庭内情報化 (ホ ー

ムネットワーク)の専門家である 2部構成であり,そ の

第 1部「必ず来る巨大地震Jでは,地震の基礎知識から

地震危険度の概略の説明の後に,家庭における地震対策

と地震に遭遇したときの対処法に力点がおかれている

第Ⅱ部「ゆれる前に地震を知る技術Jで は,緊急地震速

報システムの構成,そ の実証試験,先行運用等,実際に

本システムの開発に従事した人でなければ書けない部分

が散見する.

本書の第一の特徴は,文体が読みやすいこと, とくに

箇条書きの部分はよく整理されている 第二はコミック
調の挿絵が本文の理解を助けていることである。勿論,

なかには複雑な図解で読みにくい個所もあるが,概 して

親しみの持てる挿絵である。高校の理科教科書でさえ,

コミック調の図解が欠かせなくなった今日,本書は一般

読者の興味と理解を大いに助けるものと思う 評者はも
う一般書を書く機会もないが, もし書くとしたなら本書

を見習いたいものである

<中経出版,2006年 ,A5判 ,190頁 ,1,575円 >

:攀嚢華1華義奪藝簗難彗華

スロー地震とは何か
巨大地震予知の可能性を探る

評者 加藤照之  ■■■■■●
=■
■■●■■■■

==■=|
最近の 10年間における地震予知研究の上での最も重

要な発展の一つは,本書の著者の言う「スロー地震」の

発見とそれに関連した研究の展開であると言えよう

1995年 の兵庫県南部地震以後,日本列島に展開した地殻

変動観測網 (GEONET)に よる最大の発見が「スロー地

震Jである 著者はこの観測網ができる以前に「スロー
地震Jを発見していたのだが,GEONETに より「スロー

地震Jは実は特別なものではなく多くの場所でたびたび

発生していることが明らかになった さらに,近年はこ
の「スロー地震Jが地震の発生過程に深く関わっている

ことがいろいろな立場から明らかにされつつある

著者も記しているように,“地震学"は本来帯域の広い

地震現象のうち,地震計に感じる部分のみを対象とする

ことがほとんどである 地震波が捕らえているのは “地
震"の本性のほんの一部にすぎない 地震が発生してい
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ないいわゆる「地震間Jの 断層面の方、るまいから「ス

ロー地震」,そ して加速のフェーズを経て高速破壊に至

る過程を理解することは,地震という現象の全体像を解

明することに他ならない しかしながら, これらの理解
には単に地震や地殻変動だけを監視し,理解したのでは

不足であり,岩石物性や数値シミュレーションあるいは

岩石に含まれる水の振る舞いやその断層滑りにおける役

割などをも理解する必要がある つまりは地震の発生を
理解することは団体地球における物理の広範な理解無し

には解き明かせない問題なのである

本書の著者川崎一朗さんは,当世稀代の碩学である

当初は地震波動の研究者であったらしいが,その守備範

囲は広い。ある研究会で「これが私のお気に入りです」

といって見せられたのはハンマーを持って岩を砕く写真

であった。その時は単に「興味の対象の広い人だなあJ

という程度の印象であったのだが,実は地震波動から地

球内部物性までの広範な団体地球科学に対する著者のよ

うな深い造詣があってはじめて「スロー地震Jの本性を

深く理解しうるのであろうと,本書を読んで改めて感じ

いった次第である.

著者はこれらの多方面の最近の発展に触れつつ「ス

ロー地震」の実像に迫っていく 本書はNHKブ ックス
という一般の啓発書の体裁をとっているので初学者でも

手軽に読み出せる本である しかしながら,読み進むに
つれ,かなり高度な (大学院レベルの)話題も登場する

ので,気軽に読み進むと足元をすくわれる.既に多くの

ことがわかっている読者には著者の考え方や多くの研究

者や学生との交流などがわかる楽しい読み物であるが,

若い学生諸君にとっては本書はむしろ教科書の副読本と

して,姿勢を正して読むのがよいであろう 著者には以
前にも「サイレントアースクウェーク」という名の名著

(浅田敏らとの共著 ;東京大学出版会)がある 本書とあ
わせ読むことにより「スロー地震Jの研究が近年どれだ

け発展してきたかがよく理解できるであろう

くNHK山版,2006年 ,B6判 ,272頁,1,071円 >

●新刊紹介

メアリー・コルソン著,横田 崇 監訳
世界の災害の今を知る火と土の災害 (1)地震

文渓堂,2006年 2月 ,大型判,48頁 ,2,940円 (税込み)

地震に備える新 しい暮らし

ニューハウス,2006年 4月 ,A4変型,113頁 ,1,300円
(税込み)

地震 ビフォー &ア フター
パッチヮーク通信社,2006年 5月 ,A5判 ,105頁 ,1,000

円 (税込み)

河田恵昭 著

地震対策完全マニュアル必携

PHP研究所,2006年 5月 ,73頁,525円 (税込み)

日経サイエンス編集部 編

地球大異変 巨大地震や超大型台風の脅威
日経サイエンス社/日 本経済新聞社,2006年 6月 ,A4変

形,141頁 ,1,995円 (税込み)

震災を生き延びる 100の知恵一ヤマケイ危機管

理 B00K
山と渓谷社,2006年 6月 ,A4判,114頁 ,1,000円 (税
込み)

日本地震工学会 著

性能規定型耐震設計一現状と課題

鹿島出版会,2006年 6月 ,A5判,253頁 ,3,360円 (税
込み)

壁掛け用「 日本のプレー ト境界型地震地図」

人文社,2006年 6月 ,キ ガイ判,3,150円 (税込み)

日本のプレー ト境界型地震地図

人文社,2006年 7月 ,A5判,1枚,1,890円 (税込み)

矢野克巳, 日経アーキテクチュア編集部

マンションは地震に弱い

日経 BP社 /日経 BP出版センター,A5判 ,199頁,1,890

円 (税込み)

伊東義高 著

そこそこ防災マン奮闘記

鹿島出版会,2006年 7月 ,B6判 ,208頁 ,1,470円 (税込

み)

岡田恒男,土岐憲三 著

地震防災のはな し 都市直下地震に備える
朝倉書房,2006年 7月 ,A5判 ,188頁 ,3,045円 (税込

み)

山中浩明 編著,武村雅之ほか 著

地震の揺れを科学する みえてきた強震動の姿
東京大学出版会,2006年 7月 ,B6判,185頁 ,2,310円

(税込み)
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坂本広子・まつもときなこ 著 岡田義光 著

地震の時の料理ワザ 最新 日本の地震地図
柴田書店,2006年 8月 ,B6判 ,127頁 ,998円 (税込み) 東京書籍,2006年 9月 ,A5判,211頁 ,1,890円 (税込

宮崎和子 著                    
み)

大地震の前兆現象 空が真 つ赤に焼けたら危な 幸運社 編
い 1

とっさの「防災」ガイ ド 地震,火事,台風,事

文芸社,2006年 9月 ,大型判,95頁 ,2,310円 (税込み) 故から身を守る

北後 寿 著                     PHP研
究所,2006年 9月 , 文庫判,240頁,520円 (税

込み)

突然襲う巨大地震 過去の震害から学ぶ
イワキ・プランニング・ジャパン,2006年 8月 ,A5判 , 加納一郎 著

190頁 ,2,000円 (税込み) 家族を守る災害行動マ
アニュアル

安井潤一郎 著                    
朝日新聞社,2006年 9月 , 文庫判,201頁 ,441円 (税込

地震で人を殺すな I              
み)

講談社,2006年 9月 ,B6判 ,
238頁 ,1,575円 (税込み) ヤマトプロテック防災研究会 編

藤木良明 著                   
今から始める地震対策―社員・家族を守る 50

マンションの地震対策              
の知恵

並木書房,2006年 9月 ,B6判,167頁 ,1,260円 (税込
岩波書店,2006年 9月 ,新書判,212頁,735円 (税込み) み)
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ADEP情報

財団法人 地震予知総合研究振興会 (ADEP)の 人事異動について

採用

津村建四朗  本部 副首席主任研究員 (非常勤) 1861
荒井 政二  本部 事務局次長         1871

配置換等

塚腰

退職

田辺

1871

18630

勇  (兼務)研究業務支持機構長

寿男  本部 事務局次長

編集後記
本誌冒頭の

エッセイに,平
成の市町村大合併に伴う防災体制の

低下が指摘された。防災先進県と言

われる静岡県内でさえかくの如くだ

から,他県ではどうなってもおかし
くなヽヽ

エッセイを読んで私はすぐに自宅

周辺の市町村を眺めてみた すると
まさに指摘通りの事態が起こってい

た 平野部に広がる市が山間部の村
と合併したケースでは,双方の防災
担当が合体した そこでは 1+1が 2
とならず, 1と なってしまったので

ある.

当然人口の多い旧市側の防災担当

者が旧村側の防災も兼ねることと

なった.新たに管轄することになっ

た山間部は一人でカバーするにはあ

まりにも広い.も し実際に災害が発

生したならば,山間部は見捨てられ

るだろうと懸念される

東京近郊の山間部は,バブル期に

開発が進み,宅地造成地が一気に広
がった 山は削られ,谷は埋められ,

その上に宅地が急造された まず谷
間に山の表土が投げ込まれ,その上

に岩石を含んだ山土が積み重ねられ

る つまり下部が軟弱で,上部が固

い「逆転層Jが形成される
しみこんだ雨水は次第に逆転層の

下部を空洞化する結果,造成後 30

年経った今日,宅地の所々に小規模
な地変が現れ始めた 急斜面で落石
がある,立木が倒れる,石垣が崩れ
る,道路に亀裂が入る等, これまで
あまり気がつかなかった地変が発生

するようになった.

ところが造成地の住民は一般に防

災意識に乏しい 地震被害は都会の
事,地盤が固い山間部は安心と信じ
込んでいる.事実東京で震度 4の地
震でも,そ こでは震度 1か 2程度に

しか揺れない しかし安政江戸地震
でも,明治東京地震でも,江戸 (東
京)近郊の山間部に山崩れが発生し

たとの記録がある まして逆転層の
上の造成地は危険なこと彩しい

バブル崩壊後に造成は一時ストッ

プしたが,最近の景気上昇を受けて

再開されつつある 売れれば再開,
売れなければストップする 開発業
者は災害など考えもしない。耐震設

計は問題になったが,宅地造成には
逆転層の規制などない 「30年 も先
のことを考えてはいられない」と言

うのは業者だけではない 住民自体
も先のことは知れないと言う。

県議会や市議会議員も票にならな

いことには関心がない 災害発生直
後に被害地に駆けつけ,補助金交付
に尽力すれば票につながる これに
対して平常時から災害対策に尽力し

たとしても効果は期待できない。こ

のようなことだから,何時になって
も同じ災害が繰り返す結果となる

防災対策を住民だけではなく,議員
の一票に結びつくような,一貫した
アウトリーチ・システムを考えること

が必要になるかも知れない (YH)
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